


 



はじめに 
 

本研究は、インクルーシブ教育システム構築に向けた特別支援教育に関する実践的研究

のうち、教材・教具の活用と評価というテーマのもとに、新しく普及が始まり、その有効

性が期待されるタブレット端末の活用を取り上げることで、特別支援学校、小・中学校を

含めて、特別支援教育の指導の更なる充実のために実施された実践的研究である。 

国立特別支援教育総合研究所の地域実践研究は、インクルーシブ教育システムの構築に

向けて、地域や学校が抱える課題を研究テーマとし、課題解決に向けて地域と協働して行

う研究であり、本研究の場合には、指定研究協力地域として１年次は神奈川県、２年次は

長野県が参画し、研究を進めてきた。 

インクルーシブ教育システム構築のためには、通常の学級、通級による指導、特別支援

学級、特別支援学校などの連続した多様な学びの場の確保とその充実が必要とされる。そ

して小・中学校における特別支援教育の充実のためには特別支援学校のセンター的機能を

有効に活用することが欠かせない。このセンター的機能による支援には、ICT を含む教材・

教具に関することがらも含まれている。また、インクルーシブ教育システムを推進してい

くためには特別な配慮を必要とする児童生徒の実態に応じた合理的配慮を行うことが必要

とされており、平成 24 年の中央教育審議会の答申では、情報・コミュニケーション及び

教材の配慮についての具体例も示されている。 

 本研究では、サブタイトルを「タブレット端末を活用した実践事例の収集と地域支援の

ためのガイドの作成」と設定し、特別支援学校がタブレット端末活用に関してセンター的

機能を果たす際に役立つ情報を提供するためのガイドを作成することで教育現場の喫緊の

課題に応えたものである。 

本研究にある事例を含めて、作成されたガイドが、特に特別支援学校のセンター的機能

による小・中学校への支援の現場で役立つことを願っている。ガイドは時代に合わせて改

善すべきものであり、忌憚のないご意見をいただけると幸いである。 

 

研究代表者 情報・支援部 主任研究員 新谷 洋介 
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第１章 研究の背景と目的 

 

Ⅰ 研究の背景及び経緯 

１ インクルーシブ教育システムにおける教材・教具の活用の重要性とタブレット

端末の位置づけ 

インクルーシブ教育システムでは、同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の

教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して、自立と社会参加を見据えて、その時点で教育

的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが重

要であるとされている（中央教育審議会初等中等教育分科会，2012）。さらに、障害者差

別解消法の施行により、障害による差別の禁止と合理的配慮の提供は公立学校において必

須となっている（内閣府, n.d.）。情報機器や ICT に関する合理的配慮は、障害者権利条約

の批准に向けた教育分野の検討の中で、その具体例が示されている（中央教育審議会初等

中等教育分科会，2012）。さらに、新学習指導要領（小・中学校は平成 29 年３月、特別支

援学校は平成 29 年４月告示）では、情報活用能力（情報モラルを含む。）は教科等横断的

な視点に立った資質・能力の育成するものとして記述された外、障害のある児童生徒に対

しては総則に加えて各教科で、学習の過程で考えられる困難さごとに「困難さの状態」に

対する「配慮の意図」と「手立て」として説明されており、指導の場面や合理的配慮の手

立てとしてタブレット端末等の情報機器を活用する際には、これらのことを念頭に有効性

のある活用が求められている。 

その以前から、タブレット等の ICT 機器を活用することで障害のある子供の教育が効果

的かつ有効に行われることへの期待が教育の情報化ビジョン（文部科学省, 2011）、2020

年代に向けた教育の情報化に関する懇談会（文部科学省, 2016）等で述べられており、そ

の具体的な例示が教育の情報化に関する手引（文部科学省, 2010）、特別支援教育教材ポー

タルサイトでの事例紹介（国立特別支援教育総合研究所, n.d.）が行われている。 

障害のある児童生徒の教材の充実に関する検討会（2013）の中でも、「従来より、紙や

具体物を活用した教材の充実及び活用が進められているところであるが、現在、教育の情

報化が進む中で、ICT を活用した教材については、障害の状態や特性に応じて活用するこ

とにより、各教科や自立活動等の指導において、その効果を高めることができる点で有用

であると認識されている。」と述べられていることから、その活用方法を広めることや、活

用するための支援方法を検討する必要性を読み取ることができる。 

 

２ 小・中学校における障害のある児童生徒に対するタブレット端末活用のための

特別支援教育からのアプローチ 

インクルーシブ教育システムにおいては、連続性のある「多様な学びの場」が必要とさ

れており、小・中学校における通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学

校それぞれの場の充実が大切である。特に小・中学校に対する特別支援学校によるセンタ

ー的機能が重要であり、先に述べた ICT の活用についても支援する必要があるだろう。一

方、センター的機能による ICT、支援機器、教材・教具の活用支援を行っている特別支援

学校は約３割（国立特別支援教育総合研究所，2015）であり、約７割の学校で行われてい
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ないことから、小・中学校に対してのセンター的機能による ICT、支援機器、教材・教具

の活用支援が充実されることが求められるのではないか。 

こうした現状の中でタブレット端末を活用するには、特別支援学校側からの小・中学校

に対する、タブレット端末活用に関する教師への情報提供や支援の必要があることが考え

られた。そのためには、まず、特別支援学校の教師のタブレット端末を活用した指導の充

実のための専門性の向上と、小・中学校へ支援するための手立てを明らかにすることが大

切であると思われた。 

こうした中で、平成 28 年度には本研究の指定研究協力地域として、神奈川県教育委員

会が参画することが決定した。神奈川県教育員会の課題は特別支援学校におけるタブレッ

ト端末活用の専門性の向上というものであった。本研究は国立特別支援教育総合研究所の

地域実践研究として位置づけられており、指定研究協力地域や学校の課題を検討し、課題

解決に協力することが求められている。また、平成 29 年度には、長野県教育委員会が参

画することが決定し、長野県教育委員会の課題は、特別支援学校のセンター的機能として、

小・中学校教師等の特別支援教育における ICT 機器活用に関わるニーズに応える課題を有

していた。 

 

Ⅱ 研究の目的 

本研究では、以上の研究の背景と経緯を受け、まず、特別支援教育におけるタブレット

端末活用の実践事例を ICT 活用の観点（国立特別支援教育総合研究所，2015）を用いて

分類し、特別支援学校の教師がタブレット端末を活用した指導の充実を図るための研修の

ニーズを把握する。さらに、小・中学校の特別支援教育におけるタブレット端末に対する

ニーズを明らかにした上で、特別支援学校がタブレット端末活用に関してセンター的機能

を果たす際に役立つ情報を提供することを目的とした。 

 

Ⅲ 研究の構造と研究内容 

研究の目的を達成するために、以下の取組を行った。なお、研究で行った調査について

は、本研究所倫理委員会の審査を申請し、許可を得た上で実施した。各研究の目的、方法

等の詳細は各章で述べる。 

 

研究１ 障害のある児童生徒のタブレット端末活用方法の障害種別の特徴 

先行の特別支援学校及び小・中学校のタブレット端末を活用した実践事例として公開さ

れている資料をもとに、障害種別毎に活用方法を分析することで、障害のある児童生徒に

対する活用方法の特徴を検討する。また、分析するための調査項目や ICT 活用の観点を検

討することで、それぞれの活用方法について全体像から整理することができ、実践する上

での教師間の共通認識をもつ事が期待される。 

 

研究２ 特別支援学校のタブレット端末を活用した指導の充実のための教師の専門性向上

のための研修と授業実践 

指定研究協力地域（神奈川県）の協力のもと、県内の特別支援学校の教師のタブレット

端末を活用した指導の充実のための研修に対するニーズを明らかにすることと実践事例を



 

3 

 

収集することを目的とした取組である。研修に対するニーズが明らかになることで、求め

られる研修内容の検討を行うことができる。また、研究授業指定校のタブレット端末の活

用事例を収集し、他の学校の参考になる情報とする。 

 

研究３ タブレット端末活用のガイド作成のための小・中学校のニーズの検討と実践事例

の収集 

 小・中学校の先生方が抱えているニーズや、地域支援の取組の情報を得るために３つの

調査を実施した。 

①長野県 A 地区の小・中学校におけるタブレット端末等 ICT 機器の活用に関するニーズ

調査 

 指定研究協力地域（長野県）の協力のもと、地域における小・中学校のタブレット端末

活用に対するニーズをフォーカスグループインタビューの手法を元にグルーピングし、ブ

レーンライティング法を用いて収集分析した。 

 

②全国のタブレット端末等 ICT 機器を活用した地域支援を実施している特別支援学校に

対する質問紙調査 

 長野県 A地区という限定された地域における調査から明らかとなった、タブレット端末

等 ICT機器活用に関するニーズが、全国の他地域においても共通するニーズであるかどう

かを明らかにすることとした。そのために、平成 26～27 年に実施した ICT 機器活用に関

する調査において、タブレット端末等 ICT 機器を活用した地域支援を実施していると回答

した全国の特別支援学校を対象に、小・中学校におけるタブレット端末等 ICT 機器の活用

に関するニーズに関する質問紙調査を行った。 

 

③長野県内特別支援学校に対するタブレット端末等 ICT 機器を活用したセンター的機能

に関する訪問調査 

 ガイドの内容を検討する際に必要な実践事例を得るために、長野県内の特別支援学校を

対象に、タブレット端末等 ICT 機器を活用した地域支援に関する訪問調査を行った。さら

に、特別支援学校が地域支援の対象としている小・中学校にも訪問調査を行い、学習の様

子や、タブレット端末を選定した理由、支援の成果や課題などの聞き取りを行った。 
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図１－１－１ 研究の構造図 
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梅田 真理（宮城学院女子大学 教授） 

倉島 さつき（長野県教育委員会 指導主事）（平成 29 年度） 

加藤 久典（神奈川県教育委員会 指導主事）（平成 29 年度） 

小原 俊祐（神奈川県立横浜ひなたやま支援学校 教諭）（平成 29 年度） 

松尾真砂美（神奈川県教育委員会 指導主事）（平成 28 年度） 

 

５ 研究協力機関 

徳島県立徳島視覚特別支援学校  

徳島県立徳島聴覚特別支援学校  

愛知県立みあい特別支援学校  

沖縄県立宮古特別支援学校  

香川県立高松養護学校  

香川県立善通寺養護学校  
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Ⅱ 指定研究協力地域 

１ 平成 28 年度指定研究協力地域 神奈川県の概要 

（１）県立特別支援学校数（校） 

知 的 障

害 

肢 体 不

自由 

知・肢 病弱 視 覚 障

害 

聴 覚 障

害 

知・病 視 ・

聴 ・

知・肢 

合計 

10 0 13 1 1 1 1 1 28 

※ 特別支援教育資料（平成 28 年度） 

 

（２）体制 

神奈川県は、タブレット端末等活用の研究を進めるに当たり、「地域実践研究協力

員協議会」（以下、本協議会）を設置した。本協議会は、特別支援学校 28 校各協力

員、教育委員会特別支援教育課指導主事、神奈川県立総合教育センター指導主事、

国立特別支援教育総合研究所研究員で構成されている。目的は、「幼児・児童・生徒

の障害の状態や発達の段階に応じた活用について検討・検証を通して、学習補助ツ

ール、支援ツールとしてのタブレット端末の役割を明らかにし、日々の指導に活用

するための方法を検討し、指導の充実に役立てること」である。 

 

２ 平成 29 年度指定研究協力地域 長野県の概要 

（１）県立特別支援学校数（校） 

知的障害 肢 体 不 自

由 

知・肢 病弱 視覚障害 聴覚障害  合計 

10 1 1 2 2 2 18 

※ 特別支援教育資料（平成 28 年度） 

 

（２）体制 

 長野県の特別支援学校の教員で構成する、「長野県 ICT 推進委員会」と協力し、研

究を進める。「長野県 ICT 推進委員会」の目的は、「特別支援学校職員の ICT 機器活

用に関する専門性の向上を図るために、各校の ICT 機器活用推進の中核的な役割を

担う推進委員の ICT 機器活用に関する専門性を向上する。さらに、特別支援学校の

センター的機能として、地域の幼保・小中高等学校職員の特別支援教育における ICT

機器活用にかかわるニーズに応える。」である。  
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第３章 障害のある児童生徒のタブレット端末活用方法の

障害種別の特徴（研究１） 

 

Ⅰ タブレット端末等 ICT 機器を活用した先行実践事例 

平成 30 年２月に文部科学省が取りまとめた「平成 28 年度学校における教育の情報

化の実態等に関する調査結果（概要）」において、学校におけるタブレット型コンピュ

ータの台数は「前年度（平成 28 年度）を上回る台数の増加、３年で約５倍」と述べら

れている。また、無線 LAN を整備する教室の割合は前年度に比して増加したことも報

告されている。これらのことから、全国的に見ればまだ十分ではないところもあるが、

学校へのタブレット端末等の導入や無線 LAN 等の ICT 環境の整備は、ここ数年で整

備が進んできていると言える。  

しかし、この調査結果の「教員の ICT 活用指導力」では、「授業中に ICT を活用し

て指導する能力」、「児童の ICT 活用を指導する能力」の授業における ICT 活用に関す

る指導力は、他の能力に比して差がみられる。小・中学校、高等学校、中等学校も含

めた数値ではあるが、特別支援教育においてもタブレット端末等は導入がされてきて

いるものの、実際にどのように授業の中で活用すればよいのかイメージが十分ではな

い教員も多く、活用に関する指導力の向上は現在も課題となっていると考えられる。

また、タブレット端末等の活用には機能やアプリに関する知識も幾分必要となる。こ

のようなことから、児童生徒の障害の状態や特性に応じたタブレット端末の活用方法

を教員に対して具体的に示すことは、大いに重要であると考えられる。  

そこで、本研究１では、全国での特別支援教育におけるタブレット端末等の活用方

法について、実践発表をもとに障害種や障害における困難、活用のねらいといった項

目ごとに横断的に整理し、障害の状態や特性に応じた活用方法や ICT 活用の観点等に

ついての傾向を把握することにより、タブレット端末活用について障害種別毎の特徴

を整理することとした。 

 

Ⅱ 方法 

１ 分析対象とする活用事例について  

近年の特別支援教育におけるタブレット端末等の実践研究や事例研究が報告されて

いる、次の資料内の事例を分析対象とした。  

○ 「魔法のプロジェクト 2014～魔法のワンド～」成果報告書  

○ 「魔法のプロジェクト 2015～魔法の宿題～」成果報告書  

○ 国立特別支援教育総合研究所 専門研究Ａ「障害のある児童生徒のための ICT

活用に関する総合的研究－学習上の支援機器等教材の活用事例の収集と整理」

（平成 26 年度～27 年度）の実地調査の報告事例（以下、国立特別支援教育総合

研究所の実地調査の報告事例）  
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 「魔法のプロジェクト」は、東京大学先端科学技術センターとソフトバンクグルー

プによる携帯情報端末の活用事例研究である。全国の特別支援教育の教員による、タ

ブレット端末等を活用した先行的な実践研究が多く報告されているため分析対象とし

た。 

 国立特別支援教育総合研究所の実地調査の報告事例は、小・中学校及び特別支援学

校の事例である。実地調査の選定基準が、平成 22 年 10 月に文部科学省が取りまとめ

た「『教育の情報化の手引」に例示されている典型的な活用事例であること」であった

り、「ニーズに応じた明確な目当てが示されており、機器の特性を生かした活動内容で

あり、活用の成果が明確に示されている」等であったりしたことから、分析対象とし

た。 

これらの報告書から、分析対象とするタブレット端末等の活用事例を抽出した。そ

の際、国立特別支援教育総合研究所の実地調査の選定基準を参考に、以下の①～④を

満たす活用事例を分析対象とした。  

 

① タブレット端末または携帯情報端末を活用していること  

② 児童生徒の障害による困難の改善や、教育的ニーズを達成するために活用して

いること 

③ 機器の特性を生かした活動内容であること  

④ タブレット端末等を活用した上で、指導のねらいが達成されていること  

 

 上記の①～④を満たす活用事例を、研究１を担当する研究員と地域実践研究員で選

定したところ、「魔法のプロジェクト 2014～魔法のワンド～」成果報告書から 140 件、

「魔法のプロジェクト 2015～魔法の宿題～」成果報告書から 138 件、国立特別支援教

育総合研究所の実地調査の報告事例から 17 件の、合計 295 件の事例があった。 

 

２ 調査項目 

活用事例を分析するための調査項目を、次の文献を参考に設定した。  

○ 「魔法のプロジェクト」成果報告書の事例項目  

（対象児童生徒の情報、障害名、障害と困難の内容、活動目的、活動内容と対象

児の変化） 

○ 国立特別支援教育総合研究所 専門研究Ａ「障害のある児童生徒のための ICT

活用に関する総合的研究－学習上の支援機器等教材の活用事例の収集と整理」

（平成 26 年度～27 年度）の事例項目  

（対象の障害、子供の課題、ICT 活用の観点）  

○ 特別支援教育教材ポータルサイトの実践事例項目  

（キーワード、対象の障害、特性・ニーズ、幼児児童生徒の対象状況）  

 設定した調査項目を表 3-1 に示した。また、国立特別支援教育総合研究所(2016)に

よる「ICT 活用の観点」の各観点について、タブレット端末等の活用に特化して具体

的な活用内容のカテゴリーを設定し、調査項目に含めた（表 3-2）。対象の障害種の重
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複障害については、障害の状態が重度重複障害に分類される障害状態を事例より、読

み取って分類した。  

 

表 3-1 タブレット端末等の活用方法を整理する上での調査項目  

 調査項目 分類項目 

活用事例 校種等 ・通常の学級    ・特別支援学級 

・通級による指導  ・特別支援学校 

活用方法 対象の障害種  ・視覚障害  ・聴覚障害  ・知的障害  

・肢体不自由 ・病弱    ・重複障害 

・発達障害  ・言語障害 

子供の課題 ・見る  ・聞く   ・話す   ・読む   

・書く  ・計算する ・推論する ・運動と姿勢  

・日常生活活動 ・不注意 ・多動性・衝動性    

・覚える・理解する  

・社会性・コミュニケーション   ・その他 

＊「魔法のプロジェクト」成果報告書の「障害と困

難の内容」、「対象児の事前の状況」、国立特別支援教

育総合研究所の実地調査報告事例内の該当箇所より

抜粋し、上記の項目に分類した  

活用のねらい  ＊「魔法のプロジェクト」成果報告書の「当初のね

らい」「活動の具体的内容」、国立特別支援教育総合

研究所の実地調査報告事例内の該当箇所より抜粋  

支援機器・アプリ

等 

＊各報告事例内の該当箇所よりそれぞれ抜粋  

タブレット 

端末等の活用  

＊項目は表 3-2 に示す 

＊「魔法のプロジェクト」成果報告書の「当初のね

らい」「活動の具体的内容」「対象児の事後の変化」、

国立特別支援教育総合研究所の実地調査報告事例内

の該当箇所より抜粋し、分類した  

活用後の様子  ＊「魔法のプロジェクト」成果報告書の「対象児の

事後の変化」「報告者の気づきとエビデンス」、国立

特別支援教育総合研究所の実地調査報告事例内の該

当箇所より、該当箇所を抜粋  

ICT 活用の観点 ・Ａ1 意思伝達支援  

・Ａ2 遠隔コミュニケーション支援  

・Ｂ1 情報入手支援 ・Ｂ2 機器操作支援  

・Ｂ3 時間支援   ・Ｃ1 教科学習支援  

・Ｃ2 認知発達支援 ・Ｃ3 社会生活支援  

・その他 
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表 3-2 タブレット端末等の活用のカテゴリー  

ICT 活用の観点 タブレット端末等の活用の主な内容  カテゴリー  

A1 意思伝達支

援 

 録音された音声ボタンや 50 音表の文字

等を選択して音声出力  

 画像や文章等でコミュニケーションの支

援 

コミュニケーシ

ョン支援 

A2 遠隔コミュ

ニケーション支

援 

 ネットワーク利用による遠隔授業  

 メールや SNS による課題学習  

 自宅等での授業動画の閲覧  

遠隔授業 

 メールや SNS による連絡や相談、交流  

 コミュニケーション手段（ただし、情報モ

ラル、情報セキュリティ、言語能力が必要）

としてのネットワーク利用  

連絡手段 

 クラウドを含むサーバー、共有機能の利用  

 動画のアップロード  

ファイル共有  

B1 情報入手支

援 

 拡大鏡 

 任意箇所の拡大  

拡大表示 

 写真・イラスト等の追加説明  

 写真・イラスト等の視覚情報の提供  

 日常的な視覚情報の提供  

 プロジェクタ等で提示  

 大切な部分の強調  

 要約筆記 

視覚情報の提示  

 色等の言語化された視覚情報の入手  

 地図アプリやストリートビューの使用  

 インターネットによる情報の入手  

情報の入手  

 活動や作業内容の視覚的な指示や動画  

 作業工程の手順書  

手順書 

 任意文章の音声読み上げ  

 デジタル教科書や OCR ソフトによる音声

読み上げ 

 読み上げ箇所の自動反転表示（文、文節）、

文字拡大、適切なレイアウト変更  

読字の支援  

 読み上げや拡大表示のための紙文書や教

科書等のデジタル化  

デジタルデータ

化 
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B2 機器操作支

援 

 キーボード、フリック、音声等による入力  

 板書の記録  

 ノート筆記の補完  

 メモや音声の記録  

書 字 の 代 替 手

段・補完 

 タッチパネルの操作に頼らない代替操作  

 外部スイッチによる操作  

 キーボード、マウスの代替  

 アクセシビリティ機能の操作  

機器操作の支援  

 スタンドやアーム、書見台等によるタブレ

ット端末等の固定  

タブレット端末

等の固定 

 操作による閲覧やノート筆記のための紙

文書や教科書等のデジタル化  

デジタルデータ

化 

B3 時間支援  スケジュールの視覚的な表示  

 残り時間の視覚的な表示  

 To Do リストによるスケジュール管理  

スケジュール・

時間管理 

C1 教科学習支

援 

 教科学習やドリル等の学習アプリ  

 教科学習でのデジタル教材の使用  

 インターネットを活用した教科学習  

 書字スピードや書き順の記録  

 漢字等の字形や細部の見取り、辞書の使用  

 語彙の学習  

 数や金種の計算の補助  

学習教材 

 音声読み上げやレイアウト変更等による

デジタル教科書の使用  

読字の支援  

C2 認知学習支

援 

 見本となる動作や行動を提示  モデリング  

 マインドマップでの考えや気持ちの可視

化 

 記憶の補完のためのメモや画像、動画  

思考の整理や記

憶の補完 

 光や音による反応  

 知育アプリの使用  

知育・感覚刺激  

 ビジョントレーニング  

 構音や聞こえの訓練  

感覚機能のトレ

ーニング 

 自己の動作の振り返り  振り返り 
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C3 社会生活支

援 

 体験の動画記録  

 自分や他人の言動を振り返る・予測する、

トラブルとなった行動の振り返り、自己の

行動の振り返り  

振り返り 

 画像等による持ち物や身の回りの確認  

 記録による体調や健康についての理解  

自己管理 

 日常生活活動の練習  

 社会生活に関する体験的な学習、シミュレ

ーション 

生活スキルの

獲得 

その他  実態把握のための記録や観察、手立て  

 実態の情報共有  

記録・観察  

 

Ⅲ 結果 

本調査における、タブレット端末等の活用事例の分析結果について、以下に示す。

なお、「子供の課題」、「タブレット端末等の活用」、「ICT 活用の観点」については、複

数の項目で重複して数えた活用事例があるため、合計数が活用事例の件数（n=295）

と一致しない。 

 

１ 全体について 

①校種等 

全体の校種等は「通常の学級」が 32 件、「通級による指導」が 51 件、「特別支援学

級」が 31 件、「特別支援学校」が 181 件であった（図 3-1）。 

「通常の学級」のうち 12 件、「特別支援学級」のうち 1 件は、特別支援学校のセン

ター的機能による取組であった。  

 

 

図 3-1 全体での校種等(n=295) 
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②対象の障害種 

 対象の障害では、「発達障害」が 101 件と最も多かった。「肢体不自由」は 68 件、「知

的障害」は 48 件、「病弱」は 23 件、「重複障害」は 20 件、「視覚障害」は 19 件、「聴

覚障害」は 11 件、「言語障害」は 5 件であった（図 3-2）。「発達障害」のうち 87 件は、

「通常の学級」、「通級による指導」、「特別支援学級」での活用方法であった。  

 

 

図 3-2 全体での対象の障害種(n=295) 

 

③子供の課題 

子供の課題では、「社会性・コミュニケーション」が 95 件と最も多かった。次に、

「書く」が 65 件、「覚える・理解する」が 49 件、「話す」が 38 件、「読む」が 35 件、

「推論する」が 34 件であった（図 3-3）。「その他」には「体調や不安感等による欠席

時の学習空白」や「自信のなさ・自己肯定感の低さ」等があった。  

 

 

図 3-3 全体での子供の課題 
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④タブレット端末等の活用  

タブレット端末等の活用では、最も多かったのは「学習教材」で 73 件あった。次に

「コミュニケーション支援」が 55 件、「書字の代替手段・補完」が 53 件と、他項目と

比して多かった。その次には「デジタルデータ化」が 26 件、「連絡手段」が 23 件、「読

字の支援」が 23 件、「記録・観察」が 23 件、「スケジュール・時間管理」が 21 件で

あった（図 3-4）。 

 また、「遠隔授業」、「連絡手段」、「ファイル共有」といったインターネットを必要と

する活用事例は 50 件あり、その中で校外での無線 LAN 等を利用していたものが 47

件であった。 

 

 

図 3-4 全体でのタブレット端末等の活用  
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⑤ICT 活用の観点 

ICT 活用の観点では、多い方から順に「C1 教科学習支援」が 91 件、「B1 情報入手

支援」が 76 件、「B2 機器操作支援」が 71 件、「A1 意思伝達支援」が 56 件、「A2 遠

隔コミュニケーション支援」が 43 件、「C3 社会生活支援」が 28 件、「その他」が 23

件、「B3 時間支援」が 21 件、「C2 認知発達支援」が 10 件であった（図 3-5）。なお、

「その他」に該当するタブレット端末等の活用方法には、「記録・観察」としての活用

が含まれた。 

 

 

図 3-5 全体での ICT 活用の観点 
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図 3-6 視覚障害での子供の課題 
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②タブレット端末等の活用  

視覚障害での活用は、多い方から順に「拡大表示」が 8 件、「タブレット端末等の固

定」が 5 件、「読字の支援」が 4 件、「書字の代替手段・補完」が 4 件であった（図 3-7）。 

 

 
図 3-7 視覚障害でのタブレット端末等の活用  
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図 3-8 視覚障害での ICT 活用の観点 

8 

5 

4 

4 

2 

2 

2 

1 

1 

1 

1 

1 

0 5 10

拡大表示 

タブレット端末等の固定 

読字の支援 

書字の代替手段・補完 

学習教材 

思考の整理・記憶の補完 

振り返り 

情報の入手 

手順書 

デジタルデータ化 

スケジュール・時間管理 

感覚機能のトレーニング 

（件数） 

12 

8 

1 

5 

0 5 10 15

A1意思伝達支援 

A2遠隔コミュニケーション支援 

B1情報入手支援 

B2機器操作支援 

B3時間支援 

C1教科学習支援 

C2認知発達支援 

C3社会生活支援 

その他 

（件数） 



18 

 

 

３ 聴覚障害 

①子供の課題 

聴覚障害での子供の課題では、多い方から順に「聞く」が 8 件、「社会性・コミュニ

ケーション」が 4 件、「話す」が 3 件であった。（図 3-9） 

 

 

図 3-9 聴覚障害での子供の課題 
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ーニング」が 3 件、「コミュニケーション支援」が 2 件、「連絡手段」が 2 件であった

（図 3-10）。 

 

 

図 3-10 聴覚障害でのタブレット端末等の活用  
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③ICT 活用の観点 

聴覚障害での ICT 活用の観点は、多い方から順に「B1 情報入手支援」が 6 件、「C2

認知発達支援」が 3 件、「A1 意思伝達支援」が 2 件、「A2 遠隔コミュニケーション支

援」が 2 件であった（図 3-11）。 

 

 

図 3-11 聴覚障害での ICT 活用の観点 
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「自信のなさ・自己肯定感の低さ」等があった。  

 

 

図 3-12 知的障害での子供の課題 
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②タブレット端末等の活用  

知的障害での活用は、多い方から順に「コミュニケーション支援」が 19 件、「学習

教材」が 10 件、「手順書」が 7 件、「スケジュール・時間管理」が 7 件、「生活スキル

の獲得」が 6 件、「記録・観察」が 5 件であった（図 3-13）。 

 

 

図 3-13 知的障害でのタブレット端末等の活用  
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③ICT 活用の観点 

知的障害での ICT 活用の観点は、多い方から順に「A1 意思伝達支援」が 20 件、「B1

情報入手支援」が 13 件、「C1 教科学習支援」が 12 件、「C3 社会生活支援」が 8 件、

「B3 時間支援」が 7 件、「その他」が 5 件であった（図 3-14）。 

 

 

図 3-14 知的障害での ICT 活用の観点 
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が 10 件であった（図 3-15）。 

 

 

図 3-15 肢体不自由での子供の課題 
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②タブレット端末等の活用  

肢体不自由での活用は、多い方から順に「書字の代替手段・補完」が 22 件、次に「デ

ジタルデータ化」が 16 件、「学習教材」が 12 件、「コミュニケーション支援」が 11

件、「タブレット端末等の固定」が 10 件、「連絡手段」が 7 件、「機器操作の支援」が

6 件、「自己管理」が 6 件であった（図 3-16）。 

 

 

図 3-16 肢体不自由でのタブレット端末等の活用  
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③ICT 活用の観点 

肢体不自由での ICT 活用の観点は、「B2 機器操作支援」が 33 件と最も多く、次に

「C1 教科学習支援」が 15 件、「A1 意思伝達支援」が 11 件、「A2 遠隔コミュニケーシ

ョン支援」が 11 件、「B1 情報入手支援」が 11 件、「C3 社会生活支援」が 11 件であっ

た（図 3-17）。 

 

 

図 3-17 肢体不自由での ICT 活用の観点 
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の他」の 7 件の内容は、「体調や不安感等による欠席時の学習空白」であった。  

 

 

図 3-18 病弱での子供の課題 
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②タブレット端末等の活用  

病弱での活用は、多い方から順に「学習教材」が 9 件、「遠隔授業」が 7 件、「連絡

手段」が 7 件、「書字の代替手段・補完」が 4 件、「生活スキルの獲得」が 3 件であっ

た（図 3-19）。 

 

 

図 3-19 病弱でのタブレット端末等の活用  
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が 3 件、「C3 社会生活支援」が 3 件であった（図 3-20）。 

 

図 3-20 病弱での ICT 活用の観点 
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７ 重複障害 

①子供の課題 

重複障害での子供の課題では、多い方から順に「社会性・コミュニケーション」が

17 件、「話す」が 10 件であった（図 3-21）。 

 

 

図 3-21 重複障害での子供の課題 

 

②タブレット端末等の活用  

重複障害での活用は、多い方から順に「記録・観察」が 17 件、「コミュニケーショ

ン支援」が 9 件であった（図 3-22）。 

 

 

図 3-22 重複障害でのタブレット端末等の活用  
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③ICT 活用の観点 

重複障害での ICT 活用の観点は、多い方から順に「その他」が 17 件、「A1 意思伝

達支援」が 9 件であった（図 3-23）。また、いずれにも該当しないため、「その他」に

分類した 17 件は、「記録・観察」の活用であった。  

 

 

図 3-23 重複障害での ICT 活用の観点 
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図 3-24 発達障害での子供の課題 
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②タブレット端末等の活用  

発達障害での活用は、「学習教材」が 37 件と最も多く、次に「書字の代替手段・補

完」が 19 件、「読字の支援」が 13 件、「コミュニケーション支援」が 10 件、「スケジ

ュール・時間管理」が 9 件、「デジタルデータ化」が 9 件、「思考の整理・記憶の補完」

が 8 件であった（図 3-25）。 

 

 

図 3-25 発達障害でのタブレット端末等の活用  
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③ICT 活用の観点 

発達障害での ICT 活用の観点は、「C1 教科学習支援」が 47 件と最も多く、次に「B1

情報入手支援」が 29 件、「B2 機器操作支援」が 19 件、「A2 遠隔コミュニケーション

支援」が 14 件であった（図 3-26）。 

 

 

図 3-26 発達障害での ICT 活用の観点 
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言語障害での子供の課題では、「話す」が 4 件、「社会性・コミュニケーション」が 4

件であった（図 3-27）。 

 

 

図 3-27 言語障害での子供の課題 

 

  

10 

14 

29 

19 

9 

47 

4 

5 

0 20 40 60

A1意思伝達支援 

A2遠隔コミュニケーション支援 

B1情報入手支援 

B2機器操作支援 

B3時間支援 

C1教科学習支援 

C2認知発達支援 

C3社会生活支援 

その他 

（件数） 

4 

4 

1 

1 

1 

0 5

話す 

社会性・コミュニケーション 

聞く 

日常生活活動 

その他 

件数 



29 

 

②タブレット端末等の活用  

言語障害での活用は、「コミュニケーション支援」が 4 件、次に「学習教材」が 2 件、

「視覚情報の提示」、「読字の支援」、「感覚機能のトレーニング」、「生活スキルの獲得」

がそれぞれ 1 件であった（図 3-28）。 

 

 

図 3-28 発達障害でのタブレット端末等の活用  

 

③ICT 活用の観点 

言語障害での ICT 活用の観点は、「A1 意思伝達支援」が 4 件、「B1 情報入手支援」

が 2 件、「C1 教科学習支援」が２件であった（図 3-29）。 

 

 

図 3-29 言語障害での ICT 活用の観点 
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Ⅳ 考察と今後の課題 

以下では、タブレット端末等の活用における障害種別の傾向と特徴、分析対象事例

が利用していたネットワーク環境、ICT 活用の観点の追加について、分析結果と活用

事例の具体的内容からまとめる。  

 

１ タブレット端末等の活用における障害種別の傾向と特徴 

①視覚障害教育 

図 3-6 より、視覚障害の児童生徒では「見る」ことに関する課題が最も多かった。

分析対象の事例は、全て弱視の児童生徒であった。弱視の児童生徒はその見えにくさ

から、対象の詳細な捉えやタブレット端末等の操作といった視覚情報を得ることの難

しさがある。そのため、図 3-7 にあるように、対象を拡大して確認することができる

「拡大表示」の事例が多かったと考える。  

また、図 3-6 では、「読む」ことや「書く」ことに対する課題も見られた。弱視の児

童生徒は必要な視覚情報を得ることの困難から書かれている内容の理解がしにくいこ

とや筆記の確認が難しいことがある。このような困難に対する活用事例には、「読む」

ことでは、デジタル教科書等のアクセシビリティ機能の音声読み上げや、任意箇所の

ハイライト表示等を活用した「読字の支援」や「拡大表示」で確認をすることで、書

かれている内容の理解がしやすくなったものがあった。  

「書く」ことの支援に関して、弱視の児童生徒は教室等での板書の書き写しが、自

席からでは見えづらく難しいことがある。そこで活用事例には、カメラで板書を撮影

することで手元での確認が容易になり、書き写しがしやすくなる「書字の補完」とし

ての使い方があった。見えにくさから漢字の見取りが難しい児童生徒は、「拡大表示」

で漢字の字形や細部を確認することで書くことができた。その場でメモをするのが難

しい場合の事例では、音声入力を使用することで「記憶の補完」としての活用もあっ

た。また、児童生徒にとって負担のない姿勢や適した視認距離で、タブレット端末の

操作や確認ができるようにするため、書見台やアーム等でタブレット端末等を固定し

た取組もあった。  

 このように視覚障害教育では、児童生徒の視覚情報による困難を補うための活用が

されている傾向が見られた。これは図 3-8 より「B1 情報入手支援」の観点が多かった

ことにも表れている。拡大表示や音声読み上げといったタブレット端末の特徴的な機

能を理解した上で、効果的に学習場面で活用していくことが大切である。  

 

②聴覚障害教育 

 聴覚障害教育における子供の課題としては、図 3-9 より「聞く」ことに関する課題

が最も多かった。聴覚障害の児童生徒は音声による情報の獲得が難しいため、情報保

障が必要とされている。また、構音障害を有するケースもあるため、「社会性・コミュ

ニケーション」や「話す」ことの課題があったと読み取れる。  

このような困難を改善するための活用方法として、図 3-10 より「視覚情報の提示」

や「コミュニケーション支援」、「連絡手段」といった活用があった。活用事例には、
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言葉による指示等の代替として文章や写真といった視覚支援を活用したものや、発語

の不明瞭さにより相手に伝わらないケースにおいて、写真や音声出力機能によるコミ

ュニケーションの補助ツールとして活用したものがあった。また、電話等の連絡手段

が難しいことから、携帯情報端末やタブレット端末で文字を主体としたメールや SNS

を連絡手段として活用している事例もあった。これらの活用は、障害特性を踏まえた

上で有効な活用方法であると考えられる。  

 このように聴覚障害教育では、聴覚による情報取得の困難を改善するためにコミュ

ニケーションの補助ツールとして活用されていることが多かった。今回の調査にあっ

た活用事例のように、タブレット端末を学習場面だけに限らず、日常生活の中でも情

報保障やコミュニケーションの補助ツールとして活用していくことが望ましいと考え

る。 

 

③知的障害教育 

 知的障害教育では、子供の課題として図 3-12 より「社会性・コミュニケーション」

が多かった。また、「話す」や「覚える・理解する」の課題も多かった。この背景には、

知的障害のある児童生徒は語彙力の不足や音声表出の困難等から、自分の意思を伝え

たり、発語をしたりすることや、相手の指示を理解することが困難な場合があるため

と読み取れる。 

このような児童生徒の困難を支えるために、図 3-13 からも「コミュニケーション支

援」としての活用がなされている。活用事例には、写真やイラスト等をコミュニケー

ションの補助ツールとして使用しているものがあった。この活用では、必要なものを

その場で撮影ができる、画像の整理がしやすいといったことがタブレット端末の利点

であると考えられる。また、語彙力が少ないため、自分の意思が伝わらない児童の事

例では、写真等の視覚情報を見せることで言葉の概念理解につながり、語彙力が増え

たというものもあった。  

それ以外では、「推論する」ことや「日常生活活動」、「書く」ことに対する課題が見

られた。活用事例には、活動の流れがもちづらい児童に対して視覚的なスケジュール

を提示することで見通しがもちやすくなったこと、日常生活に関するスキルの習熟の

ため、衣類のたたみ方等の手本の動画を教材として活用することで生活スキルが身に

ついたこと等があった。また、視覚認知に課題があるため、書きに困難がある児童が、

字形を捉えるために画面に表示された文字を確認しながらに学習アプリを使用する活

用もあった。 

このように知的障害教育では、主に視覚支援として児童生徒の理解を深めるために

活用をしている事例が多かった。この背景には、タブレット端末等の特徴として、写

真やイラスト、動画を含めた教材の作成や編集がしやすいことが考えられる。今回は

視覚支援での活用が多かったが、活用に当たっては児童生徒の実態を把握した上で、

ねらいに応じた教材やツールとしてタブレット端末を活用していくことが必要である

と考える。 
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④肢体不自由教育 

 肢体不自由教育では、図 3-15 より「書く」こと、「読む」こと、「運動と姿勢」に関

する課題が多かった。これは肢体不自由のある児童生徒は、不随意運動や上肢の可動

域の制限といった運動機能の困難のため、ノートテイクといった書字や教科書をめく

る動作の難しさがあるためと考えられる。  

このような困難を解決するために、図 3-16 より、教科書や資料を「デジタルデータ

化」し、タブレット端末に取り込むことで、テキスト入力による「書字の代替手段」

としての活用や教科書の閲覧が可能になっている事例があった。また、「ファイル共有」

でみられるように、クラウドサーバーを活用している事例もあり、身体面による困難

を解決するために学習環境を整備していることが伺える。さらに、「機器操作の支援」

や「タブレット端末等の固定」の活用もされており、外部スイッチの使用やアームに

よる固定等で、本人の身体の可動域や姿勢にあった操作が可能になると考えられる。  

それ以外では、「社会性・コミュニケーション」、「話す」といった課題があった。こ

れらの課題は、知的障害と肢体不自由を併せ有する児童生徒や、構音障害を有してい

る脳性まひの児童生徒等の音声表出が相手に伝わりにくいケース等であった。これら

を解決するために、写真や音声出力を使用してコミュニケーション手段として活用を

している事例も多かった。  

 このように肢体不自由教育では、デジタルデータ化した学習環境の整備や音声出力

によるコミュニケーション手段の獲得といった、身体機能による困難を解決するため

の活用事例があった。タブレット端末の活用により、機器操作等のアクセシビティを

高めることができるため、児童生徒にとって学びやすい環境につながるものと考えら

れる。 

 

⑤病弱教育 

 病弱教育の子供の課題として、図 3-18 より「社会性・コミュニケーション」や「日

常生活活動」といったことが見られた。また「その他」の主な内容として、欠席等に

よる学習空白があった。この背景として、体調面から自宅や院内での生活や学習が中

心となっている児童生徒もいるため、集団との交流や学習機会が少ないことが原因と

して考えられる。  

そのような困難を改善するための活用事例には、図 3-19 の「遠隔授業」や「連絡手

段」にあるように、テレビ会議システムを使用することで児童生徒の病室と学校をつ

ないだ遠隔授業による交流やメール等の活用による課題学習の実施等があった。また、

室外での活動に制限がある生徒に対しては、校外の活動や様子をビデオ通話で中継す

ることで、生活経験の不足を補うことをねらいとした事例もあった。  

 このように病弱教育ではテレビ会議システムやメール等の活用が多いことが特徴で

あった。これは、図 3-20 より「A2 遠隔コミュニケーション支援」の観点が多かった

ことにも表れている。病弱の児童生徒の生活環境によっては、人間関係や学習機会が

限られていることもあるため、インターネットを活用した学習を設定することで学習
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して、マインドマップ等のアプリを活用して、視覚的に「思考の整理」をすることで

取り組めるようにしたものがあった。また、覚えることが苦手なため忘れ物がある等

の「不注意」の課題がある児童に対しては、「自己管理」の活用として、タブレット端

末でメモや写真を残すことで苦手さを補う事例もあった。  

 このように発達障害教育での活用は、読み書きといった学習上の困難や社会生活に

おける困難を支援する事例が多く見られた。児童生徒の困難の内容やその背景を捉え

た上で、適切に活用をしていくことが大切であると考える。  

 

⑧言語障害教育 

 言語障害教育では、図 3-27 より「話す」ことや「社会性・コミュニケーション」に

関する子供の課題があった。図 3-28 にもあるように「コミュニケーション支援」とし

ての活用事例には、構音障害のある生徒が発語の不明瞭さを補うために、写真をコミ

ュニケーションの補助ツールとして活用したり、音声出力により自分の意思を伝えた

りするものがあった。  

 言語障害教育では、構音障害を有する児童生徒が発語の不明瞭さや失語等のため、

自分の意思表出に困難を抱えていることもある。このようなことを補うために音声出

力や文字の入力等でコミュニケーションの代替手段として、図 3-29 にもあるように

「A1 意思伝達支援」としてタブレット端末を活用していくことは有効であると考える。 

 

２ 校外でのネットワーク利用 

 図 3-4 にある「連絡手段」、「遠隔授業」、「ファイル共有」といったインターネット

を必要とする活用事例は 50 件あり、その中で校外での無線 LAN 等を利用していたも

のが 47 件あった。校外での無線 LAN には、家庭等の屋内での活用のほかに、モバイ

ル回線を使用した屋外での活用が多く見られた。「魔法のプロジェクト」では実践研究

に当たって、モバイル回線を利用できる端末を貸出しているため、校外でのインター

ネット利用が可能となっている。  

 しかしながら多くの学校では、校内は学校のネットワークを利用してインターネッ

トを利用できるが、モバイル端末等を学校で保有していないことにより、校外ではイ

ンターネットを利用することが難しい状況にある。校外でもインターネットの活用が

できると、校外学習や家庭との連携において ICT 機器を活用していくことで、病弱の

事例のように障害によって制約がある人間関係や学習機会等を促進できると考えられ

る。今後は、校外でも利用可能なインターネット環境を整備していくことについての

検討が必要であると考える。  

 

３ ICT 活用の観点の追加 

 各調査項目に沿って整理を進めるに当たり、図 3-5 より、国立特別支援教育総合研

究所(2016)が整理した「ICT 活用の観点」のいずれにも該当しない「その他」に分類

される活用事例が 23 件あった。前述したように、これは児童生徒の実態を把握するた

めの「記録・観察」としての活用であった。これまでの ICT 活用の観点の 3 観点 8 項
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目では、主に子供が主体となって活用するものが多かったが、その他に児童生徒の実

態を把握する上で教員等が活用をする観点が必要であると本研究を進める中で考えら

れた。そこで、このような観点を「実態把握支援」とし、これまでの ICT 活用の観点

に追加して 4 観点 9 項目とした（表 3-3）。 

 また、国立特別支援教育総合研究所(2016)は、この ICT 活用の観点の作成について

「どのような観点であるかを確認することで、今後の ICT 活用の整理になる」と述べ

ている。そこで、本調査では ICT 活用の観点に沿って活用事例を整理して分析するに

当たり、活用内容のカテゴリーを設定した。これは、ICT 活用の観点に応じたカテゴ

リーを設定することで、それぞれの観点について詳細に理解をすることができ、整理

がしやすくなると考えたからである。本調査では、整理の指標とするために 26 のカテ

ゴリーを設定した。実際に教員が ICT 活用の観点から活用方法を検討していくために

は、それぞれの観点がどのようなものであるのかを理解する必要がある。今回のよう

に ICT活用の観点に対応した具体的な活用方法のカテゴリーを示すことで ICT活用の

観点の理解にもつながるのではないかと考える。  

 

表 3-3 本調査で追加した ICT 活用の観点 

A コミュニケーション支援  A1 意思伝達支援  

A2 遠隔コミュニケーション支援  

B 活動支援 B1 情報入手支援  

B2 機器操作支援  

B3 時間支援 

C 学習支援 C1 教科学習支援  

C2 認知発達支援  

C3 社会生活支援  

D 実態把握支援  D1 実態把握支援 
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Ⅴ まとめ 

 これまで、障害の状態や特性に応じた活用方法や、ICT 活用の観点等についての傾

向を把握するためにタブレット端末等の活用事例を分析してきた。しかし、聴覚障害

や言語障害のように事例が少ないものもあり、本調査だけではタブレット端末の活用

について障害種別に分析できたとは一概には言えない。また、本調査で分析した障害

種別の活用方法が全ての事例において有効ということではない。実際に活用をするに

当たっては、児童生徒の個々の実態やその課題の背景を把握することが重要であり、

紙や具体物の従来の教材の検討を行った上で、タブレット端末等を活用していくこと

が必要である。つまり、タブレット端末等の活用が、児童生徒の学習上または生活上

の障害の困難さを改善したり、教育的ニーズを実現したりするかどうかを検討するこ

とが重要と言える。そのためには、本調査の分析結果で示したように、タブレット端

末の特徴と児童生徒の課題を理解した上で、タブレット端末を活用していくことで、

子供たちの学びを一層促進していくことができるであろう。  

 本研究では、タブレット端末活用の特徴について障害種別に活用事例を分析し、障

害種別の活用事例の代表例を示すことを目的とした。金森（2012）は、「特別支援教育

にこそ携帯情報端末は有効な道具」になると述べている。前述したように、現在、特

別支援教育においてタブレット端末の活用に関する研究は広く実践されているが、学

校現場において十分に活用がされているとは言えない現状もある。本研究のように、

今後も活用事例を整理し、示していくことは、特別支援教育におけるタブレット端末

等の活用に関する指導力を高めるための方策の一つとして必要であると考える。  
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（アクセス日, 2018-03-27） 
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第４章 特別支援学校のタブレット端末を活用した指導の
充実のための教師の専門性の向上のための研修と授業実践 

（研究２） 

 

Ⅰ 特別支援学校におけるタブレット端末等 ICT 機器の活用に向けた取組 

タブレット端末等 ICT 機器を活用することは、障害のある児童生徒の学習等に関する困

難さを補ったり、理解を促したりなど、効果的な学習に寄与できると考えられる。また、

特に作業を伴う活動やコミュニケーションに困難を有する児童生徒が、ICT 機器を適切に

活用することにより、これらの困難を改善・軽減できる場合もある。こうしたことから、

特別支援学校において、タブレット端末等 ICT 機器の活用を進めることは、児童生徒の学

習体制や手立ての充実につながる。  

 しかしながら、タブレット端末に代表される ICT 機器の活用に関しては、その活用方法

が確立されていなかったり、ネットワーク環境の整備等の活用のための前提条件に困難さ

があったりすることから、取組に対する課題が多い状況にある。  

本研究は、インクルーシブ教育システムの推進に、特別支援教育からアプローチする方

法の一つとして、特別支援学校が小・中学校に対し、センター的機能を活用しながら、合

理的配慮として、タブレット端末等 ICT 機器の活用を支援する際に必要な知見を対象とし

た。 

 こうしたことから、研究２では特別支援学校におけるタブレット端末等 ICT 機器の研修

の現状を把握すること（Ⅱ 指定研究協力地域におけるタブレット端末活用研修の現状）

と、特別支援学校での実践事例を紹介すること（Ⅲ 指定研究協力地域におけるタブレッ

ト端末活用に向けた取組）を目的とした。 

 

Ⅱ 指定研究協力地域におけるタブレット端末活用研修の現状 

本調査はタブレット端末を活用した研修において、どのような研修内容が必要なの

か、実際に研修を受けた教員の意識を調査することによりその基礎データを整理する

ことを目的とした。 

１ 方法と内容 

（１）方法 

 指定研究協力地域において、研究授業を行った特別支援学校６校において、90 分〜

120 分のタブレット端末を活用した研修を実施した。主な研修内容としては、  

①ICT 活用の基本的な考え方 

②タブレット端末を用いた演習  

③実践事例の紹介 

④アプリの紹介 

⑤教材作成 

であった。この研修を実施した後、了解を得た参加者に質問紙を配布し無記名でア

ンケート調査を行い、研修を行う上で必要な項目を調べた。質問内容は、5 件法によ
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る選択式及び、一部記述式で行った。 

（２）期間 

 平成 28 年９月から平成 29 年３月の計６回 

（３）内容 

内容については、以下の構成とした。  

【１ 回答者について】 

 ・担当する障害種 

 ・所属学部 

 ・職責 

 ・タブレット端末を活用した指導に関する得意度  

【２ タブレット端末を活用した研修において必要なカテゴリ】  

 ・基本的な考え方 

 ・政策動向 

 ・タブレット端末の使い方 

 ・タブレット端末の実践事例 

 ・タブレット端末のアクセシビリティ機能  

 ・タブレット端末のアプリ情報  

 ・タブレット端末を使った教材作成  

 ・タブレット端末を使った指導案の作成  

 ・タブレット端末を使った情報収集の方法  

 ・上記にない項目(記述式) 

【３ 効果的な研修を行う上で必要な内容(記述式)】 

（４）調査結果 

（ア）回収結果 

 特別支援学校６校で実施した研修において同意すると答えた回答は 239 件であった。 

【１ 回答者について】 

回答者の属性については、下記のような分布であった。また、担当する障害種につ

いては複数に回答があった。 

 

 １ 担当する障害種 

表 4-1 担当障害種(重複して記入あり) 

視覚障害 聴覚障害 知的障害 肢体不自由 病弱 

51 31 144 27 2 

 

 

 

 

 

 ２ 所属学部 
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タブレット端末を活用した研修ではどのようなカテゴリ(分類)が必要と考えるかと

いう質問の各項目では、図 4-2 のような回答であった。 

 

 

図 4-2 タブレット端末を活用した研修で必要とするカテゴリ  

 

【３ 効果的な研修を行う上で必要な内容(記述式)】 

 効果的な研修を行う上で必要な内容について自由記述で記入されたもののうち、謝

辞等の挨拶のみの内容を除いて、以下のようなカテゴリの回答があった。ここでは、

重複している回答などを削除し、その内容を示した（文章表現については、改めてい

る。 

１）障害種別を含む活用事例に関すること  

・ 中・重度の知的障害のある児童生徒への活用方法 

・ 知的障害のある児童生徒が興味をもって取り組めるような使い方やアプリ  

・ 生徒の実態や興味関心に応じて変更できる点や具体的にどのような展開の中で利

用しているのかの具体例 

・ 具体的な実践事例の紹介 

 

２）アプリ情報に関すること 

26.8% 

7.1% 

36.8% 

42.3% 

36.4% 

34.7% 

28.0% 

10.9% 

22.6% 

54.0% 

47.3% 

49.0% 

49.0% 

54.4% 

54.4% 

55.2% 

36.0% 

51.9% 

15.5% 

38.1% 

13.4% 

8.4% 

9.2% 

10.9% 

12.6% 

41.8% 

21.8% 

2.9% 

5.9% 

0.4% 

2.1% 

7.5% 

2.9% 

0.8% 

1.7% 

0.8% 

2.1% 

3.8% 

0.8% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

基本的な考え方 

政策動向 

使い方 

実践事例 

アクセシビリティ

機能 

アプリ情報 

教材作成 

指導案の作成 

情報収集の方法 

絶対に必要である 必要である どちらともいえない 

必要でない 全く必要でない 
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・ 自作の教材を作成する方法やそのためのツールの紹介 

・ 授業で使えるアプリの情報 

・ 効果的なアプリの情報 

・ 具体事例に応じたアプリの紹介 

３）演習や機器操作等の体験に関すること  

・ 操作方法の説明と演習 

・ 実践的な演習 

・ アプリを作る演習 

４）ワークショップの形態に関すること  

・ グループでの演習 

５）研修形態に関すること 

・ 余裕のある時間に行うこと 

・ 内容をしぼること 

６）教員の習熟度や機器の知識に関すること  

・ 機器が苦手な人用の説明 

・ 習熟度別の研修 

 

Ⅲ 指定研究協力地域におけるタブレット端末活用に向けた取組 

１ 指定研究協力地域におけるタブレット端末活用に関するニーズ  

神奈川県教育委員会（以下、教育委員会）では、神奈川県立特別支援学校（以下、

特別支援学校）に平成 27 年度より３か年で実質一人１台のタブレット端末等の配備を

計画し、ICT 活用に向けて整備を進めている。しかし、文部科学省が実施している「平

成 26 年度 学校における教育の情報化の実態等に関する調査結果（概要）」（平成 27

年）の中で、「授業中に ICT を活用して指導する能力」、「児童・生徒の ICT 活用を指

導する能力」はそれぞれ全国平均が 71.4％、65.2％に比して神奈川県は 68.2％、56.3％

と低い。これは小・中学校、高等学校も含めての数値であるが、特別支援学校におい

ても多くの教員が授業で ICT 機器を十分に活用できていないといった実態があると考

えられ、また、教員の指導力向上が課題となっていると考えられる。 

 この地域の課題を解決するために神奈川県は本研究の指定研究協力地域（平成 28 年

度）として参画をした。本稿では、神奈川県のタブレット端末活用に向けた取組につ

いて報告する。 

 

２ タブレット端末等活用の研究 

 神奈川県では、タブレット端末等活用の研究を進めるに当たり、「地域実践研究協力

員協議会」（以下、協議会）を設置した。協議会は、特別支援学校 28 校各協力員、教

育委員会特別支援教育課指導主事、神奈川県立総合教育センター指導主事、国立特別

支援教育総合研究所（以下、本研究所）研究員で構成された。 

幼児・児童・生徒の障害の状態や発達の段階に応じた活用について検討・検証を通

して、学習補助ツール、支援ツールとしてのタブレット端末の役割を明らかにし、日々
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の指導に活用するための方法を検討し、指導の充実に役立てることを目的としている。

平成 28年度から平成 29年度の２年間、各校で実践的な活用研究を行っていくことで、

特別支援学校のタブレット端末等の活用における専門性を高めるとともに研究成果を

インクルーシブ教育システムの推進に向けたツールとして地域に発信をすることとし

た。 

 

３ 研究授業指定校におけるタブレット端末活用事例  

 協議会の参加校 28 校のうち 27 校の協力員が授業でのタブレット端末活用に向けた

実践研究に取り組んだ。協力員の指導力向上を目的として、27 校を視覚障害（１グル

ープ）、聴覚障害（１グループ）、知的障害（３グループ）、肢体不自由・病弱（１グル

ープ）の６グループに編成し、各グループから研究授業指定校として選出した６校の

活用事例についての研究協議や本研究所による研修会等を実施してきた。  

ここでは、研究授業指定校である６校のタブレット端末の活用事例について報告す

る（神奈川県平成 28 年度地域実践研究事業～実践事例集（中間報告）～）。 

なお、使用したアプリやソフトの名称は、「 」で表記している。 
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表 4-4  A 特別支援学校（視覚障害） 

研究テーマ iPad を PC 操作の手順書として活用する 

授
業
に
つ
い
て 

教科名等 自立活動 

単元・題材名 「日商 PC 検定受検記録」を作ろう！ 

授業の目標 

・手順書を見ながら、所定の場所に写真を挿入できるようにな

る。 

・相手に伝わるように、要点をしぼって文章を記入する。  

子
供
の
実
態 

学部・学年 高等部２年 

対象の障害 視覚障害 

子供の課題 

未熟児網膜症による弱視で、眼鏡を使用し、普通教科は 22

ポイントの拡大教科書を使用している。パソコンにとても興味

をもち、本校中学部に入学以来「Word」や「Excel」を継続し

て学習している。ビジネス文書の型を覚え、表の加工などもで

きるようになり、本年度は日商 PC 検定文書作成３級合格の目

標を達成することができた。今後は、画像や言葉、文章で分か

りやすく相手に伝える方法を「PowerPoint」の活用も含めて、

高等部卒業までに身につけさせたい。  

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に
つ
い
て 

使用した支援

機器の名称 

Windows PC、iPad（「Keynote」）、音声読み上げソフト

（PC-Talker） 

活用のねらい 

パソコンの画面情報を音声で読み上げ、Windows の操作を支

援するソフト（「PC-Talker」)があれば、入力する場所を見つけ

たり、入力した文字が正しく漢字変換できたかを知ることがで

きる。「PC-Talker」を使って作業がスムーズに進められるよう

に、項目、内容、写真を表組にし、写真にはラベル名をつけて、

何の写真かを読み上げるようにした。生徒が全ての内容を音声

で把握できて、印刷すれば A４用紙１枚で情報が一覧できるも

のを「Word」で完成させること目指した。その際に iPad の手

順書があれば①該当する場所に写真を挿入する方法②写真にラ

ベル名をつける方法を、生徒が自分一人で行うことができると

考えた。 

授
業
展
開 

授
業
に
お
け
る
支
援 

授業展開 

(1)日商 PC 検定受検を振り返り、表の５項目（PC 検定とは、

試験会場と行き方、試験について、結果、感想）についてそ

の内容を簡単な文章で記入する。 

(2)iPad の手順書を見ながら、以下の手順で表を完成させる。  

①サーバー上の自分のフォルダに用意された指定のファイル

を開く。 

②手順書の例を参考に指定された場所に写真を挿入する。  

③写真を右クリックし、「図表番号の挿入」を選択し、ラベル

名をつける。 
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④文章を入力し、内容の欄に収まるように要約する。  

⑤全部入力できたら、全体のレイアウトを確認する。  

(3)印刷し、A４用紙１枚に収めることができたか確認する。  

効
果
・
評
価 

子供の様子や

変容及び授業

の評価 

PC 画面のすぐ横に iPad をスタンドで固定した。（図 4-3）生

徒は自分で見やすいように調整し、画面をスワイプして見たい

ページ開いて確認しながら、自力で PC を操作して表を完成す

ることができた。iPad は、スタンドを使うと PC と並べて設置

できる点で使いやすかった。またデジタルの手順書は、色を変

えたり、書体を変えたり、iPad に内蔵されている画面読み上げ

機能「VoiceOver」を使用すれば、いろいろな視覚障害の生徒

に対応できる点でも有効である。今回の手順書は間違いなく読

み上げできたが、「VoiceOver」は、読み違いや、読み方のコン

トロールができない等の難があるため、事前の確認が必要であ

る。マルチメディアディジイで教材を作れば、専用のアプリを

使って音声で問題なく読みあげることができる。  

 

 

図 4-3 A 特別支援学校の実践の様子 
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表 4-5   B 特別支援学校（聴覚障害） 

研究テーマ 
ろう、難聴児の学習効果を高めるタブレット型端末の活用につ

いて      

授
業
に
つ
い
て 

教科名等 家庭/技術・家庭  

単元・題材名 生活に役立つものを作ろう 

授業の目標 

・生活に役立つものの製作に関心をもち、これまでに得た技能

を生かしたり、手順を確認したりしながら取り組む。（関心・

意欲・態度） 

・用具を安全に取り扱い、手縫いや ミシン縫いで、エプロンを

製作することができる。（技能） 

・ミシンや用具の名称や扱い方が分かる。（知識・理解）  

子
供
の
実
態 

学部・学年 小学部６年  

対象の障害 聴覚障害 

子供の課題 

見る、その他 

きこえの程度は様々であるが、視覚で情報をとらえているため、

より分かりやすい視覚情報の提示が求められる。また、日本語

の獲得も狙い、字幕や文カードでの提示を必ず併用していく。  

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に

つ
い
て 

使用した支援

機器の名称 

iPad 「iBooks」「Book Creator」、MacBook 「iBooks Author」 

活用のねらい 
・課題を自力で解決しようとする姿勢の育成。 

・説明文の読み取りの難しさを補助する静止画や動画での提示。 

授
業
展
開 

授
業
に
お
け
る
支
援 

授業展開 

(1)１、２時間目：ミシンの使用方法の動画に興味を示してじっ

くり見る児童もいるが、手順が分からないときに教師を呼ぶ

児童も多い。 

(2)３、４時間目：全体に、モニターで動画でしつけ縫いの方法

を見せてから教示した。 

教示の際に、実際に児童とやり取りをして大事な点を明確に

した。 

ミシンの順番待ちの間に語彙の確認クイズに取り組む児童も

いた。 

(3)５、６時間目：ミシンの扱い方について、タブレット端末で

確認するという手順の定着が見られた。  

(4)７、８時間目：タブレット端末の活用と児童同士のやり取り

で作業を進めることができた。 

(5)９、１０時間目：完成 
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効
果
・
評
価 

子供の様子や

変容及び授業

の評価 

・自力で課題を解決する姿勢を育成することができた。  

・タブレット端末で撮影することで、行動に緊張感が生まれ，               

慎重に行動する様子が見られた。また、自分の行動について

ふりかえる手立てとして活用することができた。  

・タブレット端末はあくまで補助的な手段として用いるのが望

ましいと考えられる。教師と児童とのやりとりや、児童の思

考を助けたり、客観性をもたせたりする道具として非常に魅

力的なものと考えられる。 

 

 

図 4-4 B 特別支援学校の実践の様子 
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表 4-6   C 特別支援学校（知的障害） 

研究テーマ 
タブレット型端末等活用での書字能力の向上～自分の名前が書

けるには～ 

授
業
に
つ

い
て 

教科名等 国語 

単元・題材名 文字を書こう 

授業の目標 筆記用具を使用して自分の名字が書ける。  

子
供
の
実
態 

学部・学年 中学部３年 

対象の障害 知的障害 

子供の課題 

 対象生徒は中学部３年男子生徒で、手指の巧緻性、言語指示

理解に課題がある。自信のあることや興味のあることには意欲

的に取り組むが、自信がもてない活動は拒否をする傾向がある。

特にひらがなに対する苦手意識が強く、机に顔を伏せたり床に

寝転んだりして、筆記用具を握ることにも拒否を示す状態であ

った。しかし、数字に興味はあり、数字を模写することができ

る。このことから、ひらがなを書くこと自体に自信が無く、強

い拒否感があることが考えられる。  

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に
つ
い
て 

使用した支援

機器の名称 

・iPad、「なぞっておぼえる！ひらがなカタカナ」 

「TayasuiSketches」「しゃべって」 

・タッチペン 

活用のねらい 

 ひらがなを書くことに対する強い苦手意識を緩和させるため

に iPad が効果的なのではないかと考え、書字学習の導入として

iPad 及びアプリ「なぞっておぼえる！ひらがなカタカナ」

「TayasuiSketches」を活用し書字の学習を進めた。その後、

iPad から現実の筆記用具を用いた書字、中でも名字の３文字が

書けるように学習展開を設定する。アプリ「しゃべって」は、

正解したときの達成感が得やすく、また不正解だった場合にも

否定感が少なく、修正もしやすいため、生徒にとって負担がな

く軽快に学習を進められる特徴があると考え書字学習の導入と

して使用した。 

授
業
展
開 

授
業
に
お
け
る
支
援 

授業展開 

(1)アプリを使用してのなぞり練習 

 ・アプリ「なぞっておぼえる！ひらがなカタカナ」  

   「TayasuiSketches」を使用。 

(2)iPad の画面を使ってのトレーシング 

 ・名前を表示した iPad の画面上に薄手の紙を置き 

  マーカーペンでなぞらせる。 

(3)アプリと紙を使ってのなぞり 

 ・名前を表示した iPad の画面上に紙を置き 

  マーカーペンでなぞらせる。 
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(4)iPad や紙への模写 

 ・アプリ「しゃべって」を使用し正確性を高める。  

効
果
・
評
価 

子供の様子や

変容 

及び授業の評

価 

・苦手意識の緩和：強い拒否を示していた書字学習も、導入場

面で iPad を使用したことにより、今では自らペンを握り、自

信をもって取り組むことができるようになった。  

・失敗時の修正のしやすさと少ない否定感：書き間違いをしま

った場合も簡単に修正ができるとともに、教員による失敗の

指摘よりも少ない否定感であるため、やる気をなくすことな

く取り組み続ける様子が見受けられた。  

・授業の評価：現在では見本を見ることなく、ひらがな名字３

文字が書けるようになった。生徒の学習意欲を高める導入と

して非常に効果的であった。 

 

 

図 4-5 C 特別支援学校の実践の様子 
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表 4-7   D 特別支援学校（知的障害） 

研究テーマ 自立と社会参加に向けて～一人で清掃ができるようになろう～  

授
業
に
つ
い
て 

 

教科名等 自立活動、各教科等を合わせた指導  

単元・題材名 日常生活の指導・清掃 

授業の目標 

・iPad を一人で操作し、少ない支援で清掃に取り組むことがで

きる。 

・清掃終了後、iPad を教員に手渡すことができる。 

子
供
の
実
態 

学部・学年 高等部２年 

対象の障害 知的障害、自閉症 

子供の課題 

・清掃の基本的な動作は一人で行うことができるが、手順の理

解に課題がある。また、次の活動に見通しをもつことができ

ているときでも指示待ちになる傾向がある。  

・イラストやひらがな、数字を用いたメモなどの視覚支援が有

効である。 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に
つ
い
て 

使用した支援

機器の名称 

iPad 「Keynote」 

活用のねらい 

・イラスト、文字、数字を用いて視覚的に情報を呈示する。  

・アニメーションを用いて活動のイメージをもちやすくす   

る。 

・iPad を操作することで、教員の言葉掛けがなくても活動を引

き出す。 

授
業
展
開 

授
業
に
お
け
る
支
援 

授業展開 

iPad を操作しながら清掃に取り組む（図 4-6）。 

(1)机、いすを運ぶ 

(2)ほうき 

(3)雑巾掛け 

(4)机、いすを運ぶ 

(5)iPad の返却 

効
果
・
評
価 

子供の様子や

変容及び授業

の評価 

・iPad を使用する以前はその都度言葉掛けや指さしの支援が必

要であったが、iPad を使用することでおおむね一人で取り組

むことができるようになった。 

・誤操作により、画面が切り替わってしまうこともあったが、

正しい手順で取り組めることが増えた。  

・【一人で取り組む】というねらいに対してはおおむね達成する

ことができた。今後はこの教材を生かしながら、清掃の技能

を高めたり、他の場面や他の生徒に活用したりできると良い。 
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図 4-6 手順書の画面 
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表 4-8   E 特別支援学校（知的障害） 

研究テーマ 自立と社会参加に向けた日常生活の指導  

授
業
に
つ
い
て 

教科名等 
道徳、総合的な学習の時間、特別活動、自立活動、各教科等を

合わせた指導、その他（職業） 

単元・題材名 職業生活に必要な姿勢や声量 

授業の目標 
勤労の意義について理解するとともに、職業生活に必要な能力

を高め、実践的な態度を育てる。 

子
供
の
実
態 

学部・学年 高等部２年 

対象の障害 知的障害 

子供の課題 

（特性・ニー

ズ） 

見る、聞く、話す、読む、書く、運動と姿勢、日常生活活動、

不注意、多動性－衝動性、社会性・コミュニケーション、覚え

る・理解する 

・自分で書いた台本では、「どの部分を読むのか？」や「自分の

字が読めない」などの課題がある。  

・姿勢保持ができず、体の向きが定まらないことが多い。  

・初めてのことに対して不安があり、場面や環境によっては発

言ができないことがある。 

・場面に適した声量で話すことのできないことがある。  

・自分の気持ちを、相手に伝わる言葉を選んで話すことが難し

い。 

・一度苦手意識をもった課題に対しては抵抗感があり、取組を

拒否したり時間がかかったりする。  

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に
つ
い
て 

使用した支援

機器の名称 

・iPad ３台、「Voice Meter Pro」「カメラ」「Keynote」 

・AppleTV、ディスプレイ、ＴＶ 

 

・目標を安心感のある環境で繰り返し発表練習をすることによ

り、自分の課題を意識する。 

・発表をする声量やスピード、姿勢について自分で確認するこ

とができない。ICT 機器を使用することによって、他者目線

をその場ですぐに確認することができる。  

・声量が生徒自身が視覚的に判断し、自分の課題について理解

できる。（アプリの選別を行う際に、習熟度に関係なく視覚的

に声量が判断できるアプリ「Voice Meter Pro」を選別した。） 

・紙媒体の台本では情報量が多すぎるため、教員が情報選別を

行い、生徒に提示をする。Keynote で台本を作成しディスプ

レイで提示することで、文字や文章単位で発表することもで

きる。生徒に合った文字の大きさや文字色に変更することも

できる。 
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授
業
展
開 

授
業
に
お
け
る
支
援 

授業展開 

(1) 本時の予定 

 (実習報告会について、報告会の日程確認）  

(2) 本時の内容理解 

（実習報告会の意味、意義理解） 

(3) 発表についての確認 

（発表の順番、気を付けること） 

(4) 発表 

(5) 振り返り（ビデオ） 

効
果
・
評
価 

子供の様子や

変容 

及び授業の評

価 

(1)１時間目 

・発表者の正面に iPad を設置した。iPad は生徒用いすの上

に置き、「Voice Meter Pro」を起動させ、テレビで出力す

るように設定を行った。そのことにより、発表者の目線を

正面に向けることができた。 

・「Voice Meter Pro」のメーターの動きとキャラクターの動

きに対して生徒が興味を示し、休憩時間に自分から大きな

声を出すことや目線を上げることなどの変化が見られた。

しかし、授業の中では発表者のメーターが気になり、聴講

者は後方に設置したテレビを振り返ってみて集中力が欠け

てしまった。 

(2)２時間目 

・実習後で働く意欲が高く、積極的に声を出そうという意識

があった。しかし iPad と発表者の距離や口の動き、滑舌に

よってはアプリでの正確な判断をすることができていなか

った。結果、本人の意欲の低下につながってしまった。  

・「Voicr Meter Pro」のメーターを見るため、発表者は視線

を前に向けて適切な声量になるように意識ができてきた。

しかし、台本を読むだけであり、人に伝える発表ではなか

った。 

(3)３時間目 

・クラス単位で行うことで、発表するための安心した環境づ

くりにつながった。そのことにより緊張や抵抗感を下げる

ことができた。 

・発表する位置に足跡マークを設置することにより、発表す

る姿勢を正すこともでき、聴講者の方へ体を向けることも

できた。そのことにより、相手にきちんと伝えるべき発表

の姿が見られた。 
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(4)４時間目 

・iPad で発表の録画を行い、発表後すぐにテレビにて動画を

出力して振り返りを行った。そのことにより、客観的に自

分の声や表情を見ることができた。そのことで、自らの課

題を認識することができた。 

・紙の台本を読むことに苦手意識がある生徒に対して、

「Keynote」で作成された台本をディスプレイで提示した。

情報が選別されたことで、発表することに対して安心がで

き集中できる環境となった。何を発表すればいいのかがわ

かったことで、ディスプレイの方に体を向けいつもよりも

大きな声で発表することができた。  

 

  



54 

 

表 4-9   F 特別支援学校（肢体不自由） 

研究テーマ 
肢体不自由教育におけるコミュニケーション支援機器としての

iPad 活用 

授
業
に
つ
い
て 

教科名等 自立活動  

単元・題材名 僕について紹介します 

授業の目標 

・自己紹介のコンテンツ作成を通じて、教師と対話しながら情

報を取捨選択し、まとめる。 

・スワイプ、タップなどの動作を自分で行い、タブレットを操

作する。 

・作成したプレゼンテーション資料を使用して自己紹介をする。       

また、こうした視覚的補助ツールを使用することによって、

より正確に相手に情報を伝えられることを実感する。  

子
供
の
実
態 

学部・学年 高等部３年 

対象の障害 知的障害、肢体不自由、言語障害 

子供の課題 

<話す> 

構音障害があるものの、コミュニケーションに対して積極的

である。語彙があり、相手が言っていることを理解している

様子だが、発音が不明瞭であり発信が困難であることに困難

さをもっている。 

<運動と姿勢> 

全身に中程度のまひがある。上肢及び下肢全体の筋緊張が強

い。左手優位である。上下左右に動かすことができるが、関

節可動域の制限や筋緊張により、作業によっては支援が必要

である。家庭で自分の iPad を所有しており、動画視聴などで

余暇を楽しんでいるが、自分で操作が行えないため家族の支

援が必要である。少しでも自分で操作できる部分が増えると

良い。 

Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
に
つ
い
て 

使用した支援

機器の名称 

・iPad、「Book Creator」「iBooks」「カメラ」 

・大型液晶 TV、AppleTV  
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活用のねらい 

本生徒の課題に対し、以下に挙げる iPad 利用のメリットが課

題解決に有用であると考えた。 

 ①タッチパネルがより直感的な操作を可能にする。  

 ②可搬性が高いことや、電源につながず長時間使用できるこ   

とから、設置箇所や角度・高さなどの調整がしやすい。  

③上肢可動域の制限に合わせて調整が行えることや、車椅子  

とあわせて使用できるテーブル(カットアウトテーブルな

ど)上で気軽に使用できることで、使用時のストレス減が図

れる。 

④具体物の操作に比べて筋力や巧緻性が高くなくても、小さ

な動作で目的を達成できる。 

⑤汎用性と個別性を併せもった機器であるため、家庭で購入

して卒業後も継続して活用することができる。また、豊富

なアプリから、学習の目的に合ったものを選択することが

できる。 

以上５点に加え、本人の「自分でもっと iPad を操作したい」

という意欲を汲み、学校でも教材として使用することで操作の

向上を目指す。 

授
業
展
開 

授
業
に
お
け
る
支
援 

授業展開 

(1)「iPad を使ってみよう」(７月５日～９月 26 日、全４回) 

・学校の iPad を使用し、操作しやすい姿勢や方法、道具を  

探った。 

・iPad に触れ、タッチ操作やスクロール操作などに親しん  

だ。 

(2)『僕の好きなこと』をあつめてアピールしよう」(10 月３日

～11 月 21 日全８回) 

・引き続き、学校の iPad を使用してスワイプやタップの練習

をした。その際、太鼓演奏アプリや好きな音楽が流れるコ

ンテンツ（「BookCreator」を使用して教師が作成）を使用

した。 

・練習していくうちに、本人の握りこんだ左手中指第二関節

を画面に当てて操作する方法が一番適していることがわか

った。本人もそれに決め、更なる操作の習熟を目指した。  

・「BookCreator」で自己紹介コンテンツを作成していった。

テンプレートを教員が作り、そこに本人が選んだ素材を挿

入した。 

・作成した自己紹介コンテンツのページを自分でめくったり、

動画や音声を再生したりしながら自己紹介を行う練習をし

た。 
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(3)『僕の好きなこと』を集めてアピールしよう本番編」(11 月

28 日全１回) 

・作成した自己紹介コンテンツを使用して発表をした。聴衆

の前で自分の話を聞いてもらったり、自分で画面操作がで

きたことで達成感を得ることができた。  

効
果
・
評
価 

子供の様子や

変容 

及び授業の評

価 

【生徒の変容 】 

(1) スワイプ、タップなどの動作が上達し、自分でタブレット  

の画面操作を行える場面が増えた。  

(2) 発話でのコミュニケーションに加え、あらかじめ準備した  

資料を使うことで、より正確に自分が伝えたいことを相手に

伝えることができ達成感を得た。 

(3) 教師におすすめのアプリを聞いたり、そのアプリのインス

トールを家族に依頼するなど、家庭でもより積極的にタブレ

ットを活用しようとする意欲が増した。  

【授業の評価】 

(1) 生徒との対話を通じて生徒の興味を引く題材を選択し使用

することで、タブレットの活用について生徒の意欲を高める

ことができた。 

(2) 書見台やカットアウトテーブルの使用、高さの調整など、

生徒がタブレットの操作をしやすい姿勢の工夫ができた。  
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Ⅳ まとめと考察 

１ 指定研究協力地域におけるタブレット端末活用に関する研修のニーズ  

 指定研究協力地域では、タブレット端末を活用した指導を行うことが得意か、とい

う質問に対し約４分の３の人がやや苦手または苦手と答えている所から、研修のニー

ズは高いと考えられる。指定研究協力地域では、特別支援学校において、タブレット

端末の活用はこれから進められる状況にあるということが示された。  

そうした状況の中での研修内容へのニーズでは、どれも必要だとの意見であったが、

実践事例や使い方に対しては、「絶対に必要である」の回答が 40%以上を占めており、

実践場面でどのように使うのかを示すことがまず始めに求められていると考えること

ができる。 

 

２ 指定研究協力地域におけるタブレット端末活用  

 神奈川県の実践研究では、研究授業指定校として選出した６校の活用事例について、

研究協議会等で児童生徒の障害による困難さや課題を把握し、授業のねらいを達成す

るためにタブレット端末等の活用について検討や協議を進めてきた。このように、授

業でのタブレット端末等の導入に当たり、まずは児童生徒の課題に注目し、学習上の

困難さを改善するためにタブレット端末等の活用について検討を進めていくことが、

効果的な活用をするための重要な視点であると考える。  

また、研究授業指定校の活用事例について、第３章-Ⅱ表 3-2 で示した「タブレット

端末等の活用のカテゴリ」、第３章-Ⅲ表 3-3 で示した「本調査で追加した ICT 活用の

観点」をもとに、以下のとおり整理をした（活用事例によっては、表 3-2 に該当しな

い活用のカテゴリが考えられたため、表 3-2のカテゴリに加えて、【主体的行動の支援】

を活用の分類の観点として整理をした。）。 

 

表 4-10 各事例におけるタブレット端末活用の分類整理 

 活用の目的と内容 活用の分類 

Ａ特別支

援学校（視

覚障害） 

・画面上の情報を拡大表示で見ること

で内容を理解する。 

・デジタル手順書の文章を読み上げ音

声で聞くことで内容を理解する。  

・タブレット端末を見やすいようにア

ームスタンドで固定する。 

・拡大表示（B1） 

 

・手順書、読字の支援（B1） 

 

・タブレット端末等の固定（B2） 

 

B 特別支

援学校（聴

覚障害） 

・作業内容を動画や文章等の視覚情報

で保障する。 

 

・視覚情報の提示、手順書（B1） 

 

C 特別支

援学校（知

的障害） 

・書字の向上を目指し、興味のある

iPad を活用し、様々なアプリで書字

の練習をする。 

 

・書字の代替手段（B2）、学習教材（C1） 
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D 特別支

援学校（知

的障害） 

・生徒の活動の見通しにつなげたり、

主体的な行動を引き出したりするた

めにデジタル教材のスケジュールを

使用する。 

 

・手順書（B1）、スケジュール（B3）、

主体的行動の支援 

 

E 特別支

援学校（知

的障害） 

・動画での振り返りやアプリによる声

量の大きさの表示により、視覚的に理

解しやすくする。 

・情報の入手（B1）、振り返り（C3） 

 

F 特別支

援学校（肢

体不自由） 

・他者に自分の意思をより分かりやす

く伝えるため、コミュニケーションの

補助ツールとして、画像や文章等を使

用する。 

・操作しやすいように書見台に iPad

を置いて使用する。 

・コミュニケーション支援（A1） 

 

 

 

・タブレット端末等の固定（B2） 

 

 このように活用事例を整理してみると、神奈川県で行った事例では、「B 活動支援」

と「C 学習支援」に関する分類項目が多く行われていることが分かる。研修のニーズ

で述べられた、使い方や実践事例の紹介という視点から実践研究を行うとすれば、「A 

コミュニケーション」や「D 実態把握支援」の実践へも今後取り組み、活用事例の蓄

積を行う必要がある。 

 このように、ICT 活用の観点を用いることにより、タブレット端末の活用方法のイ

メージがしやすくなり、教員が授業で活用をする上でも参考になる。前述したように

児童生徒の障害による困難さや課題を把握した上で、活用方法を検討していくことが

重要である。その上で、本研究のような活用事例について具体的に整理して教員に示

すことにより、授業での活用につながっていくのではないかと考える。  
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第５章 タブレット端末活用のガイド作成のための小・中

学校のニーズの検討と実践事例の収集（研究３） 

 

Ⅰ 「特別支援学校のセンター的機能を担当する先生のための小・中学校の

タブレット端末の活用に関するガイド」の作成に向けて 

本章では、「特別支援学校のセンター的機能を担当する先生のための小・中学校の

タブレット端末の活用に関するガイド」（以下「ガイド」）の作成に向けて小・中学

校の先生方が抱えているニーズや、センター的機能の取組の情報を得るために３つ

の調査を実施した。  

 

①長野県 A 地区の小・中学校におけるタブレット端末等 ICT 機器の活用に関するニ

ーズ調査 

 指定研究協力地域（長野県）の協力のもと、地域における小・中学校のタブレッ

ト端末活用に対するニーズをフォーカスグループインタビューの手法を参考に収集

分析した。 

②全国のタブレット端末等 ICT 機器を活用したセンター的機能を実施している特別

支援学校に対する質問紙調査  

 長野県 A 地区という限定された地域における調査から明らかとなった、タブレッ

ト端末等 ICT 機器活用に関するニーズが、全国の他地域においても共通するニーズ

であるかどうかを明らかにすることとした。そのために、平成 26～27 年に実施した

ICT 機器活用に関する調査において、タブレット端末等 ICT 機器を活用したセンタ

ー的機能を実施していると回答した全国の特別支援学校を対象に、小・中学校にお

けるタブレット端末等 ICT 機器の活用に関するニーズに関する質問紙調査を行った。 

③長野県内特別支援学校に対するタブレット端末等 ICT 機器を活用したセンター的

機能に関する訪問調査  

 ガイドの内容を検討する際に必要な実践事例を得るために、長野県内の特別支援

学校を対象に、タブレット端末等 ICT 機器を活用した地域支援に関する訪問調査を

行った。さらに、特別支援学校が地域支援の対象としている小・中学校にも訪問調

査を行い、学習の様子や、タブレット端末を選定した理由、支援の成果や課題など

の聞き取りを行った。  

 

 以下、それぞれの調査についての詳細を述べる。  
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Ⅱ 長野県 A 地区の小・中学校におけるタブレット端末等 ICT 機器の活用に

関するニーズ調査（略称：調査２）    

 

１ はじめに 

本研究では、ガイドを作成して、その解決の一助とすることを目的の１つに挙げ

ている。このためには、小・中学校において、情報端末等を活用する際に、どのよ

うなニーズがあるのかを明らかにする必要がある。一般的なアンケート調査を行う

ことにより、それらのニーズを検討するとしても、小・中学校と特別支援学校へ別々

に調査や聞き取りを行うことでは、地域支援が、特別支援学校の教員と小・中学校

の教員の双方向の活動であることから十分な情報が得られない可能性も高いであろ

う。 

小・中学校のニーズと特別支援学校の支援可能な内容としてのシーズのマッチン

グや、両者の共同作業により、それぞれが持つ潜在的なニーズやシーズも含めたア

イデアを収集し、分類、分析して項目化すること、加えて、そこでの解決策などを

グループインタビューのような形で実施することができれば、特別支援学校のセン

ター的機能によって、小・中学校のニーズにより一層確実に応じた支援が実施でき

ると期待される。  

これらの手法の１つにフォーカスグループインタビューがある。実際に、それに

関わる関係者を集めて、その関係者のグループに対して、議論を行いながらインタ

ビューを行うことで、そのグループのもつニーズや考え方などを明らかにする手法

とされるこの結論の妥当性を担保するのが、理論的飽和（Theoretical Saturation）

と呼ばれる条件である。理論的飽和とは、例えば、１つのグループで検討された意

見等について、そのグループと同じようなメンバーで構成される別のグループの意

見と比較をして行くという作業を行う。このグループを３つあるいは４つの別のメ

ンバー（全てのメンバーの属性は共通であるが、人が違う）で、順次グループイン

タビューを行った結果出された意見が、ある一定の範囲を超えない状態を指す。フ

ォーカスグループインタビューでは、このグループ数は３から４で妥当性があると

される（Vaughn, Schumm & Sinagub,1996; Krueger & Casey, 2015）。 

 

２ 調査２の目的 

本調査では、小・中学校のニーズと特別支援学校の支援可能な内容としてのシー

ズのマッチングについての検討を、両者で構成する「フォーカスグループ」で実施

することで、それぞれが持つ潜在的なニーズやシーズも含めたアイデアを収集する。

続いて、それらを分類整理して項目化することを通じて、小・中学校が求めるニー

ズを明らかにすることを目的とする。なお、この結果を「Ⅲ 全国のタブレット端

末等 ICT機器を活用したセンター的機能を実施している特別支援学校に対する質問

紙調査」で全国の特別支援学校でセンター的機能を通じてタブレット端末を活用し

た支援を行っている先進的な学校へ照会することで項目の妥当性を検討するための
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原案とすること。  

 

３ 調査２の方法 

（１）「フォーカスグループ」によるニーズの創出とブレイン・ライティング法によ

る解決策の検討  

特別支援学校で地域支援を行う担当者と小・中学校で、その支援を受ける担当者

を１つグループとして、フォーカスグループインタビューを参考としたグループイ

ンタビューを行うこととした。対象は、研究協力地域である長野県 A 地区の特別支

援学校において地域支援を担当する教員と、その支援を受ける小・中学校の担当者

で合計 37 名とした。６人で５グループを構成し、司会者をその中から１名（特別支

援学校地域支援担当者で合計６名、その内の全体進行が 1 名）であった。司会者（６

名）を除いた構成は以下の通り。  

 

長野県 A 地区の特別支援学級教員 12 名 

長野県 A 地区の通級指導教室１名  

長野県 A 地区の通常の学級１名  

長野県 A 地区の高等学校養護教諭１名  

長野県 A 地区の特別支援学校 16 名（小・中学校経験あり）  

 

通常のフォーカスグループインタビューと異なる点は、これらのグループの協議

を平行して行わせること、理想的な等質グループで構成されないことであった。等

質性については、後日の分析で考慮できるように、参加者には、タブレット端末の

活用状況や活用への態度を質問することとした。  

具体的には、活用状況として、所属する学校におけるタブレット端末の導入の有

無と台数、設置（導入）場所、タブレット端末の指導への活用経験の有無、頻度を

問うた。また、活用への態度として、操作が難しいと感じる程度の大きさ、活用し

たいという思いの程度の大きさ、タブレット端末の活用により分かりやすい授業が

きると思う程度の大きさ、タブレット端末の使用に疑問を感じている程度の大きさ

を問うた。 

このグループ協議は、地域支援関係の担当者の研修会の機会を活用して実施する

ことで、多くの参加をえることができた一方で、時間の制約があったことから十分

に議論を尽くすだけの余裕がない状況で実施したものであり、理論的飽和という条

件を十分に満たさない可能性がある。これについては考察で述べる。  

これに合わせて、ニーズを抽出した後に、アイデア創出法の１つであるブレイン・

ライティング法による解決策の検討を行うことで、グループで出されたニーズにつ

いては、それぞれに解決策を検討してもらうこととした。  

（２）ニーズの絞り込みと再タイトル付け作業  

上記（１）で得られた結果をもとに、研究分担者が複数で、タイトルの絞り込み
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と、そのタイトルに一致するニーズの項目を整理する作業を行うことで、小・中学

校への支援のニーズの絞り込みを行う。  

４ 調査２の結果 

創出された具体的な解決策等を記述する前に、参加者から得た長野県 A 地区の状

況を記述する。 

まず、小・中学校から特別支援学校へのタブレット端末等に関する相談は 72％あ

り、残りの 28％はないと回答した。また、特別支援学校に小・中学校への支援のた

めに貸しだし可能なタブレット端末の有無を確認したところ、あるとした回答は

22％、で残りの 78％は無いと回答した。次いで、タブレット端末を活用することで

「分かりやすい授業ができる」と考えている割合は「あてはまる」と「ややあては

まる」を加えると 97％となり、残りの３％は「あまりあてはまらない」で「あては

まらない」という回答はなかった。さらに、タブレットを使用すること自体に疑問

があるか、についての問いには 90％が「あてはまらない」「あまりあてはまらない」

としており、今回の参加者はタブレット端末を活用した授業に肯定的な意識を持っ

ていると考えられた。  

これらの結果から、それぞれのグループ間で態度や経験に大きな隔たりのないこ

とが確認された。また、今回の調査で明らかになったニーズは、タブレット端末の

活用を、より積極的に活用したいと考える教員のアイデアであり、今後、タブレッ

ト端末等の活用が進展する時期において有効な内容と考えられる一方、それほど積

極的でない学校や教員のニーズは別途に検討する必要や、全国の教員のタブレット

端末等の活用についての意識調査も必要かもしれない。  

（１）「フォーカスグループ」によるニーズの創出とブレイン・ライティング法によ

る解決策の結果  

実施日：平成 29 年７月 31 日（月） 

場所：長野県 A 地区 

ニーズは、合計 139 提案された。この各班で出されたニーズは、関連のある項目

をグループ分けした後、それぞれに、それらのニーズを代表するタイトル名を付け

た。タイトルは各グループ、それぞれに５つあるいは６つ創出されて合計 27 個であ

った。具体に例をあげると、最終的には『児童生徒に対するタブレット端末等の使

用に関するルールの指導』という項目に整理された内容の例として「タブレット端

末を活用するために、夢中になりすぎてしまう児童・生徒への支援策、活用方法」、

「タブレットを使うときに自分の思うままでなく、教師側が意図した使い方ができ

るためのルールの決め方や言葉かけをどうするか」など具体例が挙げられた。これ

らの 27 項目に対する解決策は、ブレイン・ライティング法により創出され、１つの

項目ごとに 18 個であり、その総数は合計 486 案となった。 

（２）上記のニーズの絞り込みと再タイトル付け作業の結果  

研究分担者による絞り込み作業の結果、ニーズのタイトルは 10 個、それぞれに含

まれる具体的な内容は、整理統合、追加のプロセスを経て合計 29 個となった。絞り
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込みにあたり、研究分担者を２つのチームに分けて、それぞれにグループで分類の

作業を行ったのち、分類が異なったものについて、合議により 10 項目を決定した。 

結果として得られたタイトル 10 個とそれぞれの下位の具体的内容の 29 項目は以

下の通りであった。  

 

① 教員のタブレット端末等の活用に関する専門性  

 タブレットの音量やカメラなどの基本的操作  

 操作制限の設定方法（例 画面上に表示されている一つのアプリケー

ション以外は利用できないようにする設定など）  

 児童・生徒の実態に即したアプリの選定方法  

 児童・生徒の実態に即したアプリの活用方法  

② タブレット端末等を活用するための整備状況（台数やアプリの確保等）  

 セキュリティーを含めた Wi-Fi の整備 

 大型テレビへの接続機器の整備  

 タブレット端末等 ICT 機器の導入 

 機器の管理方法  

③ 児童生徒に対する，タブレット端末等の使用のルールの指導  

 タブレット端末等の使用に関する約束の仕方 

④ 児童生徒に対する，タブレット端末等の操作方法の指導（タイピングなど）  

 文字入力が難しい児童・生徒に対しての支援の方法  

⑤ 読みの指導に対するタブレット端末等の活用方法  

 読むことに抵抗感がある児童・生徒への活用方法  

 読むことが苦手な児童・生徒への読み方の指導の活用方法  

⑥ 書きの指導に対するタブレット端末等の活用方法  

 書くことに抵抗感のある児童・生徒への活用方法  

 枠の中に書くことができない児童・生徒への活用方法  

 形を捉えられず正しい字形にならない児童・生徒への活用方法  

⑦ 計算の指導に対するタブレット端末等の活用方法  

 お金の理解が難しい児童・生徒への活用方法  

 数概念を教えるための活用方法  

 時計の理解が難しい児童・生徒への活用方法  

⑧ コミュニケーションの指導に対するタブレット端末等の活用方法  

 自分の伝えたいことをうまく整理ができない児童・生徒への活用方法  

 発語のない児童・生徒の意思表示のための活用方法  

⑨ スケジュール管理の指導に対するタブレット端末等の活用方法  

 不安感や初めてのことに対して見通しがもてるスケジュールの提示方

法 

 自分でスケジュール管理ができるようにするための活用方法  
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 急な予定変更への提示方法  

⑩ その他（主体的・意欲的に取り組めるための教師側の工夫等）  

 身の回りの整理が難しい生徒への活用方法  

 気持ちを切り替えるための活用方法  

 集中力を高めるための活用方法  

 学習への意欲を高めるための活用方法  

 実態別グループ指導での活用方法  

 タブレット端末等を活用する際の周囲の理解  

 

５ 調査２の考察とまとめ 

小・中学校のニーズと特別支援学校の支援可能な内容としてのシーズのマッチン

グについての検討を、両者で構成する「フォーカスグループ」で実施することで、

ニーズを検討した。最終的に、10 個のニーズと 29 個の具体的な項目として整理す

ることができた。なお、フォーカスグループによる検討は、５チームで行うなど、

グループ数は妥当性を満たす数であった。なお、時間的制約から、重要な条件であ

る理論的飽和にいたることができなかったが、これらの項目の妥当性は全国の特別

支援学校でセンター的機能を通じてタブレット端末を活用した支援を行っている先

進的な学校への調査により、その妥当性を確認することが必要である。  

なお、現時点では、創出されたタイトルを資料として絞り込みの作業を行って 10

個のニーズのタイトルを導いている。今後は、ニーズの基礎的なデータである 139

個のニーズをさらに精査すること、理論的飽和に必要な条件を整えてグループ協議

を行うことが望まれる。  

 

引用文献 
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Ⅲ 全国のタブレット端末等 ICT 機器を活用したセンター的機能を実施してい

る特別支援学校に対する質問紙調査 

 

１ 目的 

本節では、全国の特別支援学校に対する質問紙調査から、小・中学校等が特別支援

学校のセンター的機能において求める、タブレット端末等 ICT 機器の活用に関するニ

ーズと、その相談内容の実態について報告する。  

 

２ 方法 

（１）調査対象 

国立特別支援教育総合研究所（2015）「障害のある児童生徒のための ICT 活用に関

する総合的な研究－学習上の支援機器等教材の活用事例の収集と整理」において行わ

れた、全国の特別支援学校に対する質問紙調査の回答で、センター的機能による ICT、

支援機器、教材・教具の活用支援をしていると回答した特別支援学校 201 校を対象と

した。 

（２）調査項目及び補助資料 

 本報告書第５章Ⅱ「長野県 A 地区の小・中学校におけるタブレット端末等 ICT 

機器の活用に関するニーズ調査」から抽出された、小・中学校におけるタブレット端

末等 ICT 機器の活用に関するニーズをもとに調査項目を検討した。 

調査項目は以下の通りであった。なお、実際の調査票を資料として巻末に添えた。  

・回答者の基本情報 

・学校に関する基本情報 

・特別支援学校のセンター的機能の取組の中で、小・中学校に対してタブレット端末

等 ICT 機器の活用を推進するための要素について  

・小・中学校等におけるタブレット端末等 ICT 機器活用に関する課題意識について  

・センター的機能の取組における、小・中学校等に対してタブレット端末等 ICT 機器

の活用に関する研修の実施について  

・センター的機能の取組における、小・中学校等に対する巡回相談や教育相談での教

材・教具（活用に関することも含む）に関する情報提供について  

（３）実施方法  

 特別支援学校学校長宛に文書で依頼した。  

（４）回答方法 

 本研究所の Web サイトに調査票ファイルを置き、回答者がダウンロードして、記入

した後、電子メールに添付して、回答専用アドレスに送付するように求めた。  

（５）調査実施期間 

平成 29 年９月８日～10 月 31 日 

（６）倫理的配慮 

本研究全体にかかる倫理審査に加え、本調査についても本研究倫理審査委員会に審

査を申請し、許可を得た。また、調査実施時に、調査票において本研究の趣旨を説明

し、任意性を確保した上で、同意をする場合には、調査票のファイル上で「同意する」

に印を入れ、回答をするように求めた。  



 

 

66 

 

３ 調査結果 

（１）回答者の基本情報 

１）回等状況等 

 調査票配付と回答の状況について示した。有効回答数は 140 件であり、配付数の

69.7％であった。回収した調査票のうち、「同意する」に印のないものまたは、「同意

しない」に印のあったものを無効とし、それ以外の件数を「有効回答数」とした（表

5-3-1）。 

 

表 5-3-1 調査票配付と回答の状況 

有効回答件数 140 件 

       配付件数 201 件 

有効回答率 69.7％ 

 

（２）学校に関する基本情報 

１）障害種 

各校が対象とする障害種について、「視覚障害」は 25 校、「聴覚障害」は 16 校、「肢

体不自由」は 49 校、「知的障害」は 70 校、「病弱」は 24 校であった（N=140、複数

回答可）。 

 

２）設置学部 

 各校に設置されている学部について、「幼稚部」は 37 校、「小学部」は 138 校、「中

学部」は 136 校、「高等部」は 123 校、「専攻科」は 23 校であった（N=140、複数回

答可）。 

 

３）特別支援学校のセンター的機能（地域支援）の担当教員数  

 センター的機能（地域支援）の担当教員数を示した。センター的機能を担当してい

る教員数は平均 6.0 人であった（0～50 人）。センター的機能の専任担当がいる学校の

１校当たりの平均人数は 1.9 人であった。 
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４）特別支援学校のセンター的機能における小・中学校等の教員からの相談件数（内、

タブレット端末等 ICT 機器の活用に関して情報提供した件数） 

 タブレット端末等 ICT 機器の活用に関する情報提供した延べ件数について示した。

なお、括弧内の割合は、全体の相談延べ件数に対する割合である。「幼稚園」が 93 件

（2.0%）、「小学校」が 402 件（4.7%）、「中学校」が 140 件（3.5%）、「高等学校」が

36 件（1.9%）、「その他」が 37 件（2.7%）であった（表 5-3-2）。 

 

表 5-3-2 特別支援学校のセンター的機能における小・中学校等の教員からの 

相談件数の延べ件数（N＝140、複数回答可） 

 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 その他 

全体の件数（件） 4,706 8,617 3,959 1,861 1,367 

上記の内タブレット

等 ICT 機器の活用に

関する件数（件） 

93 

（2.0%） 

402 

（4.7%） 

140 

（3.5%） 

36 

（1.9%） 

37 

（2.7%） 

 

５）タブレット型コンピューターの保有台数  

 各校が保有するタブレット型コンピューターの台数の総計を示した。保有するタブ

レット型コンピューターは「Windows」が 1,080 台、「iOS」が 2,345 台、「Android」

が 47 台、「その他（Surface、Chrome）」が 29 台であった。 

 それぞれの内、貸出し可能な台数は「Windows」が２台、「iOS」が 103 台、「Android」

が０台、「その他（Surface、Chrome）」が 2 台であった（表 5-3-3）。 

 

表 5-3-3 タブレット型コンピューター台数（N＝140、複数回答可） 

機種 Windows iOS Android 
その他 

（Surface,Chrome） 

台数（台） 1,080 2,345 47 29 

 

６）地域の小・中学校等を対象としたタブレット端末等 ICT 機器の活用に関する資料

作成について（例；ICT 活用に関するガイドブック、リーフレット等）  

資料作成の有無について示した。資料について、「作成している」が 11 校（7.9％）、

「作成していない」が 127 校（90.7％）、無回答が２校（1.4％）であった（表 5-3-4）。 

 

表 5-3-4 資料作成の有無（N＝140） 

 作成している 作成していない 無回答 

校数（校） 11 127 ２ 
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７）ICT を活用するための担当校内分掌について  

 ICT を活用するための担当校内分掌について示した。「情報部」が 88 校（62.9%）、

「自立活動部」が９校（6.4％）、「教務」が 18 校（12.9％）、「研究部」が 12 校（8.9％）、

「その他」が 30 校（21.4％）であった（表 5-3-5）。 

「その他」については、AT 活用委員会、CAI 委員会、ICT 運用委員会、ICT 活用委

員会、ICT 支援部、ICT 推進委員会、IT 委員会、グループ別研究班、システム運用委

員会、研修部、ネットワーク運用委員会、学芸部、学習指導部（２）、教育支援部（２）、

教育支援部、研究・情報課、支援部、視聴覚部、情報システム委員会、図書情報課、

図書情報課、専門支援委員会、総務、総務課、総務部（３）、地域支援部、地域連携部

等の名称の部署が担当していた。  

 

表 5-3-5 担当校内分掌（N＝140、複数回答可） 

 情報部 自立活動部 教務  研究部  その他 

校数（校）   88   ９   18   12   30 

 

（３）小・中学校に対してタブレット端末等 ICT 機器の活用を推進するための特別支

援学校のセンター的機能の取組要素について  

特別支援学校のセンター的機能の取組の中で、小・中学校に対してタブレット端末

等 ICT 機器の活用を推進するための要素について「とても課題だと思う」「やや課題だ

と思う」「あまり課題だとは思わない」「全く課題だとは思わない」の４件法で回答を

求めた。 

１）小・中学校等への貸し出し可能なタブレット端末等 ICT 機器の整備 

「とても課題だと思う」と答えた学校が 30 校（21.4％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 44 校（31.4%）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 49 校（35.0％）、

全く課題だとは思わないと答えた学校が 17 校（12.1％）であった（図 5-3-1）。 

 

 

図 5-3-1 小・中学校等への貸し出し可能な 

タブレット端末等 ICT 機器の整備（N＝140） 
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２）特別支援学校内のアプリ購入の費用  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 71 校（50.7％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 47校（33.5％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 18校（12.8％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が３校（2.1％）、無回答が１校（0.7％）で

あった（図 5-3-2）。 

 

 

図 5-3-2 特別支援学校内のアプリ購入の費用（N＝140） 

 

３）タブレット端末等 ICT 機器の活用に関する特別支援学校内のキーパーソンの存在  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 75 校（53.5％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 42校（30.0％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 20校（14.2％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が３校（2.1％）であった（図 5-3-3）。 

 

 

図 5-3-3 タブレット端末等 ICT 機器の活用に関する特別支援学校内の  

キーパーソンの存在（N＝140） 
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４）特別支援学校におけるタブレット端末等 ICT 機器の活用事例 

「とても課題だと思う」と答えた学校が 48 校（34.2％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 67校（47.8％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 21校（15.0％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が 4 校（2.8％）であった（図 5-3-4）。 

 

 

図 5-3-4 特別支援学校における 

タブレット端末等 ICT 機器の活用事例（N＝140） 

 

５）タブレット端末等 ICT 機器の活用に関するマニュアルや資料等  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 35 校（25.0％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 76校（54.2％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 25校（17.8％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が 3 校（2.1％）であった。無回答が 1 校（0.7％）

であった（図 5-3-5）。 

 

 

図 5-3-5 タブレット端末等 ICT 機器の 

活用に関するマニュアルや資料等（N＝140） 
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（４）小・中学校等におけるタブレット端末等 ICT 機器活用に関する課題意識 

小・中学校等におけるタブレット端末等 ICT 機器活用に関する課題意識について

「とても課題だと思う」「やや課題だと思う」「あまり課題だとは思わない」「全く課

題だとは思わない」の４件法で回答を求めた。  

１）小・中学校等の教員のタブレット端末等の活用に関する専門性  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 42 校（30％）、「やや課題だと思う」と答え

た学校が 72 校（51.4％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校 21 校（15％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が１校（0.7％）、無回答が 4 校（2.8％）で

あった（図 5-3-6）。 

 

 

図 5-3-6 小・中学校等の教員のタブレット端末等の活用に関する専門性（N＝140） 

 

２）小・中学校等におけるタブレット端末等の整備状況（台数やアプリの確保等）  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 76 校（54.2％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 42 校（30％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 16 校（11．

4％）、「全く課題だとは思わない」と答えた学校が１校（0.7％）、無回答が 5 校（3.5％）

であった（図 5-3-7）。 

 

 

図 5-3-7 小・中学校等におけるタブレット端末等の整備状況（N＝140） 
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３）小・中学校等の児童生徒に対する、タブレット端末等の使用に関するルールの指

導 

「とても課題だと思う」と答えた学校が 63 校（45％）、「やや課題だと思う」と答え

た学校が 54 校（38.5％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 16 校（11.4％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が１校（0.7％）、無回答が 6 校（4.2％）で

あった（図 5-3-8）。 

 

 

図 5-3-8 小・中学校等の児童生徒に対する 

タブレット端末等の使用に関するルールの指導（N＝140） 

 

４）小・中学校等の児童生徒に対するタブレット端末等の操作方法の指導 

「とても課題だと思う」と答えた学校が 23 校（16.4％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校 60 校（42.8％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 46 校（32.8％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が 5 校（3.5％）、無回答が６校（4.2％）で

あった（図 5-3-9）。 

 

 

図 5-3-9 小・中学校等の児童生徒に対するタブレット端末等の  

操作方法の指導（N＝140） 
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５）読みの指導に関するタブレット端末等の活用方法  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 52 校（37.1％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 60 校（42.8％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 21 校（15％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が 2 校（1.4％）、無回答は 5 校（3.5％）で

あった（図 5-3-10）。 

 

 

図 5-3-10 読みの指導に関するタブレット端末等の活用方法（N＝140） 

 

６）書きの指導に対するタブレット端末等の活用方法  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 52 校（37.1％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 61 校（42.8％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 20 校（15％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が 2 校（1.4％）、無回答が 5 校（3.5％）で

あった（図 5-3-11）。 

 

 

図 5-3-11 書きの指導に対するタブレット端末等の活用方法（N＝140） 
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７）計算の指導に対するタブレット端末等の活用方法  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 39 校（27.9％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 70 校（50％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 21 校（15％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が 2 校（1.4％）、無回答が 8 校（5.7％）で

あった（図 5-3-12）。 

 

 

図 5-3-12 計算の指導に対するタブレット端末等の活用方法（N＝140） 

 

８）コミュニケーションの指導に対するタブレット端末等の活用方法  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 50 校（35.7％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 62 校（44.2％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 21 校（15％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が 2 校（1.4％）、無回答が 5 校（3.6％）で

あった（図 5-3-13）。 

 

 

図 5-3-13 コミュニケーションの指導に 

対するタブレット端末等の活用方法（N＝140） 
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９）スケジュール管理の指導に対するタブレット端末等の活用方法  

「とても課題だと思う」と答えた学校が 29 校（20.7％）、「やや課題だと思う」と答

えた学校が 69 校（49.2％）、「あまり課題だとは思わない」と答えた学校が 35 校（25％）、

「全く課題だとは思わない」と答えた学校が１校（0.7％）、無回答が 6 校（4.2％）で

あった（図 5-3-14）。 

 

 

図 5-3-14 スケジュール管理の指導に対するタブレット端末等の活用方法（N＝140） 

 

10）その他課題だと思われること（自由記述） 

 自由記述においては、タブレット端末等 ICT 機器の台数等の不足、Wi-Fi の整備等

環境、機器の整備状況の違い等、環境整備に関する記述や小・中学校と特別支援学校

におけるタブレット端末等 ICT 機器に関する基本的な捉え方の相違に関する記述があ

った。また合理的配慮についての理解と実践への適用に関する考え方の相違や特別支

援学校の実践の蓄積や専門性の涵養の必要性に関する指摘が数多くあった。  

 

（５）センター的機能の取組として、小・中学校等に対してタブレット端末等 ICT 機

器の活用における研修の実施について（平成 28 年度） 

１）研修の有無 

小・中学校等に対してタブレット端末等 ICT の活用についての研修を実施の有無に

ついて「ある」と回答した学校は 38校（27.1％）、「ない」と回答した学校は 101校（72.1％）

であった（表 5-3-6）。 

 

表 5-3-6  小・中学校等にむけた研修の実施（N＝140） 

 ある ない 無回答 

校数（校） 38 101 １ 
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２）研修の対象 

研修の対象について「幼稚園教諭や保育士」、「小学校教員」は 33 件、「中学校教員」

は 30 件、「高等学校教員」は 11 件であった（表 5-3-7）。 

 

表 5-3-7 研修の対象（N＝38、複数回答可） 

研修対象 幼稚園や保育士 小学校教員 中学校教員 高等学校教員 

件数（件） 12 33 30 11 

            

 

３）研修時間 

 研修時間について 2 時間以下が 33 件、3 時間以上が 6 件であった（表 5-3-8）。 

 

表 5-3-8 研修時間（N＝38 複数回答可） 

時間 １時間 1.5 時間 2 時間 3 時間 4 時間 6 時間 

件数（件） 13 6 14 2 2 2 

               

４）研修の形式 

 研修の形式について示した。「講義形式」は 31 件、「演習形式」は 29 件、「実践形式」

は 17 件であった（表 5-3-9）。 

 

表 5-3-9 研修形式（N＝38、複数回答可） 

研修の形式 講義形式 演習形式 実践形式 

件数（件） 31 29 17 

 

５）研修の概要 

研修の概要について示した。「機器やアプリの紹介」は 45 件、「事例の紹介」は 29

件であった（表 5-3-10）。 

その他の自由記述として、「夏季休業中に『○○○ワークショップ』という地域の幼

稚園、小・中学校の教員向けに研修会を実施しています」「活用ポイント」（２）「機器

を実際に利用できる体験」「弱視児合同学習会での活用と演習」「色覚異常の児童の理

解と支援」のような回答があった。 

 

表 5-3-10 研修概要（N＝38、複数回答可） 

研修の概要 機器やアプリの紹介 事例の紹介 その他 

件数（件） 45 29 8 
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６）研修内容 

 研修内容について示した。「読み書き計算」は 28 件、「コミュニケーション」は 29

件、「その他」は 21 件であった（表 5-3-11）。 

その他の自由記述については、アクセシビリティの紹介、アプリの紹介、操作スイ

ッチの紹介、教材・教具の紹介があった。 

 

表 5-3-11 研修内容（N＝38、複数回答可） 

内容 読み書き計算 コミュニケーション その他 

件数（件） 28 29 21 

 

 

（６） 平成 28 年度に行った、センター的機能の取組として小・中学校等に対して巡

回相談や教育相談における、教材・教具（活用に関することも含む）に関する情報提

供について（研修においてを除く）。 

１）小・中学校に向けた情報提供について 

小・中学校に向けた情報提供の件数について、教材・教具に関する情報提供を「あ

る」と回答したのが 116 校、「ない」と回答したのが 22 校であった（表 5-3-12）。 

 

表 5-3-12 小・中学校に向けた情報提供（N=140） 

 ある ない 無回答 

件数（件） 116 22 ２ 

 

２）タブレット端末等 ICT 機器の活用に関して情報提供について  

 教材・教具に関する情報提供をしている学校のうち、タブレット端末等 ICT 機器活

用に関する情報提供を「ある」と回答したのが 72 校（62.1%）、「ない」と回答したの

が 44 校（51%）であった（表 5-3-13）。 

 

表 5-3-13 タブレットに関する情報提供（N＝116） 

 ある ない 

件数（件） 72 44 
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３）情報提供の対象 

 タブレット端末等 ICT 機器活用に関する情報提供の対象は「幼稚園教諭や保育士」

が 2 件、「小学校教員」が 50 件、「中学校教員」が 13 件、「高等学校教員」が 2 件、「無

回答」が 5 件であった（表 5-3-14）。 

 

表 5-3-14 情報提供の対象（N＝72、複数回答可） 

 

 

 

 

 

４）対象の幼児児童生徒について  

①学年 

情報提供の対象となった児童生徒の学年について示した（表 5-3-15）。「小学校 1 年

生」、「小学 2 年生」がそれぞれ 12 件、「小学校 3 年生」が 10 件、「小学校 4 年生」が

９件、「小学 5 年生」が 10 件、「小学 6 年生」が 5 件、「中学校」が 5 件、「高校」が 2

件であった。 

 

表 5-3-15 情報提供の対象となった児童生徒の学年（N＝72、複数回答可） 

 幼稚園 小学 1 年 小学 2 年 小学 3 年 小学 4 年 小学 5 年 小学 6 年 中学 高校 

件数

（件） 
3 12 12 10 9 10 5 5 2 

 

②障害種 

情報提供の対象となった児童生徒の障害種は、視覚障害が 20 件、聴覚障害が 5 件、

肢体不自由が 22 件、知的障害が 19 件、病弱が 4 件、学習障害が 27 件、注意欠陥・

多動性障害が 19 件、自閉症が 12 件、言語障害が 0 件、情緒障害が 7 件であった（表

5-3-16）。 

 

表 5-3-16 障害種（N＝72、複数回答可） 

 視覚 

障害 

聴覚 

障害 

肢体不

自由 

知的 

障害 

病弱 学習 

障害 

注意・

欠陥多

動性障

害 

自閉症 言語 

障害 

情緒 

障害 

件数

（件） 
20 ５ 22 19 ４ 27 19 12 0 7 

 

 

 

 

対象 幼稚園教諭や

保育士 

小学校教員 中学校教員 高等学校教員 無回答 

件数（件） 2 50 13 2 5 
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③学級種 

情報提供した学級種について示した。「通常の学級」が 32 件、「特別支援学級」が

32 件で、「通級による指導」が 5 件であった。（表 5-3-17）。 

 

表 5-3-17 学習場面（N＝72） 

 通常の学級 特別支援学級 通級による指導 無回答 

件数（件） 32 32 5 ３ 

 

④対象の主訴やニーズ、紹介したアプリとその紹介理由について  

 対象の主訴やニーズ、紹介したアプリとその紹介理由について自由記述を求めた。  

主訴の多くは「見え方や認識を含む読み書きにおける困難」「計算および図形の認識

における困難」「時間の理解を含めた活動への見通しを持つことの困難」等であった。 

 

４ 本章のまとめ 

特別支援学校のセンター的機能の取組の中で、小・中学校に対してタブレット端末

等 ICT 機器の活用を推進するための要素についていずれの項目においても、「とても課

題である」または「やや課題である」と回答した学校が 50％以上であった。中でも「ア

プリ購入に関する費用」「キーパーソンの存在」「活用事例」について「とても課題で

ある」または「やや課題である」と回答した学校が 80％であった。  

小・中学校等におけるタブレット端末等 ICT 機器活用に関する課題意識について、

「タブレットの操作」と「スケジュールの指導」の項目で「とても課題である」また

は「やや課題である」と回答した学校が 70％以下であったが、それ以外の項目では 80％

に近い、または 80％以上の学校が「とても課題である」または「やや課題である」と

回答した。これらの結果は調査２で明示された小・中学校のニーズと特別支援学校が

課題としてもっていることについて一致している点が多いと考えられ、これらをもと

にガイドの項目として利用することは妥当であると考えられた。 

合わせて、特別支援学校のセンター的機能の取組の中で、小・中学校等に対してタ

ブレット端末等 ICT 機器の活用に関して、情報提供する際の課題について自由記述を

求めたところ、無線 LAN 環境、機器の整備状況の違い等、環境整備に関する記述が多

く見られた。同時に、小・中学校と特別支援学校におけるタブレット端末等 ICT 機器

に関する基本的な捉え方の相違、合理的配慮についての理解と実践への適用に関する

考え方の相違についての言及や特別支援学校の実践の蓄積や専門性を涵養する必要性

を指摘する意見があった。 

また、センター的機能の取組として、小・中学校等に対してタブレット端末等 ICT

機器の活用について研修を実施しているのは 38 校であり、27.1％であった。センター

的機能の取組として小・中学校等に対して巡回相談や教育相談における教材・教具に

関する情報提供について「ある」と回答した学校が 116 校であり、82.9％であった。

教材・教具に関する情報提供をしている学校のうち、タブレット端末等 ICT 機器活用

に関する情報提供を「ある」と回答している学校が 72 校で、62.1％であった。 
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Ⅳ 特別支援学校（指定研究協力地域）のセンター的機能におけるタブレット

端末等 ICT 機器を活用した取組事例 

 

１ 特別支援学校のセンター的機能におけるタブレット端末等 ICT 機器を活用

した取組事例について 

（１）取組事例収集の目的 

 本研究では、タブレット端末等 ICT 機器を障害のある児童生徒の学習に活用する際

の小・中学校のニーズや、小・中学校での活用を特別支援学校のセンター的機能で支

援する際に役立つガイドの作成を大きな柱として研究を進めてきている。このように

タブレット端末の活用を中心課題にしているが、実際の教育現場では、子供の実態を

見定め、その実態に応じて、支援内容、支援に必要な手立てを検討した上で、どのよ

うな支援が必要なのかを決定している。そういった意味で、タブレット端末の活用に

至っている実践でも、紙や具体物を活用した教材を含めた総合的な検討をした上で、

活用を決定していると考えられた。  

 本節では、このような考え方に立って、実践事例の中での実態把握方法や、タブレ

ット端末の活用に至った経緯を収集する事で、活用に至るまでの基礎的な資料を示せ

るのではないかと考えた。そのため、特別支援学校のセンター的機能におけるタブレ

ット端末等 ICT 機器を活用した取組事例を４校報告する。 

 A 校～D 校の４校は、平成 29 年度の指定研究協力地域である長野県の特別支援学校

のうち、タブレット端末等 ICT 機器の活用に関する小・中学校に対するセンター的機

能の取組を行っている学校である。長野県は、タブレット端末の活用を今後進めてい

く方針を県教育委員会としてもっており、様々な環境整備に取り組み始めた地域でも

ある。したがって、小・中学校へのタブレット端末の配備はこれから始まる状況にあ

る地域ということができる。そうした環境整備が発展途上の状況で、特別支援学校が、

小・中学校におけるタブレット端末活用に対して、どのように支援を行えるのかをみ

る事ができる実践ということがいえる。 

 

（２）方法 

 A 校～D 校の取組事例の報告は、以下のような構成にした。 

（１）特別支援学校におけるセンター的機能の校内体制  

（２）タブレット端末等 ICT 機器の整備状況 

（３）センター的機能の実際 

１）事例１ 

① 支援対象の小・中学校の概要 

② 訪問期間、訪問回数、訪問担当（役割）  

③ 児童生徒の実態 

④ 相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

（イ）主訴 
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（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

（エ）支援の成果と課題 

 この中で、④の（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組の中で、タブレット

端末の選定した理由（評価）と、支援の成果と課題の中でタブレット端末を活用した

成果についても聞き取りを行っている。  
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１ A 特別支援学校 

 

（１）特別支援学校の地域支援の校内体制  

① 地域支援を担当する校内分掌名  

・自立活動を担当する職員が担っている。 

② 分掌の人数（内訳等） 

・自立活動担当の１名と教育相談１名の計２名。自閉症・情緒障害学級を基本として

巡回相談・教育相談を行っている。１名が幼稚園から４年生まで、１名が５年生から

高校までとして担当を分担している。  

③ 担当者以外の同行の有無等 

・基本的に同行はしていないが、タブレット端末等の使い方やアプリの相談がある場

合は、長野県 ICT 委員会に属している自立活動担当教員と検討した上で、相談内容に

応じるようにしている。また、相談内容によっては、校内の自立活動担当者で話し合

い、支援を進めている。 

 

（２）タブレット端末等 ICT 機器の整備状況 

① 校内整備状況 

・校内のタブレット端末の数は 26 台である。 

②センター的機能に利用できるタブレット端末の整備状況  

・A 特別支援学校地区では、A 市の教育委員会が今年度より各校へタブレット端末

(Windows タブレット PC)導入を行っている。小・中学校では、校費で特別支援学級や

通級指導教室用にタブレット端末を購入している学校もある。  

A 特別支援学校では、タブレット端末を１台巡回相談用に確保しており、巡回相談

で支援先の児童・生徒が使用し、巡回相談員が具体的な使用例を見せたり、使用の検

討を進めたりしている。 

しかし、地域の小・中学校によってはタブレット端末が配備されていない学校があ

り、貸し出しが可能であれば、児童生徒が実際に試すことができるという意見を持っ

ている。 

 

（３）センター的機能の実際 

１）事例１ 

①小・中学校の概要 

・自閉症・情緒障害特別支援学級が１学級設置されている。 

②訪問期間、訪問回数、訪問担当  

・H28 より訪問支援を開始した。H29 年は 10 月末までに２回。自立活動担当(巡回相

談)１名で訪問した。 

③児童・生徒の実態 

平成 29 年度、小学校４年生で読み書き障害がある児童である。以下のような実態や

困難さがあった。 

・言葉での指示が入りにくく、教師の口頭の説明だけでは内容の理解が難しい。 
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・友だちと遊んだり、身体を動かしたりすることが好きである。  

・初めてことにはとても抵抗が強く、自主的に活動参加する事が難しい。 

④相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・巡回相談の中で、平成 28 年度より授業参観してから支援を始めた。 

（イ）主訴 

・平仮名に興味を示さず、平仮名の学習が定着しない。 

・本人が本を読みたい気持ちがある。（本人の願い）  

・分からないことがあると黙り込んでしまう。 

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１ 回 目

（H28） 

１名が訪問し、学習の様子を参観。

次回より支援を行うことを確認す

る。 

 

 

タブレット端末の選定した理由（評価）  

担任から、家庭での遊びの中でタブレット端末を使っているとの

話を聞いた。そのため、児童の興味関心から平仮名に興味がもてる

ように巡回用のタブレット端末を持っていき、平仮名に関するアプ

リを提案しようと検討した。また、環境面では、特別支援学級にタ

ブレット端末が導入される可能性があり、タブレット端末を活用し

た実践ができるのではないかと考えた。  

 

２回目 

(H29) 

特別支援学校から巡回指導用のタ

ブレット端末を持っていき、iPad

のかるたアプリ使って文字を意識

した学習を提案した。 

特別支援学級でタブレット端

末を購入し、かるたアプリに取

り組む。 

３回目 上記と同じ 友だちとカルタ取りをして楽

しんだり、文字ブロックで平仮

名の組合せをつくったりして

学習している。 

 

（エ）支援の成果と課題 

・iPad のかるたアプリについて情報提供したことで、小学校でも学習に取り組み始め

た。また、学校費でタブレット端末を購入したことで、活用につながったと考えら

れる。 

・タブレット端末を使った学習を積み重ねたことで、平仮名への興味が広がった。タ

ブレット端末での学習だけではなく、友だちと一緒にかるた取りで遊ぶ様子が見ら

れる。定着はまだまだだが、文字ブロックを用いた学習にもつながった。  
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・支援が特別支援学級での活用につながっているが、通常の学級の教師との連携まで

できておらず、校内での活用理解を進めていく必要がある。  

 

２）事例２ 

①小・中学校の概要 

・自閉症・情緒障害特別支援学級が１学級の設置で、２名の在籍がある。 

・知的障害特別支援学級は１学級の設置で、１名の在籍がある。 

②訪問期間、訪問回数、訪問担当 

・平成 29 年度は３回の訪問を行い（11 月末現在）、自立活動専任教員１名が訪問して

いる。 

③児童・生徒の実態 

 自閉症・情緒障害特別支援学級在籍の児童で、以下のような困難さがあった。  

・教科書を読んでいる際にどこを読んでいるのかが分からなくなる。  

・平仮名を読むことはできるが、読みながら理解することが難しい。 

④相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・H29 年度に入ってから巡回相談で自閉症・情緒障害特別支援学級へ支援を行った。

そこで以下についての主訴を伝えられ、支援を開始した。 

（イ）主訴 

・読み書きが難しい生徒の困難を解決するためのツールとして、タブレット端末を活

用したいが、タブレット端末が学校に導入されたばかりで、子供にどのように使っ

ていけばよいのかが分からない。  

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１ 回 目

（H29） 

１名が訪問し、学習の様子を参観。

次回より支援を行うことを確認す

る。 

ビジョントレーニングなどについ

て使い方等を伝える。 

タブレット端末にビジョント

レーニングのアプリを取り入

れて、学習の中で行う。 

 

タブレット端末の選定した理由（評価）  

・どこを読んでいるか分からないという実態から「見る力」の学習

としてビジョントレーニングについて提案した。タブレット端末が

導入されたことで、担任のタブレット操作を教える機会ともなった。

また、どこを読んでいるか分からない状況や読みながら理解する難

しさがあることから、カラーバールーペ（細かな文字を拡大し、読み

やすくするルーペ）などの教材を示した。これについては、どの部分

を読んでいるかが分かり文字を読むことはできたが、内容理解まで

はつながらなかった。そこで、タブレット端末を生かしたマルチメ

ディアデイジー教科書や「タッチ＆リード」（読みを支援するタブレ
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ット端末用アプリ）などの読みの支援を伝えることを検討し提案す

ることとした。 

２回目 教科書を読む際に、どこを読んで

いるのかが分かるようにカラーバ

ールーペの使い方等を伝える。  

文章を読みながら理解することが

難しいため、マルチメディアデイ

ジー教科書や「タッチ＆リード」

について使い方を伝える。 

タブレット端末に「タッチ＆リ

ード」を入れて、プリントなど

を読むときに使うようにした。 

また、教科書の音読のときに

は、スリットやカラーバールー

ペを使用して読むようにした。  

３回目 漢字の学習が進まないとのこと

で、小学４年生で使用できるアプ

リを紹介した。また、代替手段と

してタブレット端末での板書を行

えることも伝えた。 

 

 

（エ）支援の成果と課題 

・学校でタブレット端末が導入される際、市町村から配備される Windows が子供にと

って、使いづらいということから、特別支援学級予算で iPad を購入した。また、そ

の予算内からアプリの購入もできるようになり、基礎的環境整備が整ってきた現状

がある。 

・特別支援学級での使用については、少しずつ始まっているが、通常の学級でも配慮

が必要な児童･生徒がいるので、特別支援コーディネーターとして支援に入ろうと考

えている。しかし、タブレット端末使用についての周囲の理解がまだまだ浸透して

いないのが現状である。 

・教科書を読むことについては、カラーバールーペを用いることで、困難さの改善に

はつながった。しかし、読むことはできるが内容を理解することまではつながらな

かった。そこで、学習時には、隣で教師がプリントを代読して理解していたが、マ

ルチメディアデイジー教科書や「タッチ＆リード」を用いたことで、一人で聞いて

回答(学習する)することができるようになった。  
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２ B 特別支援学校 

 

（１）特別支援学校におけるセンター的機能の校内体制  

① センター的機能を担当する（地域支援）校内分掌名  

・センター的機能は、センター的機能係が担当している。 

② 分掌の人数（内訳等） 

・総合支援室６名の内３名がセンター的機能係となっている。その内教育相談が１名、

自閉症・情緒障害学級へ巡回相談支援を２名で行っている。地域で担当校を分担し

ており 83 学級に対して巡回相談支援を行っている。  

③ 担当者以外の同行の有無等 

タブレット端末等 ICT 機器の相談があった際には、ICT 推進委員が同行して支援を

することもある。同行できない際には、事前に学校で相談をしてから巡回相談を行っ

ている。 

 

（２）タブレット端末等 ICT 機器の整備状況 

① 校内整備状況 

・校内のタブレット端末の数は 36 台である。 

②センター的機能に利用できるタブレット端末の整備状況  

・地域の小・中学校では、タブレット端末等の ICT 機器の導入はまだ進んでいない学

校もある。そのため、特別支援学校が貸出しできるタブレット端末の確保が必要と

考えている。 

・センター的機能用の iPad が１台あり、巡回相談支援の際に持っていき支援を行うこ

ともある。 

 

（３）センター的機能の実際 

１）事例１ 

①小・中学校の概要 

・自閉症・情緒障害特別支援学級が設置されている。 

②訪問期間、訪問回数、訪問担当  

・平成 27 年度に４回、自立活動専任１名が訪問した。  

③児童・生徒の実態 

平成 27 年度、小学校６年生の児童である。以下の様な困難さがあった。  

・書きの困難 

・学習全般に対して取り組む意欲が低下している。  

④相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・平成 27 年度に、巡回相談の中で、授業参観したことにより支援を始めた。 

（イ）主訴 

・書きの困難さから学習全般に取り組む意欲がなくなっている。  
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（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１ 回 目

（H27） 

１名が訪問し、学習の様子を参観。

次回より支援を行うことを確認す

る。 

 

 

 

タブレット端末を選定した理由（評価）  

・学習への興味関心をもつことができるようにタブレット端末を用

いた学習に取り組むことを提案した。学習に取り組んだところ学

習意欲の高まりが感じられたので、書きの困難の改善のために、

iPad での音声入力の方法もあることを伝えた。学習効果が出たこ

とで、iPod Touch の貸出しも検討を行った。 

 

２回目 

 

巡回担当者が iPadを用いて音声入

力のデモを示すと興味をもった。  

音声入力であれば、学習に取り

組んでもよいという気持ちに

なった。 

３回目 音声入力に関わる機器の環境整備

について提案し、iPod Touch の貸

出しを行い、音声入力を用いた学

習に取り組む方法について提案し

た。 

iPod Touch の貸し出しにより

音声入力での学習を行うよう

になった。 

 

（エ）支援の成果と課題 

・特別支援学校側から音声入力の提案があり、学習への意欲が高まったように感じら

れた。基礎的環境整備として、iPod Touch の貸出しを行ったことで学習に取り組む

姿が見られた。 

・平成 29 年度では、中学２年生となり読み書きの困難さはあるが、自閉症・情緒障害

特別支援学級でプリントに書き込む学習にも取り組んでいる。 

 

２）事例２ 

①小・中学校の概要 

・平成 27 年度に、Ｂ特別支援学校の担当者が巡回相談で訪問し、読み上げソフトなど

を紹介したことで、「タッチ＆リード」を学校として導入した。ルビ振りの設定方法

などについてもアドバイスを行った。  

・自閉症・情緒障害特別支援学級が１学級設置され、授業は教科担任制である。 

・知的障害特別支援学級１学級が設置され、６名が在籍している。そのうち３名は、

自閉症・情緒障害特別支援学級と合同授業で教科学習を行っている。昨年度は、知

的障害特別支援学級から２名が高校進学をしている。  

・タブレット端末は、学校として３台導入されている。特別支援学級に１台ずつ配備

されている。 
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②訪問期間、訪問回数、訪問担当  

・平成 29 年度３回（10 月末）２学期の１回目にこの主訴となる。自立活動専任１名

が訪問した。 

③児童・生徒の実態 

・対象生徒は小学校ではタブレット端末は使っていなかった。中学校に入ってから iPad

の標準アプリである「Pages」（文書作成アプリ）を使って歴史新聞の記事を入力

して文の作成を行っていた。 

・高校入試での合理的配慮申請について、小学校６年生の移行支援会議の中で保護者

からタブレット端末等の使用についての申出があり、校内でも使用することになっ

た。 

④相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・１学期に巡回相談支援で生徒の様子を観察したことから支援を開始した。歴史新聞

を作成したいという本人の願いがあり、学校に導入されているタブレット端末の「タ

ッチ＆リード」を使用して学習に取り組むことが検討され支援につながった。  

（イ）主訴 

・読み書きに困難さがある生徒が一人で歴史新聞を作成したい  

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１回目 

（H29.１学

期） 

「タッチ＆リード」の使い方やマ

ルチメディアデイジー教科書の

使用方法について支援を行う  

保護者の意向もあり、特別支援

学級で使用を始める。 

 

タブレット端末を選定した理由（評価）  

・基礎的環境整備として、学校にタブレット端末があり、また「タ

ッチ＆リード」を使っている実績があった。文字入力を行った後

に、「タッチ＆リード」やナレーション機能を活用し、文章を聞

いて自分で確認し修正できるよう提案した。  

 

２回目 アクセシビリティの音声読み上

げの使用について伝える。 

自閉症・情緒障害特別支援学級

で活用しているが、１人ででき

るようになったので、通常の学

級での活用につなげていきた

いが、どのように教室へ持って

いけばいいか悩んでいる。 

また、他の教員より高校入試に

向けて「こういう学習をしてい

ていいのか？」との意見も出て

いる。 
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３回目 URAWSS を用いて読み書きのア

セスメントを行う。評価は書きが

A、読みが C であった。 

通常の学級での利用に向けて、担

任や自閉症・情緒学級担任から利

用について学級の他の生徒に理

解してもらえるような機会の設

定することがよいのではないか

と提案した。 

まだ通常の学級での活用には

つながっていない。 

URAWSS の結果より、書きは A

判定であるが、間違いが多かっ

たため、流暢さには問題はない

が、正確さには困難さが推察さ

れた。そのため、自分でタブレ

ット端末を使用し漢字を調べ

て書く学習に取り組んでいる。  

※12 月の段階で、特別支援学級

担任の丁寧な説明により学年

担任の理解、通常の学級の理解

が進み、社会のみ通常の学級で

の使用につながっている。 

 

（エ）支援の成果と課題 

・歴史新聞作りでは、ヘッドフォンを用いて入力した文章をナレーションで読み上げ

をし、自分の文章を確認していた。読み上げを聞くことで自分から間違いに気付き

修正していた。「Pages」の画面を拡大しながら歴史新聞の用紙に書き写していた。

原籍学級の学習と同じように取り組み、原学級の生徒と同じ場所に掲示していた。  

・URAWSS を用いて読み書きのアセスメントを行い、客観的指標をもとに読みの支援

が必要であることが分かった。適切な実態把握を行ったことにより、特別支援学級

担任と特別支援コーディネーターの丁寧な説明ができ、学年担任の理解、通常の学

級での理解が進み、社会のみだが通常の学級でのタブレット端末の使用につながっ

た。 

・国語と社会のテストにおいて、読み上げテストを行った。しかし、みんなと同じ場

所ということで、IC レコーダーにテストを録音して行った。そのため、国語は、問

題文の部分に IC レコーダーを戻すのが難しい現状であった。また回答は正解である

が、漢字を書くことが難しいため、国語では不正解となり点数の上昇にはつながら

なかった。しかし、社会のテストでは、平仮名での回答も正解となり、前回より 30

点近く点数があがった。 

 

３）事例３ 

①小・中学校の概要 

・自閉症・情緒障害特別支援学級が３学級設置されている。A 児は３名で授業を行い、

B 児は２名で学習を行っている。各クラスに１台タブレット端末があり、無線 LAN

環境もある。 

②訪問期間、訪問回数、訪問担当  

・平成 29 年度に４回（10 月末時点）、自立活動専任１名が訪問した。 
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③児童・生徒の実態 

・４年生。漢字の学習場面（通常の学級と同じ内容）でそらがきを取り入れているが、

空間に文字を書くことが難しい。（A 児） 

・２年生。読むこと書くことが難しい。代筆でテストを行う。読みは逐次読みである。

（B 児） 

④相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・今年度より巡回相談で訪問し１回目の訪問時に A 児と B 児について相談を受けて支

援が始まった。 

（イ）主訴 

・漢字の学習でそらがきができない（A 児） 

・音声読み上げを利用したい（B 児） 

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１回目 １名で参観。実態を把握する。（A

児、B 児） 

実態を見た段階で、主訴につい

て相談（A 児、B 児） 

タブレット端末の選定した理由（評価）  

・基礎的環境整備としては、特別支援学級においてタブレット端末

が導入されたこともある。 

・児童の実態より、漢字をイメージして書くことが難しいことも考

えられたので、タブレット端末の漢字のアプリを使って、書き順

を学びながら形を捉えられるのではないかと考えた。（A 児） 

・児童の実態や主訴より、読みの困難さへの対応としてマルチメデ

ィアデイジー教科書の活用について提案を行った。（B 児） 

２回目 音と漢字を合わせる学習を行う

（A 児） 

マルチメディアデイジー教科書

を紹介（B 児） 

 

３回目 巡回相談にタブレット端末を持

っていき、常用漢字辞典を紹介

し、実際に一緒に操作を行った。

自分で画面に手書きし認識され

るので、意欲にも繋がるのではな

いかと提案（A 児） 

タブレット端末等は、まだ使わ

れていない現状である。自閉

症・情緒障害児学級で、どのよ

うに導入していいのかを迷っ

ている。（A 児） 

 

４回目 漢字学習以外のアプリも紹介す

る。また、タブレット端末だけで

はなくプリント教材についても

伝えた。（A 児） 

漢字のテストはプリントで頑

張っているが、今後は苦しいと

考えている。（A 児） 

代筆でのテストを行っている。

（B 児） 
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（エ）支援の成果と課題 

・iPad が導入されたばかりで自閉症・情緒障害特別支援学級の学級担任が授業への導

入方法について迷っている段階である。担任３名のうち、２名はほとんど触ったこ

とがないため導入方法が難しい現状である。  

・家庭で iPad を購入し、家庭学習で活用している。教科書の中身を聞いて覚えること

ができるので、マルチメディアデイジー教科書を使っている国語の学習が楽しみに

なっている。（B 児） 

・タブレット端末を用いて学習したことで、漢字の形のイメージを捉えて書くことが

できた。また、漢字パズルなどの実物を操作しての学習と合わせて行った。（A 児） 

・学校ではタブレット端末はあるが、活用がされていない。１年生が同じクラスのた

め、どのように使い始めていいのかが分からないとのことであった。課題は学級運

営としてどのようにタブレット端末を導入するかを検討しているところである。  

 

４）事例４ 

①小・中学校の概要 

 特別支援学級の設置はない。相談は通常の学級の児童についてである。  

②訪問期間、訪問回数、訪問担当  

・平成 28 年度は１回、平成 29 年度は２回（10 月末）、自立活動専任１名が訪問した。  

③児童・生徒の実態 

・あらかじめ録音しておくことで自分の声で発表できそう。  

④相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・H28 年度末に一度巡回相談で様子を参観した。H29 年度は引き続き支援を行ってい

る。 

（イ）主訴 

・場面かんもくの児童が意思表出する手段が欲しい  

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１ 回 目

（H28） 

１名が訪問し実態を確認  

タブレット端末を選定した理由（評価）  

・児童の実態より、IC レコーダーやタブレット端末でのビデオ撮

影、ボイスメモの形で発表できるのではないかと提案について検

討した。 

２ 回 目

（H29） 

IC レコーダーの活用を提案 音読の練習をしている 

３回目  ICT レコーダーを用いて、自

分の声を録音して発表等に活

用 
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（エ）支援の成果と課題 

・IC レコーダーを紹介したことで、発表場面などで実際に自分の声で発表することが

できた。また読んだものを実際に聞くことができたので、音読の練習にもつながっ

た。 

５）事例５ 

①小・中学校の概要 

・自閉症・情緒障害学級が 1 学級設置されている。 

・学校としてタブレット端末の導入はない  

②訪問期間、訪問回数、訪問担当  

・平成 29 年度は５回（10 月末時点）、自立活動専任が１名で訪問している。 

③児童・生徒の実態 

・在籍学級で学習している。 

・ルビが振っていない文章の読みに困難さがある。  

・小学校のときからルビを振ると決められていた。国語の教科書は全てルビ振りが行

われている。 

・社会ではノートを板書するだけで１時間が終わってしまう現状であった。  

④相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・平成 29 年度に、地域支援担当者が訪問時に以下の主訴を受けて相談が始まる。  

（イ）主訴 

中学 3 年生（平成 29 年度）の生徒である。以下のような困難さがあった。  

・読み書きに困難さがある。 

・試験でのルビ振りについて。 

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１回目 １名が訪問。実態の把握  

タブレット端末の選定した理由（評価）  

・生徒の実態より、書きと読みの困難に対する支援として、タブレ

ット端末を活用したマルチメディアデイジー教科書、板書の代替

手段として音声入力やタブレット端末を使用した文字入力につ

いても検討を行った。合わせて、生徒の実態について URAWSS

を用いて調べることにした。  

２回目 主訴に応じた機器の活用について

提案した。マルチメディアデイジ

ー教科書の利用や「タッチ＆リー

ド」の活用方法についても提案し

た。 

 

３回目 URAWSS を用いてアセスメント

を行う（読み書きとも C 判定）。 
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４回目 URAWSS でのアセスメント 

（ルビ振り読み A 判定） 

ルビ振りでのアセスメントで

は評価は A 判定であった。「タ

ッチ＆リード」は生徒個人の

タブレット端末に入っている

が、余り使っていない。 

５回目 「タッチ＆リード」の使用につい

て伝える 

 

 

（エ）支援の成果と課題 

・URAWSS によるアセスメントでは、読み書き共に C 判定であった。また、ルビ振り

がしてあると A 判定であった。その結果より、ルビ振りや音声での理解については、

文章理解ができることが分かった。タブレット端末での書きについての文字入力に

ついての提案を今後行っていく必要がある。  

・家庭に無線 LAN 環境がないためで、マルチメディアデイジー教科書の出し入れを知

り合いに依頼している。使いたい教材をすぐに使える環境ではないことから、今後

の活用方法について検討しているところである。  

・中学３年生だが、２年生までは、マルチメディアデイジー教科書を使用していたが、

原学級で使いたくないという本人の思いから中学３年生では使用していない。  

 

  



 

94 

 

３ C 特別支援学校 

 

（１）特別支援学校のセンター的機能の校内体制 

① センター的機能を担当する（地域支援）校内分掌名  

・センター的機能は、自立活動専任教員が担当している。 

② 分掌の人数（内訳等） 

・自立活動専任の計３名で自閉症・情緒障害特別支援学級への巡回相談支援を行って

いる。それぞれが担当する地域を決めて、巡回相談支援を行っている。  

③ 担当者以外の同行の有無等 

 タブレット端末等 ICT 機器の活用以外の主訴でも、相談によって同行するケースも

ある。同行できない場合には、事前に学校で教育相談も含めた４名で対応策を相談し、

伝えるようにしている。 

 

（２）タブレット端末等 ICT 機器の整備状況 

① 校内整備状況 

・校内のタブレット端末の使用台数は 14 台である。県からのタブレット端末の導入数

は、準備中のものも含めると 41 台である。 

②センター的機能に利用できるタブレット端末の整備状況  

・C 特別支援学校の市の教育員会が昨年度よりタブレット端末の導入を行っている。

また、今年度よりマルチメディアデイジー教科書の申請を市が一括して行っている

ため、小・中学校にも普及してきている。 

・C 特別支援学校所有のタブレット端末を巡回相談の際に持っていき、実際に使用す

ることもある。そこでの経験によって導入に繋がっている。しかし、まだ導入され

ていない地域では活用につながらないため、貸し出しできるタブレット端末がある

とよいとの要望があった。 

 

（３）センター的機能の実際 

１）事例１（中学校 訪問校） 

①小・中学校の概要 

・自閉症・情緒障害特別支援学級が２学級設置されている。 

・知的障害特別支援学級は１学級設置されている。 

・タブレット端末は、特別支援学級に平成 29 年度の８月に合計７台配備された。  

②訪問期間、訪問回数、訪問担当  

・平成 28 年度末から相談を開始した。平成 29 年は 10 月末までに４回、自立活動専

任１名が訪問した。 

③児童・生徒の実態 

・中学校３年生の生徒で、読み書き障害の診断を受けている。 

・視覚と運動の協応に困難さが見られた。行動観察では、授業中は机に伏す、課題に

とりかかろうとしない等の様子が見られた。  
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・中学２年生の２月頃、保護者がマルチメディアデイジー教科書を知る機会があり、

担任に提案した。その際、医療機関にもかかり読み書き障害の診断を受ける。その

後、保護者がタブレット端末を購入した。 

④相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・医師の診断が出たことにより、在籍学級担任から相談を受け、自立活動専任と担任

で生徒の実態把握をし、合理的配慮の内容について相談、個別の支援計画・指導計

画の作成を行った。 

（イ）主訴 

・書くことに困難のある生徒が、授業や学習への意欲がもてず、特に国語や英語など

の文字を読み書きする学習には取り組むことができない。 

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１ 回 目

（H28） 

１名が訪問し、学習の様子を参観。

また、合理的配慮の内容や個別の

指導計画についても相談を行っ

た。 

家庭では、「ポメラ」を用いて、ロ

ーマ字入力を行っていた。 

個別の指導計画・支援計画の作

成 

合理的配慮の検討 

保護者からタブレット端末購

入について話を受ける 

 

タブレット端末を選定した理由（評価）  

・家庭での「ポメラ」の使用、外的要因として医師の診断が出たこ

とにより、本人保護者共にタブレット端末等 ICT 機器への使用に

ついて考えるようになった。また、個別の教育支援計画や個別の

指導計画の作成や修正を一緒に行うことで、合理的配慮の観点と

してタブレット端末などの活用が考えられることを推測した。 

・読みの困難さに対しては、マルチメディアデイジー教科書やナレ

ーション機能の使用を提案し、書きの支援については、「ポメラ」

を使用していたことで、学校でもタブレットでの入力の代替手段

について提案を行った。 

２回目 

(H29) 

読みについては、マルチメディア

デイジー教科書を伝え、書きにつ

いては、タブレット端末を用いた

キーボード入力の代替手段を使う

ことを提案した。方法と使い方を

伝えた。 

本人、保護者と学校の合意で自

分専用のタブレット端末を購

入し、学校の授業と家庭学習で

活用を始めた。マルチメディア

デイジー教科書を用いて、教科

書を聞いて学習に取り組んで

いた。分かりやすかったよう

で、休み時間にも自主的に予習

や復習として学習に取り組ん

でいた。 
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３回目 マルチメディアデイジー教科書の

活用、タブレットの読み上げ機能

の活用、タブレット端末のキーボ

ードによる文字入力についての学

習の取り組み方を伝えた。 

本人によるタブレット端末活

用の工夫が始まった。例えば、

理科の実験結果を写真撮影し

てタブレット端末に取り込み、

文字入力してまとめる。 

絵を描くときに対象を写真

撮影してタブレット端末のフ

レームの中に入れた画像を机

上に置き、お手本にして遠近や

影の描き方に気付き、精巧な絵

が描けるようになった。廊下掲

示をしている。 

板書は、タブレット端末にロ

ーマ字入力で記録をしている。  

タブレット端末を使ったナレ

ーター機能を用いて、入力した

文字を読んで理解できるよう

に使用している。 

４回目 授業の様子を参観。５０分ほぼ学

習に参加できている。テストでの

配慮について提案する。 

テストでは社会のみルビ振り

を行っている。解答方法につい

ては、まだ手書きで記入。パソ

コン入力では行われていない。  

５回目 上記の内容で行う。 英単語表をタブレット端末に

PCで作成し、PCの背景にして、

立ち上げるたびに見て学ぶこ

とができるようにしている。  

 

（エ）支援の成果と課題 

・タブレット端末を購入し生徒自身で活用の工夫をしたことで、学習に取り組むこと

ができている。様々な場面での活用につながっている。  

・テストでの配慮がまだ十分ではない。周りの教員の理解も必要である。  

・タブレット端末を日常生活の中で生かせるように、今後の生活で活用できるように

支援する必要がある。 

・テストでは、全教科ともルビ振りを行った。校内の方針として、テストの作成者が

ルビ振りを行った。しかし、教師それぞれで捉え方が違い、全部にルビを振る教師、

一度出た漢字にはルビを振らない教師など意識の違いがあった。特別支援教育の理

解や、生徒の実態を共通理解する必要性がある。 

・高校入試に関して、社会だけでもルビ振りしたいとのことで、今後高校教育課や受

験校へ、入試に関する合理的配慮の申請を行っていく予定である。  
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４ D 特別支援学校 

 

（１）特別支援学校の地域支援の校内体制  

① センター的機能を担当する（地域支援）校内分掌名  

・自立活動専任教員が地域支援を担当している。 

② 分掌の人数（内訳等） 

・各学部１名ずつの計３名が、自閉症・情緒障害特別支援学級への巡回相談支援を行

っている。地域毎に支援する担当を決めるのではなく、相談内容によって３名で相

談を行い、巡回担当者を決定している。相談を継続している学校に関しては、前年

度の担当がいる場合には、担当を変更しないケースが多い。  

③ 担当者以外の同行の有無等 

 タブレット端末等 ICT 機器に関する相談があった場合には、自立活動専任の ICT 担

当者が同行して巡回相談支援を行うこともある。一緒に行けない場合には、事前に学

校で対応策を相談し、伝えるようにしている。 

 

（２）タブレット端末等 ICT 機器の整備状況 

① 校内整備状況 

・校内のタブレット端末の数は平成 28 年度末現在で、31 台である。  

②センター的機能に利用できるタブレット端末の整備状況  

・D 特別支援学校がある地区では、タブレット端末等が導入されていない学校が多い。

数年前から段階的に各学校に６台ずつ導入されているが、特別支援学級では活用さ

れていない現状にある。また、活用に当たっても、アプリのダウンロードが市教育

委員会への相談が必要であることから、購入までに時間がかかる。 

巡回相談の際に持ち出しできるタブレット端末はない。持ち出しできる機器があ

れば、小・中学校での支援も様々なアプローチができると考えている。  

 

（３）センター的機能の実際 

１）事例１ 

①小・中学校の概要 

・自閉症・情緒障害特別支援学級が 1 学級設置されている。学習は、３名くらいで行

い、ほぼ個別学習に取り組んでいる。タブレット端末はない。  

②訪問期間、訪問回数、訪問担当  

・平成 28 年度より月１回ペースで、ICT に詳しい自立活動専任教員が訪問している。 

③児童・生徒の実態 

・小学校４年生の児童である。書字障害・自尊感情の低下を医療機関で指摘されてい

る。 

・医療機関でのリハビリが始まり、ビジョントレーニング中心の訓練が行われている。 

・書字障害からくる学習困難との診断があり、家庭環境の複雑さもあり自尊感情の低

下がある。 
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④相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・A 児のプリントでの学習拒否が出てきたので、見て欲しいとの相談があり、１回目

の巡回相談支援を行った。 

（イ）主訴 

・学年相応の学習に取り組むことが困難で、特に読むこと、書くことに困難さがある。 

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１ 回 目

（H28） 

１名が訪問し、学習の様子を参観。 

 

医療機関にかかり始める 

 

タブレット端末を選定した理由（評価）  

・プリント学習への拒否反応がでてきたことで、巡回用のタブレッ

ト端末を使用して読むことの困難さを改善するために、マルチメデ

ィアデイジー教科書や「タッチ＆リード」の提案をすることを検討

した。 

 

２回目 担任に、マルチメディアデイジー

教科書や読み上げアプリ（「タッチ

＆リード」）、キーボードを使って

回答する方法について紹介した

り、プリント教材以外の学習を幾

つか紹介したりした。 

 

３回目 動画を見ながら眼球運動 

平仮名のなぞり書き 

単語⇔絵⇔音声をマッチングさせ

る課題を一緒に行った。 

タブレット端末がないため、具

体物を用いた学習を行うよう

になった。 

４回目 上記の内容で行う 書く枠の工夫を行った。 

H29 は 一

度もない。 

  

 

（エ）支援の成果と課題 

・iPad 使用時（訪問時に自立活動専任が持参したもの）は意欲的に学習に取り組むこ

とはできたが、日々の授業には、校内にタブレット端末がないため取り入れられな

かった。 

・プリントを減らし、タブレット端末などの学習の提案がされるようになった。また、

書く量を減らす配慮や文字数を減らすこと、書く枠を大きくして枠の中に書きやす

くした。 

・タブレット端末を活用することに関する周りの教員の理解が必要である。  

・校内にタブレット端末がないことで、活用につながらないため、貸し出しタブレッ
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ト端末があると支援が広がると考えている。 

２）事例２ 

① 小・中学校の概要 

・自閉症・情緒障害特別支援学級が１学級設置されている。 

② 訪問期間、訪問回数、訪問担当（役割） 

・平成 28 年度より訪問を開始している。28 年の６月初めて参観し、２学期より約１

ヶ月に１度参観を行う。 

・平成 28 年度は計４回。平成 29 年度 10 月末現在まで３回相談を実施した。自立活

動専任が１人で訪問した。 

③ 児童生徒の実態 

・平成 29 年度、小学校３年生の児童である。国語や算数は、在籍する自閉症・情緒障

害特別支援学級で学習している。同じ学年の内容に沿って学習に取り組んでいる。

他の教科は通常の学級で交流及び共同学習で学習を行っている。 

・促音、濁音、拗音などの読み書きが困難であり、書く文字の字形が整わない。 

・隣で問題文を読み上げれば回答率が上がる。理解はできるが、書くまでに時間がか

かる。 

④ 相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

・平成 28 年度より設置された学級に初めて訪問したときに、学習の様子を参観した。

その際、以下の主訴があり、２学期より月１回の学習支援が始まった。 

（イ）主訴 

・学習したことが定着しない。  

・漢字の形が整わない。 

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

回数等 支援内容等 小・中学校での取組 

１回目 ・１名が訪問し、学習の様子を参観し

た。参観後、担任と懇談し支援内容や

主訴について確認を行った。  

 

タブレット端末を選定した理由（評価）  

・児童の実態より、「隣で読みあげれば回答率が上がる」とのこと

より、拗音、濁音、促音などの読みの支援をするために、マルチ

メディアデイジー教科書の提案を検討した。 

また、書く支援については、タブレット端末を用いて、片仮名

や漢字の形の学習ができるようにアプリ検討した。タブレット端

末だけではなく、合わせて漢字を分解したパズル学習についても

提案することにした。 

タブレット端末を使用する際には、児童の実態より、音と漢字

を合わせることができるアプリを提示することで、理解が進むの

ではないかと考えた。 
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２回目 ・読みの困難さに対して、マルチメデ

ィアデイジー教科書の使用や読み上

げの理解の様子を伝えた。 

・書くことの困難さに対しては、タブ

レット端末での片仮名のなぞり書き

などを導入した。 

・読み上げの方法や片仮

名のなぞり書きなどの方

法を実践した。 

３回目 ・巡回相談時にタブレット端末を持っ

ていき、片仮名のなぞり書き。 

・漢字学習の際、タブレットや実物の

教材を使って行った。 

・担任へ iPad に関する知識の伝達、

操作練習を行う。 

・タブレット端末での学

習時の子供の様子を見

て、担任自らタブレット

端末を購入し、学習で使

用するようになった。 

４回目 ・片仮名のなぞり書き 

・単語⇔絵⇔音声をマッチングさせる

課題 

・九九のアプリ（音声を用いて）  

・担任へ iPad に関する知識の伝達、

操作練習を行う。 

・紹介されたアプリを使

って学習に取り組む。 

５回目（H29） ・上記の内容について、今年度の方向

性について確認 

 

６回目 ・４回目の内容を継続  

７ 回 目

（H29.10） 

・４回目の内容を継続 

・日々の漢字と学習の漢字を連動させ

る た め 、 ア プ リ の 学 習 の 作 成

（「Bitsboard」） 

 

 

（エ）支援の成果と課題 

・担任が学習方法に行き詰まっていたこと、本人が iPad を使った学習に高い意欲を見

せたことにより、担任が iPad を購入し、日々の学習に使うようになった。  

・シンプルなアプリを紹介し、子供の実態から音と一緒に操作ができるものを紹介し

たことで、九九の暗記や片仮名の読み書きの定着が見られた。  

・病院での服薬が始まったことで、課題に対する継続時間も延びた。医療機関との連

携も大事である。 

・身近な漢字と連動させて iPad で学習することで定着がよさそうである。また、音と

漢字が繫がって学習を行う際、読みながら取り組む様子が見られた。 

・担任は、読み書きの困難に対する理解が進み、様々なアプローチを試みている。ま

た、支援を行うと次回まで継続して学習して、取り組み課題を探している。 

・タブレット端末は、教師が個人で購入したものであり、特別支援学級で購入するか、

D 特別支援学校が貸し出しできるタブレット端末があるとよい。  
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８ まとめと考察 

 本章では、指定研究協力地域である長野県の４校の特別支援学校のセンター的機能の実

践を取り上げた。 

 

（１）長野県のセンター的機能での支援事例の活用の分類  

 長野県からは 10 のセンター的機能の実践事例を得ることができた。これらの支援内容

を第３章「タブレット端末等の観点」、「本調査で追加した ICT 活用の観点」で分析すると

以下の様になる（表 5-4-1）。 

 

表 5-4-1 各事例におけるタブレット端末活用の分類整理  

 活用の目的と内容 カテゴリー及び観点 

A 特別支

援学校  

事例１ 

・平仮名に興味を示さないことから、

iPad のカルタアプリを活用し、興味

を広げる。 

・学習教材(C1) 

・興味の喚起 

A 特別支

援学校  

事例２ 

・読み書きが難しい生徒の困難を解

決するために、iPad の「タッチ＆リ

ード」を活用 

・読字の支援（B1） 

B 特別支

援学校  

事例１ 

・書きの困難さがある児童に対して、

iPad の音声入力による支援 

・書字の代替支援（B2） 

・興味の喚起 

B 特別支

援学校  

事例２ 

・読み書きに困難さのある生徒に、

音声読み上げ機能を活用した支援  

・読字の支援（B2） 

 

B 特別支

援学校  

事例３ 

・読み書きに困難さのある児童にマ

ルチメディアデイジー教科書を紹介  

・学習教材(C1) 

 

 

B 特別支

援学校  

事例４ 

場面緘黙の子供の意思表出支援 ・意思伝達支援（A1） 

・主体的行動の支援 

 

B 特別支

援学校  

事例５ 

・読み書きに困難さのある生徒に対

する、マルチメディアデイジー教科

書の利用と「タッチ＆リード」の活

用 

・学習教材(C1) 

・書字の代替支援(B2) 

C 特別支

援学校  

事例１ 

・読み書きの困難さのある生徒に対

して、マルチメディアデイジー教科

書の支援とタブレット端末を用いた

キーボード活用 

 

 

・学習教材(C1) 

・書字の代替支援(B2) 
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D 特別支

援学校 

事例１ 

・読み書きに困難さと抵抗感がある

児童に対してマルチメディアデイジ

ー教科書や読み上げアプリを活用し

た支援 

・学習教材（C1） 

・読字の支援（B2） 

 

D 特別支

援学  

事例２ 

・学習の定着と読み書きの困難さの

ある児童に対して、マルチメディア

デイジー教科書や片仮名のなぞり書

きソフトの活用 

学習教材（C1） 

読字の支援（B2） 

興味の喚起 

 

 

 ここでの事例は、読み書きに関するものが 10 事例中９事例あり、活用の分類整理の

観点としては C1 の学習教材と B2 の機器操作支援が活用方法の大半を占めている。ま

た、タブレット端末活用に関する活用分類にはない【興味の喚起】が３事例から読み

取ることができる。この支援内容は重要なものであると考える事ができるが、活用分

類の作成に当たって参照した事例では、具体的な困難さが中心になっており、興味・

関心・意欲の向上を意図した活用が少なかったようである。今後は、こうした興味・

関心・意欲に関することも、C の学習支援に位置づける必要がある。 

 

（２）支援にタブレット端末を選定した観点  

 長野県の事例では、タブレット端末をなぜ活用することにしたのかをきいている。

これは、支援に当たって従来の紙や具体物を用いた教材ではなく、タブレット端末を

選定した理由をきくことによって、教師が児童生徒の実態や児童生徒を取り巻く環境

のどのような面に着目して、タブレット端末の効果を予想しているのかの知見が得ら

れると考えたからである。各事例のタブレット端末を選定した理由をまとめると表

5-4-2 のようになる。 
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表 5-4-2 各事例におけるタブレット端末を選定した理由  

 理 由 

A 特別支援学校  

事例１ 

・児童が家庭でタブレット端末に関心があった（児童生徒の機器への

準備状態）        

・在籍する学級にタブレット端末が導入予定（環境整備状況）  

A 特別支援学校  

事例２ 

・実態からビジョントレーニングが必要（困難さへの支援）  

・読みの困難さへの対応（困難な事への代替手段）  

・学校からの主訴にタブレット端末の活用があった（環境整備状況）  

B 特別支援学校  

事例１ 

・学習意欲へ働き掛けに有効だと考えた（困難さへの支援）  

・タブレット端末が導入済（環境整備状況）  

B 特別支援学校  

事例２ 

・タブレット端末が導入済（環境整備状況）  

・アプリの使用実績あり（環境整備状況）  

・歴史に関する文章を書きたいという生徒の行いたい事への対応（児

童生徒の希望への対応） 

B 特別支援学校  

事例３ 

・タブレット端末が導入済（環境整備状況）  

・書きの困難さへの対応（困難な事への代替手段）  

・音声読み上げを利用したいという児童の希望への対応（児童生徒の

希望への対応） 

B 特別支援学校  

事例４ 

・実態から自己表現にタブレット端末が活用できると考えた（困難さ

への支援） 

B 特別支援学校  

事例５ 

・実態からマルチメディアデイジー教科書や、書字の代替手段が必要

だと考えた（困難な事への代替手段）  

C 特別支援学校  

事例１ 

・家庭で ICT 機器を活用している（児童生徒の機器への準備状態）  

・読みの困難さへの対応と、書きの困難さへの対応（困難な事への代

替手段） 

D 特別支援学校 

事例１ 

・読むことの困難さへの対応からマルチメディアデイジー教科書や読

みの代替手段が必要だと考えた（困難な事への代替手段）  

D 特別支援学  

事例２ 

・読むことの困難さへの対応からマルチメディアデイジー教科書が必

要と考えた（困難な事への代替手段）  

・文字の学習ができるアプリが必要と考えた（困難さへの支援）  

 

 これらの内容を検討すると、長野県の実践事例では、導入の条件、児童生徒の実態

への対応を考えてタブレット端末の選定に至っている事が分かる。 

 導入の条件では、児童生徒の在籍する学校でのタブレット端末の導入状況やアプリ

の導入状況、児童生徒の機器への準備状態を挙げることができる。タブレット端末の

活用を提案する際に、継続的に使用できるかを検討することは、タブレット端末の導

入がこれから始まる地域では特に重要である。また、児童生徒が ICT 機器にどれだけ

親しんでいるかや、興味があるかについても、その後の興味関心の持続を判断する上

で必要な要素と考える事ができる。  
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 児童生徒の実態への対応では、困難さへの支援、困難な事への代替手段、児童生徒

の希望への対応を挙げることができる。学習目標を達成するために、困難さを軽減す

るための学習を行ったり、困難さそのものを代替する手段としてタブレット端末の活

用を考えたりしている。また、児童生徒の希望への対応は、児童生徒自身が行いたい

活動を実現するために必要な支援をタブレット端末で行えると判断して提案に至った

ということがいえる。 

 これらの事例からは、タブレット端末を選定する場合には、整備状況や児童生徒の

タブレット端末に対する関心や親しんでいる度合いなどの条件を勘案することと、障

害の困難さに対して、学習手段や代替手段としての効果を期待して選定しているとい

うことができる。  
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（３）タブレット端末活用の成果 

この研究の事例収集では、タブレット端末の活用前と後についての学力などを比較

するような評価を行う研究ではないことから、数値的な裏付けのある成果を報告する

ことはできない。しかしながら、成果と課題にある成果内容と主訴のデータを比較し

てみると、表 5-4-3 のように、タブレット端末を活用することで得られた成果を読み

取ることができる。 

 

表 5-4-3 各事例におけるタブレット端末活用の成果  

 主訴 成果 

A 特別支

援学校  

事例１ 

・平仮名へ興味を示さず、定着しな

い 

 

・平仮名への興味が広がった  

 

A 特別支

援学校  

事例２ 

・読み書きに困難さがある 

・タブレット端末の活用法が知りた

い 

・マルチメディアデイジー教科書や読

み上げアプリの活用により、一人で聞

いて学習する事ができるようになった  

B 特別支

援学校  

事例１ 

・書きの困難さから学習全般に取り

組む意欲がなくなっている 

・学習意欲が高まった（学習に取り組

めるようになった） 

 

B 特別支

援学校  

事例２ 

・読み書きに困難さがあるが、歴史

に関する文章を書きたい 

・読み上げソフトの活用により自分で

書いた文章の間違いに気付けた  

 

B 特別支

援学校  

事例３ 

・漢字のそらがきができない  

 

・国語の学習が楽しみになった  

・漢字の形のイメージを捉えて書くこ

とができるようになった 

B 特別支

援学校  

事例４ 

・場面かんもくで意思表出する手段

が欲しい 

・録音した自分の声で発表することが

できた 

・自分が読んだ音声を聞くことで、音

読の練習につながった 

C 特別支

援学校  

事例１ 

・書くことに困難さがあり、学習に

意欲が持てない。 

・学習に取り組むことができている  

 

D 特別支

援学校 

事例１ 

・読むこと、書くことにこんな佐賀

あり、学習に取り組むことが困難  

・意欲的に学習に取り組むことができ

た 

D 特別支

援学  

事例２ 

・学習が定着しない 

・学習に取り組むことが難しい。  

・九九の暗記や片仮名の読みの定着し

た 

・漢字の読みの学習で、自ら読みなが

ら取り組めた 
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タブレット端末の導入を行った事例の主訴は、読み書きが中心であるが、その内容

としては、読み書きができないというだけでなく、学習への興味がもてなかったり、

取り組めなかったりとするものが含まれている。これは、困難さを原因として読むこ

と、書くことができないというだけでなく、児童生徒が読み書きに関わる学習に対し

て、消極的であったり、抵抗感を示したりしていることを表している。  

そうした主訴に対して、A 特別支援学校事例１、B 特別支援学校事例１、C 特別支

援学校事例１、D 特別支援学校事例１、D 特別支援学校事例２では、困難さをタブレ

ット端末の機能で代替することで、困難さが軽減し、学習意欲が向上したり、学習に

取り組むことができたりが成果としてあげられる。  

 また、A 特別支援学校事例２や B 特別支援学校事例４、D 特別支援学校事例２のよ

うに、読みの学習ではそれまで取り組むことが難しかった、自ら読んで学習する事が

できることが成果として挙げられている。 

 これらの事例からは、タブレット端末を活用する成果として、読み書きの困難さを

代替したり、軽減したりすることで学習への意欲が向上すること、また、音声読み上

げ機能を使う事で読みに対する自学自習について効果があることがいえる。  
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Ⅴ 特別支援学校（研究協力校）のセンター的機能におけるタブレット端末等 ICT

機器を活用した取組事例 

 

 本節では、本研究の研究協力機関であり、センター的機能において小・中学校に対し

て、障害のある児童生徒に対するタブレット端末等 ICT 機器に関する支援を、外部資金

を得て貸出用の機器を用意するなど、先進的な取組をしている学校の事例を２事例報告

する。 

  



 

108 

 

１ 愛知県立みあい特別支援学校 

 

（１）特別支援学校におけるセンター的機能の校内体制 

本校では、地域支

援として、表 5-5-1-1

の活動を行っている。 

タブレット端末を

活用した地域支援と

しては、「i サポート」

がある。これは、地

域の小・中学校から

希望を募り実施する

コンサルテーション

である。 

平成 23、24 年度

は、パナソニック教

育財団の研究助成を

受けて、タブレット端末を中心とした情報端末の教育的活用について研究に取り組んだ。

平成 25 年度には、「障がいを持つ子どものためのモバイル端末活用事例研究『魔法のじ

ゅうたんプロジェクト』」にも参加し、実践を重ねた。平成 26 年３月に愛知県教育委員

会から、本校に「障害の特性に応じた指導・支援に関する研究」が委嘱された。元々、

本校では「みあいスタンダード（継続・一貫した支援のためのガイドライン）」を定め、

全職員が児童生徒の行動を適切に理解し、障害特性に応じた指導を展開していた。そこ

で、本研究においては、その「みあいスタンダード」を基軸として、「自閉症を中心に障

害特性に応じた指導の在り方を教職員が共有することで学校の教育力の向上を図り、本

校の児童生徒への支援方法を確立する（校内支援）」ことと「近隣の小・中学校（岡崎市・

幸田町）の障害のある児童生徒の教育的ニーズに応じた支援の実践と地域ネットワーク

の構築（i サポート）」を目指して研究を進めた。平成 27 年度は、「地域で広げる特別支

援教育 ICT 活用プロジェクト」をパナソニック教育財団の研究助成金を受けて進めてき

た。校区の市町支援に加えて、愛知県全体をサポートできる体制づくりとして県内の特

別支援学校職員と連携をとり、研究会「iTab 研」を組織し、活動した。平成 28 年度は

今までのノウハウを生かして、地域支援をより充実したいと考え、i サポートによる「ICT

を活用した地域支援プロジェクト」をパナソニック教育財団の研究助成金を受けて進め

てきた。 

支援部の職員１名をリーダーとして１校につき５～７人のチームを編制して対応して

いる。i サポートに参加する職員は、年度当初に校内職員全体から募集をしている。対

象校には、タブレット端末を貸し出し、気になる子供の様子を記録したり、特別支援教

育について学ぶツールとして利用したりしてもらっている。i サポートの特徴は、表

5-5-1-2 ある。 

  

表 5-5-1-1 本校の地域支援 

活動項目 内 容 担当校務部等 

相談活動 巡回相談（県の事業）、支援・指導検討会（県

の事業） 

支援部 

ひまわり相談（校外の就学前から高校生までの

保護者、支援者からの相談事業） 

支援部 

i サポート 支援部 

教育相談、転学相談 部主事 

研修支援 みあいワークショップ（地域の幼・保、小・中

学校、福祉施設対象の研修会） 

研修部 

講師派遣、学校見学 教務部 等 

発  信 Web 発信（HP、SNS） 情報部 等 
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表 5-5-1-2 i サポートの特徴 

○素早いレスポンス 

 i サポートは、支援を必要としている学校に直ぐに対応できるよう、本校と小・中学校が直接やり取

りを行う。これにより、多くの学校に対応することは難しいが、迅速なサポート体制がとれる。 

○チームで対応 

 通常の相談は、支援部担当者 1 名が、それぞれの学校に訪問し対応している。このことにより、担

当者の負担は大きいが、組織への負担は少なく、より多くの学校をサポートできる。i サポートは、１

校につき複数名でチームをつくり対応する。このことにより、よりきめ細やかな対応ができるが、組

織への負担は増え、サポートできる学校数は限られる。 

○継続的な支援 

 通常の相談は基本的には単発である。このことにより、多くの学校に対してサポートをすることが

できる。i サポートは、２〜４校と限られるが、1 年から２年の間、継続的な支援ができる。 

○タブレット端末貸与によるＩＣＴ活用 

 従来通りの紙媒体での資料に加えて、タブレット端末を利用し、環境や行動を画像で記録し、共有

することでより深く実態把握ができる。本校が校内研修で使用しているデジタルブックを活用して、

障害特性の理解や特別支援教育に関する基礎知識などの啓発を実施している。 

 

（２）タブレット端末等ＩＣＴ機器の整備状況 

 本校が所有しているタブレット端末（iPad 他）は

48 台である。携帯情報端末（iPod touch）は 13 台所

有している。全て iOS を搭載した機器である。その内、

小・中学校等に貸出可能な台数は４台（iPad Air２）

である（表 5-5-1-3）。貸出用のタブレット端末は「パ

ナソニック教育財団」の研究助成金と「ちゅうでん教

育振興助成金」で購入したものを使用している。学校

所有とは別に高等部生徒が就学奨励費を活用して購入

した個人所有のものが 151 台ある。就学奨励費で購入

したタブレット端末は、授業で活用するのが主である

ことと通学中の紛失や盗難などのリスクを考慮し学校在学中は学校にて保管・管理して

いる。 

 

（３）センター的機能の実際 

 ここでは、平成 28 年度に実施した i サポートについて事例を紹介する。平成 28 年度

は岡崎市と幸田町の小・中学校をそれぞれ 1 校ずつ計 4 校のサポートを実施した。 

１）事例１ B 中学校 

① B 中学校の概要 

 B 中学校の生徒数は 615 人（H29 年度）である。特別支援学級は知的障害特別支援学

級１学級で在籍生徒数は５名。自閉症・情緒障害特別支援学級１学級で在籍生徒数３名

となっている（H28 年度）。H28 年度に４台のタブレット端末が整備された。 

  

表 5-5-1-3 学校所有のタブレ

ット端末等 

機器名 台数 

初代 iPad ８ 

iPad２ 15 

iPad４ 11 

iPad Air２ ２ 

iPad mini 12 

iPod touch 13 
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② コンサルテーション計画 

期 間：平成 28 年５月から平成 29 年３月まで 

担当者：リーダー…支援部員（１）  アドバイザー…教頭（１）  

チームメンバー…小学部職員（２）、中学部職員（１）、高等部職員（２） 

 i サポートチームはリーダーとして

支援部員が 1 名、管理職がアドバイザ

ーとして１名、そして、小・中・高各

学部からそれぞれ１名以上の者で構成

されている。i サポート全体として、2

名の ICT 担当者を設け、相談を受けた

り、設定を行ったりしている。校内公

募制をとっており、立候補があれば優

先的にチームに入ることができる。自

らのスキルアップのために積極的に参

加を希望する職員もいる。足りない人

員については、ICT 支援能力や年齢バ

ランスなどを考慮して選出し、依頼し

ている。 

 i サポート校が決まると、チームリー

ダーが対象校に出向き、打合せを行う。

この打合せでは、特別支援学級担当者

をはじめ、管理職とも懇談を行う。対

象校学校の環境や特別支援学級の状況等の聞き取りを行い、アンケートも依頼する。そ

れらの情報をもち帰り、i サポートチーム会

議でサポート計画を立てる。計画をもとに、

メンバーが交代で月に１度を目安に対象校を

訪問する。訪問の後には、i サポートチーム

会議を開き、情報の共有を行い、支援計画の

見直しを行う（表 5-5-1-4）。 

 

 

③ 児童生徒の実態 

対象学級 〈知的障害特別支援学級〉 

１年生 １名 ３年生 ４名 

〈自閉症・情緒障害特別支援学級〉 

１年生 １名 ２年生 ２名 

対象児童の

実態 

〈知的障害特別支援学級〉 

・ 療育手帳は３名取得 

〈自閉症・情緒障害特別支援学級〉 

・ 比較的軽度で療育手帳は未取得 

表 5-5-1-4  i サポート計画 

６月 ・第１回訪問（端末の貸出、アンケート依頼） 

 チーム会議 

７月 ・第２回訪問 

・みあいワークショップ（会場：本校） 

８月 ・第３回訪問 

・チーム会議 

・タブレット端末活用講座（会場：本校） 

11 月 ・第４回訪問 

・チーム会議 

12 月 ・第５回訪問 

・チーム会議 

１月 ・第６回訪問 

・チーム会議 

２月 ・第７回訪問  アンケート依頼 

・チーム会議 

３月 ・第８回訪問 端末返却 

図 5-5-1-1 i サポートチーム会議 

ｉ サ ポ ー

トチーム 
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環境整備 ・ １学級で１教室を使用。 

・ １階で、２学級は離れている。 

・ 教室は広く、ソファー（知的障害特別支援学級）や畳スペース

（自閉症・情緒障害特別支援学級）がある。 

・ 知的障害特別支援学級には卓球台が設置してあり、時々通常の

学級の生徒も利用して交流している。 

・ 教科名や物の名前を記入した引き出しケースがある。 

・ 給食は２学級合同で、自閉症・情緒障害特別支援学級で食べて

いる。食器の配置はイラストで示している。 

・ 予定は、時間割表で全体に示している。 

・ 体育、美術、音楽は通常の学級で学習している。 

 

④ 相談内容 

（ア）相談に至るまでの経緯 

 タブレット端末の導入が開始され、特別

支援教育での効果的な活用について相談し

たいとの思いから、i サポートに申し込ん

できた。 

（イ）主訴 

 子供たちのやる気を引き出したいと考え

ている。 

 習熟度の差が大きいので、どのように学

習を進めていったらよいかのアドバイスが

ほしい。 

 タブレット端末の効果的な活用を一緒に考えてほしい。 

（ウ）主訴に対する支援内容及び支援先の取組 

・タブレット端末等 ICT 機器を提案した経緯 

 授業の様子を動画撮影（貸与したタブレット端末のカメラ機能を利用）し、チームで

検討できるようにしたい。また、B 中学校にタブレット端末（iPad）が導入され、その

効果的な活用方法を一緒に考えてほしいと依頼があった。 

・タブレット端末等ＩＣＴ機器の活用内容（教科、単元、原学級との関わり等） 

回数等 支援方針等 小・中学校での取組 

１回目 ・ 概要説明、アンケート依頼  

２回目 ・ 相手校へ訪問し知的障害

特別支援学級の「数学」と

自閉症・情緒障害特別支援

学級の「国語」の授業の様

子をタブレット端末で撮

影し、もち帰って検討す

・ 国語の授業にてタブレット端末

のアプリを活用して、漢字の書

き方を学習する。（このときが初

回） 

・ どちらの学級にも視覚支援がほ

とんどない。スケジュールは時

図 4-4-6-2 「配膳の仕方」の視覚支援 
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る。 

・ 本校高等部の生徒が実際

に使用しているアプリの

一覧を配布した。 

間割以外示されていない。 

３回目 ・ 知的障害特別支援学級の

「数学」の授業ビデオを受

けて、授業の一斉指導と個

別指導の方法について提

案した。 

・ 自己肯定感を高めるため

に、自立課題教材などを活

用して、自分一人で学習を

進めて完了し、できたら褒

められる経験を増やす。 

・ 机の配置について、周りの

情報が目に入ってしまう

と集中しにくい生徒につ

いては壁に向かって机を

配置してはどうかと提案

した。 

・ カームダウンスペースの

確保、スケジュール支援や

視覚支援の重要性を伝え

る。 

・ 国語での個別学習の流れが定着

してきた。個別ドリル→先生に

見せる→答え合わせと解説→タ

ブレット端末での学習 

 

４回目 ・ 分からないことがあった

ら教師を呼ぶことがあっ

たので、生徒から聞きに来

るようにしたほうがよい

と提案した。また、最後ま

でできたら報告すること、

一人でもできるように褒

めて強化していくことな

どを提案した。 

・ 課題を実施するときのル

ールは統一したほうがよ

いと提案した。（積んであ

る課題は上から下に順番

に実施する。作業は左から

右に順番に進めるなど。） 

・ 以前提案した机の配置が実施さ

れていた。 

・ 国語の授業では、文中に出てき

た「ももんが」を生徒が知らな

かったため、その場で画像検索

して提示していた。また、ドリ

ル学習後に、「筆談アプリ」を使

ったローマ字の個別学習が実施

されていた。個別指導の裏では、

タブレット端末のドリル学習が

実施されるようになり、 

・ 帰りの会用に、手順書が作成さ

れていた。 

図 4-4-6-3 机レイアウト

を試す教師 
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５回目 ・ 学習ドリル（漢字の書き取

りや計算問題）だけでな

く、生活に役立つ内容の作

業的な活動（色別に分類し

てそれぞれの数を紙に記

入するなど）を入れながら

の学習を取り入れていけ

るとよいかもと提案した。 

・ 知的障害の生徒はスケジ

ュールを覚えていること

が苦手。かつ、自閉症の障

害特性として音声言語よ

りも視覚的な情報の処理

が得意なので、視覚的なス

ケジュールや手順書の活

用を進めていったほうが

よいことをあらためて提

案した。 

・ カームダウンスペースが用意さ

れていた。 

・ プリント課題が左から右の流れ

で実施されていた。 

・ 学習を進めるモチベーションを

高めるための強化子として、プ

リント課題の最後に好きなキャ

ラクターのイラストが用意され

ていた。 

 

（エ）支援の成果と課題 

 タブレット端末の活用について、大きく分けて２通りの使い方をした。一つは生徒の

情報・実態共有ツールとして、もう一つは授業での活用である。

情報・実態共有ツールとしては、全てのサポートメンバーが毎回

サポート校に出向くことは難しいので、動画での資料は情報を共

有するのに非常に役立った。動画を基にチームで話し合いをし、

より有効な手立ての提案をすることに繋がった。また、授業での

活用についてもサポート校のニーズを受けながら、自然な形での

活用を提案できた。これも、継続したサポートができた結果であ

る。単発のサポートでは、一般的に使用されている有用なアプ

リを示すことはできても、個々のニーズに合ったものを提案す

ることは非常に難しい。ICT の有用さはかなり浸透してきてい

るが、有用だから「使ってみよう」と伝えるだけでは不十分で、一人一人の障害特性に

応じて、提示内容やアプリの活用法などをカスタマイズして示すことの大切さを伝えな

いと継続して使ってもらえない。また、障害特性に応じた環境整備や教員側の意識改革

も継続したサポートがあってできることである。ICT は支援機器の一つであり、ノンテ

ク、ローテク、アナログも問わずに当事者のニーズに合うものを提案していくという姿

勢が支援者・教育者として、大切である。そのために本校ではデジタルブック化した研

修資料をタブレット端末に入れ、サポート校に貸与した。その内容は、障害特性から ICF、

そしてチームアプローチからケース会の開き方まで多岐にわたる。このようなことも合

わせて提案していくことで、知的障害教育での効果的な ICT の活用が広まっていくので

図 4-4-6-5 帰りの

会手順書 

図 4-4-6-4 タブレット端末

でドリル学習 
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はないかということを今回の事例を通じて感じることができた。 

（オ）支援を行うに当たり大切なポイント 

 地域の小・中学校に対して特別支援学校が支援（コンサルテーション）を実施してい

く上で気を付けなければいけないことが 3 点ある。 

① 小・中学校のニーズと問題意識のずれ 

 小・中学校では、児童生徒自身のニーズ（本人の困難さ）よりも、児童生徒の問

題行動（離席や立ち歩き、逃避など）の方が、大きな問題としてクローズアップさ

れることが多い。これは、問題行動が周りに与える影響は大きいので、一斉授業を

一人の教師で進行している小・中学校では仕方のないことである。しかしながら、

問題の本質は問題行動そのものにあるのではなく、「なぜ」その問題行動を起こして

しまっているのかの「原因」の中にこそ、児童生徒の本当のニーズがあることを共

通理解する必要がある。この共通理解が図れなければ、サポートを実施することは

できない。特別支援学校は小・中学校からのヘルプに対してまずは受け止め、そし

て、ABC 分析などの応用行動分析学の方法を説明しながら、丁寧にその問題行動が

もつ「意味」とその対策について、話し合い、共通理解していく必要がある。 

② 合理的配慮に対する理解 

 平成 28 年 4 月 1 日から施行された「障害者差別解消法（障害を理由とする差別

の解消の推進に関する法律）」にて、不当な差別的取扱いだけでなく、合理的配慮の

不提供も、過重な負担とならない限り、公教育の場では禁止となった。しかしなが

ら、小・中学校の現場ではまだまだどこまでを受け入れ、そしてどこまでを過重な

負担と考えて良いのかが分からず混乱しているのが現状である。そもそも、合理的

配慮は、学校などの施設側が本人や保護者の申出に対して一方的に判断するもので

はなく、その内容についてお互いに話し合い「合意形成」を図っていくものである。

そのため、特別支援学校は「インクルーシブ教育システム構築支援データベース（イ

ンクル DB）」などのインターネットコンテンツや「障害者差別解消法【合理的配慮

の提供等事例集】内閣府障害者施策担当作成」などの政府や各省庁が発行している

冊子を紹介するとともに、教材や教室環境の工夫や ICT の活用などについて一緒に

考えていくことが必要である。 

③ 教育課程に対する考え方 

 小・中学校では、教科書を使った一斉指導が行われている。健常の児童生徒にと

って、その発達段階に即した内容が系統的にまとめられている教科書を使った指導

は効率的で理にかなっている。しかし、特別支援教育では、一人一人の教育的ニー

ズに合わせてカスタマイズした教育内容を提供していく必要がある。そうしないと

様々な「未学習」や「誤学習」を生んでしまう。そのため、個々の実態を把握し、

個別の教育支援計画や個別の指導計画を立て、本人のニーズにマッチした内容を授

業で行う必要がある。そのために、「小学校・中学校管理職のための特別支援学級の

教育課程編成ガイドブック（特総研）」などの冊子を紹介するとともに、教育課程や

学習内容を一緒に考えていくことが必要である。 

 

（愛知県立みあい特別支援学校） 
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２ 香川県立高松養護学校 

 

本校のタブレット端末の貸出事業は、教育相談を充実させる取組として位置付け、

平成 27 年度 10 月より実施している。「機器の貸出と教育相談を必ずセット」にして、

本校が蓄積してきた ICT 機器活用の知見とノウハウを地域の学校に届けるというコン

セプトが一番の特徴である（貸出事業の対象は、個人ではなく学校）。  

 

（１）「からだと学びの相談センター」を窓口とした、本校の教育相談体制 

事業の前提となる本校の教育相談体制について説明する。本校の教育相談体制の特

徴は「専任の教員をおかず、学校全体で受けて

いる」ことである。 

 教育相談や研修会、情報提供などの本校のセ

ンター的機能を、利用者が活用するための窓口

を「からだと学びの相談センター」と名付けて

整備している。この相談センターには専任担当

者や専用の部屋は用意しておらず、専用のホー

ムページ（図 5-5-2-1）とパンフレット、電話番

号があるだけである。あくまでも利用者が「ま

ず高松養護学校のどこに連絡をすれば良いのか」

が分かるようにすること、「校外からの相談があ

った際に相手を待たせることなく窓口担当者に

繋ぐこと」が目的である。 

 「からだと学びの相談センター」の窓口担当者は支援教育部長で、相談内容の聞き取

りを行い、内容に合わせて適切な教職員に対応を依頼するという形をとっている。以

下にその一例を挙げる。 

  ・就学、進学に関する相談・・・各部主事、進路指導部  

 ・運動や動作の指導、支援機器に関する相談・・・自立活動室  

 ・発達障害に関する相談・・・特別支援教育コーディネーター、指導経験のある教

員 

 ・ICT 機器の活用や導入に関する相談・・・情報教育部、ICT 機器活用の専門性を

有する教員 

 こういった教育相談体制を充実強化する位置付けで、地域の学校へのタブレット端末

活用支援を展開しており、実際の活用相談に対応するのは、日々の授業で指導経験が

ある教員である。 

 

（２）本校のタブレット端末等 ICT 機器の整備状況 

 現在、本校には各学級に２台ずつのタブレット端末（iPad（iOS）、Surface(Windows)）

を整備している。それと別に地域の学校に貸出可能な端末（iPad）も 11 台整備してい

る。この貸出可能なタブレット端末は、平成 26・27 年度に、香川県教育委員会が文部

科学省の「支援機器等教材を活用した指導方法充実事業」の研究指定を受けた際に、

（図 5-5-2-１）本校「からだと学びの相談セン

ター」専用ホームページ  
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支援機器活用の普及のために本校に配備された端末である。研究指定が完了した後も、

本校独自の事業として現在まで継続し運用している。  

（３）「ICT 機器貸出及び活用相談事業」の概要 

    ～教育相談とタブレット端末の貸出をセットに～ 

 冒頭でも説明した通り、タブレット端末の貸出には必ず貸し出す前後で教育相談を

行っていることが事業の特徴である。貸出期間は最大３か月で、延長の希望がある際

には改めて申込みを求めている。そのことで教育相談の機会を確保し、適切な活用に

つながっているかをフォローできるようにしている。また返却時には、活用の様子を

知るために簡易な活用報告書の提出を設定している。そのことによって先方の学校に

も適切な活用を促す効果も期待している。  

 運用費用やセキュリティ、機器の故障予防の

ため、貸出先でのインターネット接続やアプリ

のインストールなど幾つかの制限を設けている

が、各端末には本校や県内の特別支援学校で活

用実績のあるアプリケーションをインストール

してある（表 5-5-2-1）。また、貸し出す前の相

談時に必要なアプリケーションが分かれば、新

たに購入、インストールして渡せるようにして

いる。 

 事業を開始した平成 27 年度９月から現在ま

での実績数は表 5-5-2-2 の通りである。 

 

 

    （表 5-5-2-2）本校の「ICT 機器及び活用相談事業」の実績数（件） 

年度 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 

27 ２ ３ ０ ２ 

28 ９ １ １ １ 

29 ４ ０ ０ ０ 

計 15 ４ １ ３ 

合計 23 件    

（４）事例 

  ①支援を行った小学校の概要 

   高松市立 A 小学校。全校児童数は 276 名（H29.11.1）。特別支援学級は全校で

５学級の体制である。タブレット端末は本校の「ICT 機器貸出及び活用相談事業」

で２台を貸し出し、肢体不自由学級、弱視学級で活用を進めている。  

  ②A 小学校への支援の経緯 

   平成 27 年度末から平成 29 年度（現在）までの間、「ICT 機器貸出及び活用相談

事業」を活用して支援を行なっている。  

    本事例の特徴は、支援先である A 小学校が研究大会での実践発表を控えており、

教 科 学 習

支援 

・計算機アプリ  

・PDF ビューワー  

・テキスト読み上げアプリ  

・マインドマップアプリ  

・辞書アプリ  

・国語や算数の学習アプリ  

コ ミ ュ ニ

ケ ー シ ョ

ン支援 

・VOCA アプリ 

・タイマーアプリ  

認 知 学 習

支援 

・パズル・ゲームアプリ  

・画面を触ると音や画面変 化

のフィードバックがあるア

プリ 

その他 ・プレゼンテーションアプリ  

・動画編集アプリ  

・動画や画像に注釈を入れる  

 アプリ 

（表 5-5-2-1）貸出用端末にインストールしたアプリ  
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それに向けた実践研究という明確なニーズが存在していたことである。タブレッ

ト端末活用支援が継続し成果につながった背景には、この A 小学校側の ICT 機器

活用へのモチベーションの高さ、主体的な取組が大きく影響している。 

３か月毎の端末貸出しの延長手続の機会に、欠かさず教育相談を行ってきた。

また、本校担当者が A 小学校に訪問し助言等を４回行っており、授業参観と授業

後の助言を行った。大まかな経緯は以下の通りである。 

 

（平成 27 年度）・・・ICT 機器活用への協力依頼                

12 月に A 小学校から本校に、タブレット端末

貸出の申請があった。次年度（28 年度）に「香川

県小学校教育研究会」の研究発表大会での実践発

表が予定されており、それに向けた ICT 機器を活

用した授業づくりや指導に対する協力依頼であっ

た。１月に、A 小学校の５つの特別支援学級の担

任が本校を訪れケース会を実施した（図 5-5-2-2）。

検討の結果、次年度から肢体不自由学級と弱視

学級でタブレット端末を用いた指導実践を行う

ことになった。 

（平成 28 年度）・・・教育相談とタブレット端末活用支援の開始        

本校でのタブレット端末の活用相談を６回、本校担当者が A 小学校を訪問して

の授業参観を２回実施した。また、本校担当者が研究発表大会へ参加し、授業参

観・助言、パネルディスカッションでの本校の ICT 機器活用実践の取組を紹介し

た。 

この期間、A 小学校の担任が本校の学校公開や研修会にも参加し、肢体不自由

児の指導支援について積極的に研修を積み重ねた。  

（平成 29 年度）・・・支援の継続とフォロー                 

研究発表後も支援を継続し、12 月末までに本校での教育相談を４回実施した。

また現職教育での研究授業に招かれ、本校担当者が授業参観・助言を行った。  

 

 ③支援の具体事例 

【事例１】特別支援学級（肢体不自由）在籍児童に対する、交流学級での活動参加、

コミュニケーション支援での活用（図 5-5-2-3,4,5） 

（ア） 対象児童について 

対象児童（B 児）は、肢体不自由学級在籍の女子。現在は５年生。独歩での移動

が可能。知的障害を重複しており、発語は単語、１語文が可能、理解はある程度の

日常会話が可能である。１～10 までの数を数える学習や、お金の学習、簡単な文章

を作成する学習に取り組んでいる。  

 

（イ） 教育相談の主訴 

担任からの相談の主訴は、「交流学級（同学年の通常の学級）の友達との関わりを

（図 5-5-2-2）本校でのケース会の様

子 
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どのように育てていけばよいか」であった。これまでの交流及び共同学習で友達と

の人間関係も良好である。しかし、学習参加や友達とのやりとりの場面において特

別支援学級担任が間に入って支援を行っている状況であった。交流学級での活動や

友達とのコミュニケーションで B 児の自立を促すことができる部分や方法について

相談があった。 

 

(ウ) 支援内容及び A 小学校の取組 

相談回数 支援方針等 A 小学校での取組  

１回目 

（H27.12） 

本校にて主訴の聞き取り 

・今後の支援について計画。 

・児童の実態・ねらいをまとめた資

料を作成した。 

２回目 

（H28.1） 

本校での教育相談 

・交流場面での ICT 活用の協議。 

・音や動画を効果的に用いた学習活

動の設定を提案。 

・後日、本校担当者が授業参観を行

うことを計画。 

 

・担任がアプリ「Drop Talk HD」や、

カメラで動画を撮影する方法など

を練習した。 

・教育相談の内容を受けて授業づく

りを進めた。 

３回目 

（H28.3） 

A 小学校での授業参観 

・B 児の実態を確認し、学習目標を

提案。 

・交流場面での目標設定についての

提案。 

・アプリ「Drop Talk HD」を用い

た教材の工夫の伝達。 

 

・交流学級の児童とのやりとりの学

習をしていくためのビデオ教材を

作成。 

・タブレット端末に交流学級の児童

からの挨拶が撮影されており、そ

れに対して B 児が答える、やりと

りの教材を準備した。 

・音声を用いた教材を幾つか試作し

試行錯誤をした。 

４回目 

（H28.6） 

A 小学校での授業参観 

・授業のねらいに即したタブレット

端末設定の提案。 

・交流場面で想定することができる

学習内容と方法について協議。 

 

・友達の顔と名前を一致させるため

に、写真を押すと友達の名前が再

生される教材を作成。音声は交流

学級の児童の声で録音した。 

・ねらいや目標の再設定と交流場面

での活動を検討し交流場面の指導

案を作成した。 

５回目 

（H28.7） 

本校での教育相談（担任、交流学級

の担任、学年主任が来校） 

・通常の学級での授業づくりの視点

に加えて、知的障害がある児童が

学習活動に参加するという視点を

 

 

・提案された考え方やアイデアを持

ち帰り、取捨選択しながら学習活

動を計画した。 
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もって授業づくりをしていく必要

性を説明。 

・実際に指導案を見ながら活動参加

のためのブレーンストーミングを

実施。 

・交流学級と特別支援学級の指導を

連携させた単元計画を設定した。 

・交流学級の学習活動での B 児の学

習目標を設定し、学習活動への参

加方法を準備した。 

６回目 

（H28.8） 

本校での教育相談 

・交流学級の友人を相手に、担任の

直接的な支援なしで発表する方

法について相談。 

・夏休みの思い出発表の機会を活用

した交流先とのやりとりについ

て、「Drop Talk HD」の活用、準

備について支援。 

・目標の立て方、担任の支援の仕方、

支援が適切かどうかの見分け方に

ついて情報提供。 

 

・夏休み後の「思い出発表ポスター

セッション」という行事を活用し、

交流先の友達を相手に、思い出を

発表する機会を設ける。 

・「Drop Talk HD」で、順番にイラ

ストを押していくことで思い出発

表をすることができる教材を作成

した。また話題によっては選択肢

を設け、B 児が、セリフを選びな

がら発表できる設定も加えた。 

７回目 

（H28.8） 

本校での教育相談 

・研究授業での活動参加の方法につ

いての相談。 

・同じ班の友達にどのように B 児と

の活動を任せていくか、何を見せ、

先生はどこで離れ、どこで支援す

るかについて協議。 

 

・活動参加のための教材の作成。交

流学級の友達からの質問に対して

B 児が答えられるように、「Drop 

Talk HD」に選択できるイラスト

と音声を設定した。 

・研究授業の準備。当日までの授業

のなかで、タブレット端末の活用

を含む支援方法の調整を進めた。  

・同じ班の子供たちへの支援方法を

決定した。 

６回目 

（H28.11） 

A 小学校での研究授業参観 

・成果と思ったこと。継続した支援

を目指すなら目標にすると良いと

思ったことを助言。 

 

 

 

 

７回目 

（H29.9） 

本校での教育相談 

・新担任の先生に引継ぎの際の実態

把握について視点や方法を提案。  

・タブレット端末活用視点を提案。  

 

・前担任と新担任で引継ぎをしなが

ら、新たな学習課題の設定をした。 

 

(エ)支援の成果と課題 

 ・支援の成果 

コミュニケーション支援アプリの「Drop Talk HD(HMDT.Co.Ltd 製)」の活用

を中心に、交流学級先での具体的場面での指導方法の助言を行い、B 児が担任の
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付き添いがない状況で、友達の前で発表ができたり、班活動に参加できるように

なったりした。その中で B 児に対する周囲の児童の理解が促進され、班別学習の

中で、特別支援学級の担任が間に入らなくても友達が対象児童に意見を尋ねられ

るようになるなど関係性に変化が生じた。  

機器の活用にとどまらず、障害のある児童が集団活動に参加するための視点や

テクニック、担任の物理的心理的な距離感、交流学級の児童へのアドバイスの仕

方の助言、また交流学級担任や学年主任への説明も合わせて行ったことが B 児や

交流学級の児童の変容につながったと考えられる。タブレット端末活用を切っ掛

けに、A 小学校の中での B 児への支援のあり方にまで影響が及んだことは大きな

成果であった。 

 

 ・今後の課題 

あらかじめセリフを録音するというアプリの特性上、パターンが決まった会話

が中心となっている。交流先の授業での、柔軟で即時的なコミュニケーションへ

の支援は十分ではなく、タブレット端末以外の手段を組合せていくことが必要で

ある。 

 

 ・B 児の担任の感想 

こちらの主訴に合わせて、授業を見ていただいたり、すでにやっていた取組を

見ていただいたりした上でアプリの紹介をしていただいたこと、初めに使い方を

しっかりと教えてもらったこと、交流学級の友達とのやりとりにおいて「音声」

が重要となることを何度も繰り返し場面に応じて助言をもらえたことの３点が実

践の初めには特に重要だった。これらの助言、支援を受ける中で、音声を支援に

活用することへの理解が徐々に進み、担任としてたくさんの試行錯誤ができ、実

践につながったと思う。 

     

 

【事例２】特別支援学級（弱視）での学習指導での活用  

（ア） 対象児童について 

対象児童（C 児）は、弱視学級在籍の女子。現在は３年生。弱視の状況は眼鏡装

用で 0.2 程度。知的障害を合わせ有している。教科学習では平仮名を一音ずつ正し

く読むこと、なぞり書きなどの学習に取り組んでいる。10 までの数の理解ができる。 

（図 5-5-2-3,4,5）本校担当者による A 小学校での支援の様子と、B 児のタブレット端末での学習

と交流学級での活動の様子 
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（イ） 教育相談の主訴 

担任からの相談の主訴は、「国語や算数の個別課題をする際に、意欲を向上させ楽

しく基礎基本の学習内容を身に付ける方法を教えてほしい」であった。 

 

(ウ) 主訴に対する支援内容及び A 小学校の取組 

相談回数 支援方針等 A 小学校での取組 

１回目 

（H27.12） 

本校にて主訴の聞き取り。 

次回打合せについて計画。 

次回打合せのため児童の実態・ねらい

をまとめた資料を作成した。 

２回目 

（H28.1） 

本校での教育相談 

・学習への興味関心を引き出したり、

課題理解を促したりするために音

を効果的に使うことを助言。 

・録音・再生をするアプリ、興味関

心を引きやすいアプリを提案。  

 

・提案のあったアプリを試用した。 

 

３回目 

（H28.3） 

A 小学校での授業参観 

・C 児の文字を理解するための実態

を確認する観点と方法を助言（文

字の大きさ、コントラスト、始点

終点の理解、文字の弁別等）。 

・観点によってはタブレット端末を

用いた方が実態把握が簡易になる

ことを説明。 

 

・アプリを使った実態把握（コントラ

スト調整、文字の大きさ、音声のあ

るなしで学習にどのような違いが

生じるか等）に取り組んだ。 

・マッチング教材、音声が出るアプリ

を試用した。 

４回目 

（H29.9） 

本校での教育相談 

・文字の学習の定着度合いを確認。  

・カードでの自立課題で読めない字

があったときに、C 児が自分で確

認する手段があれば更に学習が定

着することを提案。そのための教

材作成の練習。 

 

・C 児自らが操作し、音声を補助的に

活用しながら学習していくための

方法を模索している。 

 

(エ)支援の成果と課題 

 ・支援の成果 

視覚障害を補うためのアプリ「明るく大きく（Kazunori Asada 製）」の紹介や、

タブレット端末上で教材を作成するアプリやその活用方法などを助言した。音が

出る簡単なお絵かきアプリや、タブレットの標準搭載されているカメラアプリ、

ビデオアプリを活用して、C 児が興味をもって取り組める文字学習の工夫につい

て提案し、フィードバックを返してもらいながら支援を進めることができた。  
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また、タブレット端末の画面や教材を使いながら、授業の中で C 児がどのくら

い教材を見て捉えられているか、内容を理解できているかを、観察し実態を把握

していく方法についてもアドバイスした。  

その結果、音が出るお絵かきアプリを使って担任が文字を書き、C 児がそれを

見たりその上になぞり書きをしたりする活動に興味をもち、集中して学習に取り

組めるようになった。１年生の 12 月時点では自分の名前の１字が読める状況だっ

たが、３年生に１月には読める平仮名が 30 字に増え、文字の定着が進んだ。 

また、「見る」こと自体への興味が高まってきているのが成果である。例えば集

会活動のときなど、離れた場所の様子を見ることに困難さのある状況で、ビデオ

撮影の支援を行うことで、目の前で興味をもってじっくりと見て学べるようにな

ってきている。 

 

 ・今後の課題 

C 児が自立して取り組める学習活動が成立していないので、その環境や活動を

どうつくっていくかが、次の課題である。現在では、単語カードに書かれている

２文字の単語が読めないときに、録音された音声を C 児が自ら聞いて確認して学

習していくことができる方法を担任が積極的に準備しようとしているところであ

る。 

C 児が、主体的に視覚的な支援を求められるようになるという新たな目標も見

えてきている。 

 

 ・C 児の担任の感想 

やりとりを重ねながら長い視点で試行錯誤を重ねられたことが、特に重要だっ

たと思う。音がでるお絵かきアプリの活用や、見る意欲を育てるための活動につ

いて、授業や勉強中のビデオを何度も見てもらいながら、具体的な手立てとタブ

レットの活用方法、教材の作成方法を教えていただいた。また、教材を作成した

後、学習の定着の様子を見てもらったり改善のアイデアをいただいたりしたこと

も心強かった。今できている取組の上に新しく助言をいただけたことが今の実践

につながっている。 

 

（５）本事業全体の成果と課題  

 ①成果 

  A 小学校での２つの事例が示すように、タブレット端末の貸出と教育相談をセッ

トにすることが、対象児童生徒の実態、授業のねらいや学習活動に即した端末活用

につながることを実感している。また ICT 機器の貸出や、活用という相談を切っ掛

けとして、その前に押さえておかなくてはならない実態やニーズの把握など、教育

支援の基本的な考え方やスキルを、経験年数が短い傾向にある特別支援学級の担当

者に伝える機会となっていると感じる。  
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 ②課題 

  A 小学校の支援が成果につながった要因の一つは、支援先の ICT 機器活用や指導

改善の高いモチベーションであった。しかし、このような状況は多くはないのが実

情で、実際には先方からの相談がないまま貸出期間が終了し、対象児童生徒の変容

にまで繋がらなかった事例もある。  

    約 2 年半の本事業の取組を見直し、課題と思われる点を４つ挙げる。これらの点

について配慮しながら事業を進めていきたい。  

 ・同じ学校が繰り返し活用している傾向があり、事業の活用先が思うほど広がって

いないこと。 

 ・貸出期間中のフォローの仕組みを備えていないため、有効な活用実践までに繋が

っていない事例があること。期間途中での教育相談については他業務との兼ね合

いで実施が容易ではないのが現状である。  

 ・相談に対応している教員が限られた状況であること。校内のタブレット端末活用

の普及と合わせて相談を担当できる教員の確保が急務である。  

 ・貸出可能な端末は前述の通り、文部科学省の研究事業の予算で整備した経緯があ

り、故障時の買い替えや端末更新の予算的な裏付けがないこと。  

 

（香川県立高松養護学校） 
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Ⅵ まとめと考察 

 

 本章では３つの調査から、小・中学校のタブレット端末活用に対するニーズを明ら

かにし、特別支援学校のセンター的機能における小・中学校のタブレット端末活用に

対する支援実践例を収集した。その結果、「長野県 A 地区の小・中学校におけるタブレ

ット端末等 ICT 機器の活用に関するニーズ調査」からは、読み書きの困難へのタブレ

ット端末の活用や計算の指導に対するタブレット端末の活用など 10 種類のカテゴリ

ーにニーズを分類できた。さらに、「全国のタブレット端末等 ICT 機器を活用したセン

ター的機能を実施している特別支援学校に対する質問紙調査」からは、特別支援学校

のセンター的機能において小・中学校におけるタブレット端末等 ICT 機器活用に関す

る課題意識が、いずれの項目においても課題と捉えている回答が多かった。また、小・

中学校に対するタブレット端末等 ICT 機器の活用に関して情報提供した事例について

の質問項目では、教科におけるタブレット端末等 ICT 機器の活用や、見通しをもつこ

との困難など主に発達障害のある児童生徒が有しやすい教育的ニーズに対するタブレ

ット端末等 ICT 機器の活用に関する事例が回答された。そして、「特別支援学校のセン

ター的機能におけるタブレット端末等 ICT 機器を活用した取組事例」からは、学校の

状況や相談内容などの情報を得ることができた。 

 以上のことから、「特別支援学校のセンター的機能を担当する先生のための小・中学

校のタブレット端末の活用に関するガイド」は、タブレット端末等 ICT 機器を活用し

た地域支援に関するニーズ調査から得られた 10 種類の支援ニーズをもとに、項目を構

成することが適当であると考えられた。また、「全国のタブレット端末等 ICT 機器を活

用したセンター的機能を実施している特別支援学校に対する質問紙調査」と、「特別支

援学校のセンター的機能におけるタブレット端末等 ICT 機器を活用した取組事例」か

らは、同じ教育的ニーズでも、その背景は子供により様々で、その背景に応じてタブ

レット端末等の活用方法も変わってくることが推察された。そのため、10 種類の支援

ニーズに関して、その背景にはどのようなことが考えられるかをふまえて、タブレッ

ト端末等の活用方法を示すことが有効であると考えられた。  
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第６章 特別支援学校のセンター的機能を担当する先生の

ための小・中学校のタブレット端末の活用に関するガイド 

 

Ⅰ 「特別支援学校のセンター的機能を担当する先生のための小・中学校のタブ

レット端末の活用に関するガイド」の目的 

 

 特別支援学校のセンター的機能担当者が、小・中学校等でのセンター的機能時にタ

ブレット端末の活用に関する情報を参考にできるようにするためのガイドを作成する。 

 

Ⅱ 「特別支援学校のセンター的機能を担当する先生のための小・中学校のタブ

レット端末の活用に関するガイド」の構成 

 

１ 「特別支援学校のセンター的機能を担当する先生のための小・中学校のタブ

レット端末の活用に関するガイド」の構成 

（１）全体の構成 

 「特別支援学校のセンター的機能を担当する先生のための小・中学校のタブレット端末

の活用に関するガイド（以下、「本ガイド」）」全体の構成は次の通りである。  

① 本ガイドを手にした方へ  

 本ガイドの項目設定の理由や主旨について記述した。  

② 本ガイドの活用方法 

本ガイドの活用方法を記述した。  

③ 本ガイド活用の留意点 

 本ガイドの留意点を記述した。  

④ 児童生徒の困難さに対するタブレット端末等の活用方法  

 小・中学校等における児童生徒の困難さに対する１０項目の活用方法を記述した。

項目の内容から、「指導・活用編」、「環境・整備編」の２つに分けて記述した。  

⑤ 小・中学校の先生方へ  

 本ガイドは、特別支援学校のセンター的機能担当者向けに作成したが、小・中学校

の先生方へも活用できる内容であるため、小・中学校の先生方への説明を記述した。  

⑥ 参考情報 

 本ガイドに関して更に詳しい情報を得るために参考となる情報を記述した。  
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（２）「児童生徒の困難さに対するタブレット端末等の活用方法」の構成 

 「児童生徒の困難さに対するタブレット端末等の活用方法」の構成は次の通りであ

る。 

①  大項目タイトル 

 「第５章-Ⅱ 長野県 A 地区の小・中学校におけるタブレット端末等 ICT 機器の活

用に関するニーズ調査、Ⅲ 全国のタブレット端末等 ICT 機器を活用した地域支援  

を実施している特別支援学校に対する質問紙調査」で得られた小・中学校のニーズ 10

項目を記述した。  

② リード文 

 「具体的な場面、困難さの背景」、「従来の支援」、「タブレット端末を利用すること

で可能になること」、「児童・生徒の期待できる変化」の観点で記述した。なお、「具体

的な場面」、「児童・生徒の期待できる変化」の観点は、研究協議会において、地域支

援担当者から出された、「小・中学校教員に対して具体的に授業のイメージがしやすい

記述をした方がよい」という意見を元に追加した項目である。  

③ 小項目タイトル 

 小・中学校等から得られたニーズを記述した。 

④ タブレット端末を活用した解決の手がかり  

 「従来の支援の具体」、「タブレット端末を利用することで可能になること」、「収集

した事例」の観点で記述した。なお、内容は、「第５章-Ⅳ 特別支援学校のセンター

的機能におけるタブレット端末等 ICT 機器を活用した取組事例」で得られた、長野県

内特別支援学校や、関連する小・中学校、研究協力機関の取組事例を参照し、他の文

献等を併せた記述した。 

⑤ 留意点 

 「タブレット端末以外の方法」、「実態把握の方法」の観点で記述した。  

⑥ 参考文献 

 「タブレット端末を活用した解決の手がかり」記述時に使用した文献を記述した。  

 

Ⅲ 特別支援学校のセンター的機能を担当する先生のための小・中学校のタブレ

ット端末の活用に関するガイド 

 

 これらを受けて作成した、「センター的機能を担当する先生のための小・中学校のタ

ブレット端末の活用に関するガイド」を掲載する。  
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特別支援学校のセンター的機能を担当する先生のための 

小・中学校のタブレット端末の活用に関するガイド 
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本ガイドの内容 

 

 本ガイドを手にした方へ 

 本ガイドの活用方法 

 本ガイド活用の留意点 

 児童生徒の困難さに対するタブレット端末の活用方法 

 小・中学校の先生方へ 

 参考情報 
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本ガイドを手にした方へ 

 

本ガイドの内容は、ある地域の小・中学校等の先生方や特別支援学校のセンター的機能

を担当する先生方から出された、小・中学校等における児童生徒の困難さに対するタブレ

ット端末の活用方法を１０項目に整理し構成しました。 

 

特別支援学校のセンター的機能を担当する先生が、小・中学校等へセンター機能の役割

を果たす際に、児童生徒の困難さに対して、タブレット端末の活用を提案するイメージを

つかんでいただければと考えています。 

  




